


創 刊号発刊 にあた って

一般財団法人住総研 代表理事 野村哲也

昭和23(1948)年 当時の清水建設社長清水康

雄の提唱により、「財団法人 新住宅普及会」 とし

て創設された当財団は、平成20(2008)年12月

に施行された公益法人改革関連法のもとで、今般、

L般 財団法人住総研」として新たなスタートを切る

ことになりました。

設立当時は、戦後の著しい住宅不足が重大な社

会問題となっていた時期であり、寄附行為第三條に

は、「本財団法人ハ住宅建設ノ綜合的研究及其成果

ノ実践二依 リ窮迫セル現下ノ住宅問題ノ解決二資ス

ルヲ以テ目的トス」とその目的が定められております。

その後、住宅供給量が所帯数を上回った時期にあた

る昭和47(1972)年 には、その目的を、「この法人

は、住宅建設の総合的研究およびその成果の公開 ・

実践 によって、窮迫 している現在の住宅問題を解決

することを目的とする」と改め、更に昭和63(1988)

年には、研究主体の活動が本格化した実態に照らし

て、「財団法人 住宅総合研究財団」へと改称すると

ともに、目的を 「この法人は、住宅に関する総合的

な研究をおこない、その成果を公開 ・普及および実

践し、もって、住生活の向上に資することを目的とす

る」に変更し、初めて 「住生活の向上に資する」と、

活動の方向を明らかにする改定をおこないました。

今回の新たなスタートに当たり寄附行為は定款に

代わりましたが、第三条(目 的)に は、「この法人

は、住 まいに関する総合的研究 ・実践並びに人材

育成を推進し、その成果を広く社会に還元し、もっ

て住生活の向上に資することを目的とする」と謳い、

「住生活の向上に資する」活動に向けて財団として

の意志を継承しておりますことは、今回の公益法人

改革の主旨 「不特定かつ多数の者の利益に資する」

活動をもって公益に適うものと考えております。「形は

変わりますが志を次代に継承したい」との、関係者

一同の堅い決意によるものであります。

一般財団法人に移行することにともない、事業活

動の一部を見直さざるをえず 昭和63(1988)年

以来発行を続けてまいりました財団季刊誌 『すまい

うん』に代わる年刊誌 『住総研レポートすまいうん』

を創刊することとなりました。季刊 『すまいうん』は、

発刊以来多くの読者の方々、関係されました編集委

員、寄稿された方々の情熱に支えられて、通巻97

号を数えることができました。

今回創刊いたします 『住総研レポート すまいうん』

と当財団の諸事業が、公益法人改革の主旨に適 う

活動となるよう、財団関係者一同決意を新たにしてお

りますが、皆様方のより一・層のご理解とご支援を心

からお願いする次第であります。



は じめに

この度、私どもは一般財団法人住総研 として再ス

タートすることになりました、一般財団法人への移

行を契機 に、季刊 『すまいうん』は、昨年度の冬

号 ・通巻97号 をもち廃刊 とさせていただき、今回

創刊されますアニュアルレポー ト 『住総研 レポー ト

すまいうん』で引き継 ぐことになりました。『すまい

うん』に寄せ られました多 くの読者の方々、情熱を

傾けてこられました編集委員並びに寄稿いただきま

した皆様のご厚情に、厚く御礼を申し上げます。

さて、すまいに関わる問題は、住戸数が所帯数を

上回ったことで、第二次大戦直後に国民が希求して

いた量の充足が終わり、すまいの課題は終焉 した、

という見方がある一方で、すまいに関する話題は依

然として各種メディアを賑わし、百花練乱の状況を

呈しています。高度経済成長期、それに続くバブル

経済とその崩壊を経て、縮小化社会を迎えようとし

ている日本のすまいは、「フローか らス トック」「所

有から利用へ」「近代家族の崩壊から無縁社会へ」

「発展から環境共生」等の言葉で代表されるように、

価値観の変容をともないながら新たな展望を求めて

彷裡っているように見受けられます。すまいに関わ

る状況を作り出している原因、その結果起 きている

現象、そして対策等が混在する中で、すまいに関す

るこうした現代社会の様相を踏まえ、「すまい手は、

自らのすまいにどう取 り組めばよいのか」、分か りや

すく社会に還元することが財団創立以来の私 どもの

役割であると考えております。平成22(2010)年

度から始めました年度の重点テーマは、すまいを取

きっきん

り巻 くさまざまな課題の中から、多くの方々が喫緊

の課題 と感ずる課題 を取 り上げ、専門家 ・識者の

知見を集約 して課題の核心に迫 り、その結果を皆

様にお届けする、昨年度はそうした想いを込めた活

動の初年度でした。

昨年度の重点テーマは、研究運営委員会委員で

ありました加藤信介東京大学教授を中心に研究運

営委員会での合意で決まりました 「住まいのサス

テイナビリティ」です。現代の活動や状況が、将

来の活動や状況を損なうことなく持続できるかどう

か、すまいや家族、すまい方や造 り方に広げて課題

の所在や解決の道筋を探 り、将来を展望することで

した。しかし、「持続可能性」には、「現状を是認 し

てそれを持続する」という安易な解釈で済まされな

い、持続の方法とともに目的そのものが問われる厳

しさもあります。「目的の為には状況の改革をとも

なう」、このことがテーマの背景に見え隠れ してい

るようです。

昨年度、本テーマのもとで3回 のシンポジウム

を開催 しました。その内容を、「特集 住まいのサ

ステイナビリティ」としてまとめましたのがノ〉回の

レポー トの骨子 となっています。昨年7月9日 、加

藤信介東京大学教授を中心に開催 した住総研シン

ポジウム 「サステイナブル住宅って、何?」、同じ

くll月12日 、大月敏雄東京大学准教授を中心に

開催 したすまいうんシンポジウム 「近居 ・隣居のス

スメ」、そして本年3月1日 、小泉雅生首都大学東

京教授にまとめ役をお願いした住総研シンポジウム



「賃貸住宅の利川価値 と経済価値の持続への提案」

です。1回 目は、「物としての住 まいのサステイナ

ビリティ」を、2回 目は 「家族のすまい方 を中心

に、家族のサステイナビリティ」を課題に掲げ、問

題の所在 と解決策を探ってまいりました。3回 目は、

実践からの課題への取り組みです。実践においては

問題が同時多発的に発生し、解決 には多面的な検

討と、すまいの利用者の想いと供給者の利害の葛藤

から答えが導かれる点にあります。

また、シンポジウム以外にも、「私のすまいうん」

では、馬場璋造氏に 「連歌のようなすまい方」を通

して、家族から家族へ住み継 ぐ、伝え継ぐすまい方

を論じていただきました。ll月29日 開催の江戸 ・

東京住まい方フォーラムでは、小沢朝江東海大学

教授を中心に 「江戸 ・明治の住宅のリサイクル

古家の移築 と古材利用」で、造 り方からこのテーマ

に取 り組みました。

環境問題 とともに俄かにクローズアップされてき

た、「サステイナビリティ」を、すまいや家族、すま

い方 ・造 り方に演繹 して捉 えた昨年度の重点テー

マと活動を;4,し てみますと、益々課題の深みに嵌

り込み、解決への糸口も見出し難いテーマであった

と改めて感じています。2020年 には賃貸住宅の半

数近 くが空き家になる。2050年 には日本の人口が

1億 を、また2100年 には5000万 人を切 ると予測

されています。住み手が減る中でストックを使い続

ける意味があるのか。また、平均出生率1.3程 度の

状況を続ける限 り、乱暴な言い方ですが、長子の

みの家族が増えて半数は家族の持続が出来なくなり

ます。「後継者がいない家族に持続性はあるのか」、

「家族団簗が記憶の彼方に薄れかけている高齢期の

すまいは?」 と、すまいの課題を一断面で切 り落 と

しただけで課題が山積 していることが分か ります。

くしくもさる3月ll円 に発生 した東日本大震災は

この問題の深刻さを如実に物語っているようです。

いずれ結末は、「自らの生き方は自ら決める」こと

になるので しょうが、この小冊子をお読みいただい

た読者の方々が、状況を冷静に見つめ、意味ある

持続性に向けて賢明な選択をされることを望むばか

りです。

先達のお陰ですまいの論壇として確固たる地位を

築き上げてきた財団機関誌 『すまいうん』の目指す

方向を内包 しっつ、「不特定かつ多数の方々の利益

に資する」と謳う公益法人改革の主旨との両立に向

けて、年間の活動を術鰍していただける 『住総研レ

ポート すまいうん』が、新たな視点から皆様にお

役にたちますよう願っております。今回、財団の移

行を機に、拙速を重んじて発刊することとした。掲

載内容や体裁面において不十分な点が多々あるか

と思います。今後皆様か らのご意見やアドバイス

をいただきながら、より有意義な機関誌として充実

させてまいりたいと思います。『すまいうん』同様、

ご支援を賜 りますよう宜しくお願い致します。

平成23年7月

一・般財団法人住総研 業務執行理事 岡本宏



2011年3月11日 東 日本 大震 災

失 わ れ た 時 間 一宮城・気仙沼湾一

写真一畑 亮

東北地方 を襲ったマグニチュー ド9.0の 大地 震 と津波 は、一瞬 のうちに人々

の日常生活や営々として築 き上げてきた街や村や家 々を葬 り去 ってしまった。

この大地震 と今回のテーマ 「住 まいのサステイナビリテイ」に思いを巡 らす

とき、現在のすまいや家族 ・地域 を将来 に持続 していけるか どうか、改 めて問

われ てい るようで ある。

誰 もが感 じているように、 ここで立ち止まってはいられない。

明 日への新たな挑戦 が始 まる。(住 総研)

気仙沼市大島 ・新王平/屈 曲に富む海岸線の背後に集落が点在する。気仙沼湾を東西に二分するかたちで横たわる島で、本土とは断たれている。

しかし、黒い椿林に囲まれ、ノリやカキの養殖、畑作、海水浴などの観光で、生活を営むむらの表情は豊かである。

(解説=高須賀晋 「住宅建築」1976年8月 号 「日本の集落 宮城県」より抜粋)
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20]0年 度 重点テー マ

サステイナブル住 宅の課題
加 藤 信 介(棘 大学生産技術磯 所教授)

地球 環境 問題の深刻 化が先 進国の人々に共有 され、生

活 ・産 業などのあらゆる側 面でサステイナブルな生活 ・生産

への転換 が叫ぼれている。しかし多 くの人 にとって、イメージ

できるサステイナブル社 会はせいぜい数百年 前の鎖国 的世

界であろう。この時代 に戻 るということは、定常的な生活 ・生

産を可能 とするか もしれ ないが、その生活水 準を受け入 れる

ことは、健康 で文化的な社 会を目指して努力してきた先人の

努力に背 くものでもある。地球の状況 から普遍 すると、現状の

健康で安全 なライフスタイルを守りなが ら、真 のサステイナブ

ルを実現することは不可能にさえ思われる。グローバル化 のも

と、地球 的な規 模でサステイナブルな社会 を目指すことが 暗

黙に合 意されているが、しかしその具体 的なイメージは未だ

に混沌としている。人々の生活の基 盤、衣食住 の住に費やす

資源 とエネルギーの量 は莫大であり、サステイナブルな住 へ

の転換 は、今後 加速的に進められなけれ ばならないが、その

通過 点 ・終着点 の具体 的なイメージは共有 さえ出来 ていな

い。現時点 で考 えられるサステイナブルな住 宅、住様 式とは

どのようなものであろうか、どのような選択 肢が用 意されてい

るのであろうか、どのようにバナキュラーであるのか、また今後

10年 後、30年 後、100年 後のサステイナブルな社会 にどの

ように適応 していくのであろうか。疑 問がさらなる疑 問を生む

状 況ともいえる。

サステイナブルな社会 、言 ってみれば過 去に経験 したこと

のない世界 に踏 み込 むようなもので、前 人未 踏の地 を歩む

恐怖 感さえ抱かされる。残念 ながら、混 乱の世界 には怪 しげ

な予言者が 多く出現 して、一層 社会を混 乱させる。サステイ

ナブルな社 会や住宅 を予言 する怪 しげな予言 者は多く、誰

を、また何を信 じて行 動すればよいか、不可 解であると感じ

る人 も多いであろう。

話題 は変わるが、人 々の自己目標の達 成や社会 の変 革目

標 の達成 に関して、人々の 「動機 付け」、が大きく関わること

に異 論はないであろう。学校 における学習目標 の達成 に関し、

生 徒や学生 の動機 付けを明確 にし、これを維持 する努 力が

重 要である。厳 しい競 争に晒されるスポーッ競技 、実社 会で

の企業 間競 争では、関 わる人々の動機 付けの維持 、向上が

競 争に打ち勝 つ大 きな決め手 となる。この動機付 けであるが、

その重要性か ら、教 育やスポーツ、会社経 営などさまざまな

分 野で多 くの研 究がおこなわれている。サステイナブル社会



サステイナブル住宅 って、何?
講師・… 伊香賀俊治+岩 船由美子+鎌 田紀彦+小 玉祐一郎

コ メ ン テ ー タ ー ・ 一中村勉+松 村 秀一

司会 ・… 加藤 信介(東 京大学生産技術研究所)

開催 日時:2010年7月9日(火)

場 所:建 築会館 ホ ール(東 京 ・港 区)

への移行 、サステイナブル住宅 の開発、普及 に関しても分か

り易いものは、アメとムチといった正 負の報 酬が動機 付けに深

くかか わる点 である。これは自身の体験 でも容易に納得 でき

る。しかし、この動H付 けの形成 には、「どのように行動すれ

ば目標 が達成できるか」という目標 達成 に対する具体 的な方

法 を理解 し把握 していること、また、自身が 「目標 を十分 達

成するだけの能力を持ち合わせている」と自覚 していることが

条件 であるという。スポーツの世界でおこなわれている厳 しい

トレ・一ニングは、この二つの条 件を満足 させ、動機 付 けの維
ふえ ん

持、向上 にも大 きく寄与 する。これを敷術 するならば、サステ

イナブルな社 会、又 その要素であるサステイナブルな住 宅を

実現するには、これに関わる人々の強い動機 が不可欠であり、

その維 持、向上には、「どのように行 動すれ ば目標 が達成で

きるか」ということと、「目標 を十分 達成するだけの能力を持 ち

合わせている」ことが条 件となる。そこに至る、誰でも理解 可

能で、実行可 能な具体 的な道筋が見 えていることが重要で

あり、これが実現 にかかわる人々の共通 認識 となることが必

要である。

日本のサステイナブル社 会への道 がこうした状況にあれ ば

幸いであるが、必ずしもそうではない。東 日本大震 災に引き続

く原子 力発 電の事 故を受 けて、エネルギー問題 への関 心が

高まり、サステイナブルな社会 への移行も加速されるであろう。

その巾で首相がデータの裏付けもないのに、世界に向けて日

本 の住 宅の太 陽光発電普及 の数 値目標を公 言したことが批

判を呼んでいる。裏 付けのない目標 を公 言し、達成できなけ

れぼ信用を失 くすことが理由に挙 げられている。それ もあるが、

実現するためのモチベーションの維持、向上の条件 となる 「目

標 達成 の手段 を具体 的に把握 し」、「その達成 に十分 な能力

を持ち合わせている」という基本 条件 に裏 付けのない宣言は、

人々の動 機を挫 くことにもなる。悪 く言 えば、60余 年前 の世

界大戦時 の、物質 的な裏付けはなくとも精神的な強靱 さ故に

勝利は手中にある、として国民を指揮 した日本 の指導者 を思

い起 こさせてしまう。こうした宣言 は、サステイナブル社 会の

実現、サステイナブルな住宅 の開発、実現 に努力する関係

者のモチベーションを結局 は大きく挫 じくことになりかねない。

サステイナブル社 会、サステイナブル住宅 に王 道 はなく、

地道 な努力と経験 の積 み重 ねにより地 道 に普 及、進展 する

道しかない。



「サステイナブル」という概念の共有化を 加藤信介

東京大学生産技術研究所

現代社会に溢れる 「サステイナブル」のゆくえ

地球 環境 問 題 が現 実 の大 きな政 策課 題 の柱 にな り、

「サス テイナブル」 とい う言葉 が まちに溢 れ てい る。集

団で の意志決 定 を前 提 とする社 会生 活 を営 む現代 社会

で は、集 団で の意志 決定 の際 に必要 とな る概 念 の共 有

が必 要 であ る。た とえば、 現代 社会 の基 盤 であ る人 の

「自由と平等」 を論議 し
、政策 に結 びつけてい くためには、

まず この 「自由と平等」 とい う概 念が人 々に認識 されな

くて はな らない。法的な 「人 の自由と平等」 と世間一般

の人が考 え る 「人 の 自由 と平等 」には違 いが あることも

認識 され なけれ ばな らない。 あなたの考 える 「自由 と平

等」 が私 の考 える 「自由 と平 等」 と違 っていて は、 「自

由 と平 等」を議 論 し、共通認識 に至 ることは難 しい。議

論 し共通認識 を得 るた めには この言葉 の持 つ概 念 をあな

た と私で統一 してお く必要 があ る。

「持 続可 能」 とも言 い換 え られ るこの 「サ ステイナブ

ル」 なる概念 に関 して も、 その細 部 はお くとして この 言

葉のおお よその意味 を理解 できること、 その意味 の解釈

が人 によらず同一の概念 として共有 され ることが必 要 に

な る。あなたの 「サステイナブル」 と私の 「サステイナ

ブル」に大 きな相違が あっては話 が通 じず困って しまう。

住 宅 の建設 や利用、 その廃棄 に は莫大 な資 源や エネ

ルギーが必要 とな る。地球環境 問題 を考え る際に住 宅の

建設や利用 に関 して も、日本全 体や個別 の住 宅での 「サ

ステイナブル」 に関す る共通 の理解 と解釈 が必要 になる。

すで に地球 環境 問題 の社 会 的な認知 に より、住 宅 に関

して 「サス テイナブル」 な住 宅 を購 入す る人 、「サステ

イナ ブル」 な住 宅 を設計 し、建 設 する人 、「サステイナ

ブル」な住 宅を研 究す る人な ど、さまざまな人 たちが 「サ

ステイナブル」なる言葉 を詠 い文旬 にこれ を利用 してい

る。不要 な誤解 、不 幸な行 き違い を防 ぐためにも、いま「サ

ステイナブル」が本格化 した この時期 、 この 「サ ステイ

ナブル」 とい う概念 の統 一化、共有化 を図る必要が ある。

現代社会の基本概念として成熟させる

ここで話を大 き く変 え ることをお許 し願 いたい。い ま、

日本 の学校 教育 に対 して さまざまな注文 がつ けられ てい

る。 しか し細 部 に不備 はあるか もしれ ないが 、初 等教育

か ら高等 教育 まで 日本 の教育 制度 が社 会 におけ る意思

疎 通 の高度 化、効 率化 に果 たす役割 は大 きい。その言

葉 をいちいち説 明 しな くても、言葉 か ら共通 の認識、概

念 が伝達 され る。先 にた とえとして引用 した人 の 「自由、

平 等 」 といった現代 社会 の基 盤概 念 は、 有意 の人で あ

れば書籍や人 に尋 ね ることによ り個 人や家族 内で も学ぶ

ことがで きる。 しか し、人 々に共 有 され る概 念、共 有 さ

れ る便 益 により社 会 を運営 す るためには、あまね くその

構 成員 にこの概念 を認識 して もらい、その言葉の持つ意

味が同一で ある必要が ある。偏向教育 などその危 うさ指

摘 はあるものの、そのために学校教 育 に大 きな期待がか

か るのはやむ を得 な いもの と思 われ る。「民主主 義」や

「自由、平 等」 といった社会 の基本概 念 は憲 法 にも記載

され てお り、少 な くとも義務 教育期 問に これ を詳 し く学

ぶ。

これに対 して現代 人は、今 回の課題 であるこの 「サス

テイナブル」 とい う概念 を学 校教育 で習得 してきたので

あろ うか。少 な くとも60に もう少 しで手が 届 いて しま

う筆者 には、そのような ことを学校 で学習 した記憶 はな

い。 「サ ステイナ ブル」 という概念 は、資源 の有 限性が

現 実 問題 として深 刻化 した社 会 で は全 体主 義的 な束縛

条 件 にな り、 その集団 の個 々人 に大 きな制約 条件 として

働 き、我 々の生 活を大 きく拘 束、制約 する可能性 があ る。

今 は資 源の制約 もまだ現 実の社会 問題 化 していない 「民

主 主義」至上 の世 の中で あるが、約70年 前の第2次 世

界 大戦 時の 日本 の世 情 を思 い出せ ば、 「自由、平等 」 と

い う概念 です ら 「サステイナブル」の もとで制約 され る
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主 な著書 に、『風工学ハ ンドブック』(共著、朝倉書店)、『建

築環境丁学』(共 著、彰 国社)、 『環境丁学教科書』(共 著、

彰国社)、 『アトリウムの環境設計』(共著、彰国社)、 『建

築環境学1』(共 著、丸善)な どがある。

可能性 す らある。

現在 の 日本 の憲 法 に少 な くとも明 示的 な記述 による

「サステイナブル」 という概 念の記載 はない。「健康 で文

化 的な生活 」 といった社 会の基 本概念 と同様、「サ ステ

イナ ブル」 とい う概 念 を 「民主主 義」や 「自由、平 等」

と矛盾 しない様 なかたちで 日本の憲法 にあらか じめ追 記

しておか な くて も良 いのであろ うか。残念 なが ら、憲法

にこの記述 を追加 しようとい う活動 が 目本 の社会 で認知

された という報 道 は知 らない。

人 の法的な 「自由 と平等」が認知 され、 この原 理で社

会が 運営 され る様 になった のは、人類 、数10万 年 の歴

史 の中で もわずか この100年 あま り、数世代 の問である。

社会 が 「サステイナ ブル」 に移行 し、人の活動が 「サス

テイナ ブル」化 するのも、同 じく人類 の長 い歴史か らの

ほんの一 瞬の間 にお こなわれて しまうに違 いない。何 し

ろ、爆発 的に知識 を蓄積 し、これ を生か す知力 と気力 を

持 ち合 わせ てきた人類 の実 績があ るのだか ら。過去が そ

うであった ように、い ま社会 が変わ るに は、お手本 とな

るモ デルが示 され ることが必 要で あ る。 「サ ステイナ ブ

ル」 が社会 に広が るには、 「サ ステイナブル」 なる概 念

に関 して も、 これ を具現 化 したモデルが提示 され、 これ

が社 会 の中で 認識 され、社 会 の中で 同一 の概 念 として

共有 され ることが必要 になる。

モデルを提示することからはじめる

最近 の脳科学 での話 題のひ とつに人 の 「ミラーニュー

ロン」の発見が ある。視 覚 などで人 の行動 を認 知す ると、

その行動 に対応 す る自身 のニューロン部分 も発 火 し、 そ

の行 動や 感情 に1司感 し、行 動 を学 び人 の感情 を理解 す

る重要 な機能 という。拡 大解釈 が過 ぎ るか もしれないが、

ある概 念 の普及 にはその具 体的 なモデル とこれを信 じる

人 の感情 が提示 され、人 の 「ミラーニューロン」を発 火

させ て学 習 を促 し、 自らお こな うことを可能 とす るプロ

セスが必要で ある。住宅 を 「サステイナブル」 にす るに

は まず そのお手本 のモデ ルとそのモデルを信 頼 しこれ を

人 に伝 える伝 道者が必要 である。

サス テイナ ブル住宅 とは、 いったい どの ような住宅 で

あ るのであろ うか。サ ステイナブルな住 宅 とサステイナ

ブルでな い住宅 は、具 体的 にはどこが どのように違って

い るので あろうか。 サステイナブル をまだ良 く学習 して

いない身 に、 この違い を理解 す ることは難 しい。一一見 し

て違いの見 えに くいサ ステイナ ブル な住 宅は、 この意 義

を社 会 に広 める伝道者 とセ ッ トで提 示 されな けれ ばなら

ない。

持続可能な 「すまい」から 「すまい方」の提案へ

この特集 で は、 サス テイナブル な住宅 モ デル に足 る

に十分 な条 件、必 要 な条 件 とは何か を考 える日本 第一

級の伝道者 が そのモデル を提示 す る。 また もや 「ミラー

ニ ュー ロン」 に対す る勝 手 な解 釈 であ るが、「ミラーニ

ューロン」 を活用 して効 率 よく学習 するには、伝道者 の

感情が 直に伝わ るシンポジウム会場 に来な くて はならぬ。

講演者 の微 妙な表情、声 の抑 揚か ら人はそこで語 られ る

内容以上 にことを学 ぶ。書 籍か ら 「自由 と平等 」を学 ぶ

ことも出来 るが、感情豊 かな教師 か ら 「自由 と平 等」 を

学ぶイ ンパ クトは大 きい。今 回のシンポジウムで筆者 の

「ミラーニ ュー ロン」 は、 「サー ビス水準 」 とい う言葉 に

最 もよ く反応 した。今後 、住 宅設計者 などの住宅供 給 に

かかわ る者 は、「す まい」 という器を提 供す るのではな く、

「すまい方」 とい うサー ビスを提供 す るとい う意識 が より

重要 にな る。 「サ ステイナブル」 な住 宅 は、住 む人 の求

めに応 じた 「すまい方 」 というサー ビスを持 続可能 な資

源 とエネルギーの範 囲で提 供す る。持続 可能な資源 とエ

ネルギーの程度 は、現実、時代 とともに変 わる外的条件

であ り、適正なサー ビス水準の範囲 で最適化 されてかた

ちになる。



住 宅 の ラ イ フ サ イ ク ル 評 価

伊 香 賀 俊 治 鵬 麹 大学理エ学部システムデザインェ学科教授

削減シナリオとその対策

1990年 以降、 口本 建築学会 、建築研 究所 、国土交通省

な どで 研究 開発 され て きた建 物 の ライ フサ イクル評価

(LifeCycleAssessment)は 、建築 環境 総合 性能 評価

システム(CASBEE)の 採 点システムに連動 した簡易L

CAツ ールが 日本 建築学 会のLCAツ ール を活用 して開

発 され、 さらなる普及 が図 られ てきました。今 日は 「住

宅 のライフサイ クル評価 」(環 境影 響評価)の 最近 の動

きについて話 を した い と思い ます。

今 年(2010年)の3月 、 「地 球温 暖化対 策基本 法」 が

閣議 決定 の のち国会 審議 が お こなわ れ ました。 その内

容 には、 まず 「国、地 方 自治 体、事 業 者、 および国 民

の責務 を定 め る」 とあ り、具体 的 な数 値 口標 に、2020

年 まで に温室効果 ガスを25%削 減(1990年 比)、2050

年 まで に80%削 減(1990年 比)目 標 。またさらに、再

生可能 エネル ギー の供 給量 につ いては、2020年 までに

一時 エネル ギー供 給 量 に占める割 合 を10%に 達 す るよ

うに とい う、 意欲的 な目標 が盛 り込 まれ ました。残念 な

が ら、 この法 案 は国会承 認 されず に見送 りとな りました

が、の ちの環境省 主催 の検 討 ・報告 会 「低 炭素社 会構

築 に向 けた ロー ドマップ」で、その詳細 が改 めて発表 さ

れ ました。

削減 シ ナ リオ にあ る 「国 全体 で2020年 に25%減 」

を項 目別 にみてい くと、住宅が37%減 、業務 ビル は27

%減 とあ り、 さらに踏 み込 ん だ削減 数値 が建 築分 野 に

期 待 されてい ることが わか ります。 また、「2050年 まで

に80%削 減 」 につ いて も、住 宅や業 務 ビル部門 におて

いは、 ガス排 出量 をゼ ロにす るぐらいの期待が され てい

ます。 これ は製鉄 業や 窯業 をはじめ、 ほか の産 業 部門

では減 らしきれ ないパ ーセ ンテージを、住宅 とビル部門

がカバーす るとい う組 み立て になってい ます。 これを 目

標 通 り達成 させ る場 合には、 これか ら建 てる建築物 、お

よび改修 工事 をす るものは、よほどの努力が不 可欠 とな

ります。

この よ うな状況 を受 けて、昨年 度 か ら国土 交通 省 の

研 究 プロジェク トのなかで 「ライフサイクルカーボンマ

イナス(ゼ ロエ ミッシ ョン)住 宅」 とい う住 宅モデ ルの

開発が始 ま りました。 これ は、住 宅の ライ フサイクルを

見 込 んで建築時 や その後 改修時 のCO2排 出をプ ラスマ

イナスゼ ロにする とい うもので す(図1)。 これを普及 さ

せ るた めには、政府 と自治体 の連 携や 、建物 の性 能が

みえ るようなラベ リング制度 等の取 り組 みが不 可欠 で、

それ らの内容が 盛 り込 まれ て開発 が進め られてい ます。

この目標 を達成 す るためには、いつ まで に誰 が何 を し

なけれ ばな らな いのか。環 境省 の 「低炭 素社 会構 築 に
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向けた中長期 ロー ドマ ップ」(図2)を ご覧下 さい。た とえ

ば2020年 には、現 在 の次世 代省 エ ネ基準 以 上の建 物

を、新 築で は100%満 たす ようにす るこ と、 また2030

年 まで にはすべ ての新築 住宅 をゼ ロエ ミッシ ョン住宅 に、

2050年 には既 築 の住 宅 すべ てがゼ ロエ ミッシ ョン住 宅

へ と置 き換 わる とい う内容 になってい ます。 これを実現

させ るため に必要 な基 準の強 化、性 能表 示や規 制導 入

の誘 導措 置、 また この某 準 を満た す住宅設 計 や施工 が

お こなえる技術者 養成 の仕 組みな ども、 これか らの主題

となってきます。

ライフサイクルカーボンマイナス住 宅の提案

「ライ フサ イクルカーボ ンマイナス住宅 似 下、LCCM住

宅)」とは何 か を整 理 してお きた い と思い ます。一般 的

にCO2排 出量 は、住 宅 の建 築時 と、完成 した住 宅で 日

常 に使用 す る電 気や ガス石 油 の使 用 に ともなってCO2

積 算 値 が 増 えて い きます。 また改 修 工 事 をお こな う

と、さ らに加算 され るとい うのが ひ とつのサイ クルです。

LCCM住 宅 で は、建築 時 に必ず排 出 され るCO2を 、省

エ ネ型生 活行 動、太 陽熱、バ イオ マスな どの再 生可 能

エ ネル ギーを利用 することで、CO2収 支 をマイナス側 に

まで もってい けるような住 宅の ライ フサイクルを提案 し

ます。 つ ま り生産 ・施 工 ・運用 ・廃 棄 まで、住 宅が 一

生涯 に排 出 す るCO2を 、住 宅 の寿命 が尽 きるまで の間

に差 し引きゼ ロにしようとするコンセプ トです(図1)。

現 在 これ は、国土交 通省 住宅 局 の研 究 開発事 業 とし

て一般 社団法 人 日本 サステナ ブル建築 協会 内にLCCM

住宅 研 究開 発 委員 会(村 上周 三 委員 長)が 設 置 され、

2009年 度 か ら3力 年 計画 で研 究開 発 を進 めてい ます。

また同委員会 内 にLCCO2部 会 をつ くり、 この住 宅評価

のツール と、デ ータベースの開発 を進 めて きました。

い ま私 たちが お こな ってい るのは、住宅 の建 設 か ら

廃棄 まで のライフサイ クルCO2を 詳 細 に評 価 で きるツ

ール 開発 と
、一般 ユ ーザ ー(工 務店 や施 主)向 けの簡

易版 ッールの開発 です。完成 版 のイメージのひ とつ に、

「CASBEE-一 すまい(戸 建)評 価結果 表示シー ト」が

あ ります。 これは、設計上 の配 慮を5段 階で細か く点数

を付 けて評価 を してい くものですが、 これ をライフサ イ

クルCO2も 自動的 に計算 され るものに、さ らに簡便 で、

設計 上の配 慮、材 料 の選択 につ いて より詳 細 に選 択 で

きるような ものを今年度 中に発表で きるよう動 いてい ま

す。

また、建 設時 にい くら省CO2性 能 に優 れ た住 宅 を建

てて も、 そ こに住 む人 が生 活 のなか で無駄 遣 い をす れ

ば見込 んだ削減 に到達 しませ ん。 そこで この詳 細 ツール

に は、家族 構成 、地 域 と気 象条 件、家 の広 さ、冷 房 や

給 湯 の種 類、家 電製 品の使用 状況 な

ど、 あ らか じめユー ザー情 報 の登録

が出来 るよ うに して お いて、 それ ら

をベー スに、各 ユーザ ーの省 エネ型

生 活 の提 案が で きるよ うな ッー ル を

セッ ト利用 す ることも考 えて います。
ゆすはら

昨年 度 には実 際 に、 高知県 の梼原

町で2軒 のLCCM住 宅 を先行 モデル

として建設 しました(次 頁、図3・4)。こ

れ は国 土 交 通 省 の地 域 木 造 住 宅 普

及 推進 事業 で、国 が9割 負 担す る交

付金 事業 で す。 ここで、 この住 宅 を



図3健 康文化の里 ・環境 モデル都

市 ゆす はらモデル住宅パ ンフ レッ ト

(2010年5月 発行)よ り

図4高 知県橋原に完成 した2棟 の

体験型木造モデル住宅



建 てる時 に使 った材料 や、現場で排 出されるCO2な ど、

細か な調査 をお こなって います。 また事前 に申込み をす

れ ばどなたで も体験宿 泊がで きるように もなってい ます。

LCCM住 宅 で は、 どの ような材 料 を使 って家 をつ く

るのかが、重要 なポイ ントになって きます。山か ら木 を

伐 り出 して運 び、製材 、乾燥 、現場 へ の運搬 ・流通 過

程 で、 どれだ けのCO2が 排 出され るか、詳細 な評価 が

で きるように、 日本 国内の主要 な製材 所か ら小 さな製 材

所 までの現 地 調査 と文 献 調査、 また海外 につ いて も文

献調 査 をお こな いま した(図5)。 た とえば国 内で地元 の

山の木材 を地 元で製材加工 して建 てた場合 と、アメ リカ

か ら船 で 丸太 を運 んで建 てた場 合 を比 べ てみ ると、条

件 によっては、必 ず しも国産 材を使 うことが常 に省CO2

で あるとは限 らない ことが わか って います。

具 体 的 に 製 材ltあ た りのCO2排 出 量 を調 査 す る

と、地 場材 を使 って も、人工乾燥 をす るプロセス次第で、

大量 のCO2が 排 出 され ます。昼 間 は木 屑を使 った乾 燥

で も、 夜間省 力化 の ため にA重 油 に切 り替 えた場合 に

は、実際 のデー タで0.65tも のCO2が 排出 されて いま

す。一方 北米材 は、流通過 程上のCO2量 は大 きいですが、

国 内の乾 燥過程 で100%木 屑乾 燥 を した場合 であれ ば、

トー タル でCO2排 出量 は北米 材 の方が少 ない とい う結

果 も出て きます。つ まり材料選 択にあたっては、認証 材

で あって も乾 燥条件 まで突 き詰 めて考 えていない と、輸

入材 に負 けることもあ り得 る とい う結果 が出てい ます。

た とえば先 ほどの梼原 の住 宅1棟 を建 てる とき、木 材

関連 のCO2排 出量 だ けで も4tぐ らいまで に抑 え ること

が で きて い ます。 ちなみ に通常 平 均12tで すが、 この

12tと4tの 差 を太陽 光発 電のパ ネル に置 き換 えてみ る

と、住 宅 の想定 寿 命 を30年 とした場合 で、約lkW分

の太 陽光パ ネルを余 分 に置か な くて済 む ことに値 します。

このように、材料選 択が いかに重要 かがわかっていただ

け ると思い ます。

低炭素化効果の予測と今後の課題

わた したちは 「ライフサイクル カーボ ンマイナス住 宅」

に よる低炭 素化 効果 の予 測 を昨 年発表 しました(図6)。

2010年 以降 の動 きとして、 日本 の総人 口、世帯 数 の減

少 に応 じて、2015年 をピークにCO2排 出量 は減 り始 め

ます。 しか し、合 計値 としては2050年 に90年 比5%

増 となって、 このままで は、削減 目標で ある2050年 の

1990年 比8割 減 とはほど遠 い結果 が出てい ます。長 寿

命化 、200年 住 宅政 策 の動 き、 また建築 関 係者 に よる

建築 材料 の配 慮、そ して施 主 の理解 で 日常 に排 出され

るCO2を いかに抑 え られ るか。

ライフサ イクルカーボ ンマイナス住 宅 を今後 すべての

新築住 宅 に適応 した場合 、2020年 に90年 とほぼ1司レ

ベル にな ります。2050年 にいた って ようや く8割 減 に

達成 します。 しか し冒頭に申 し上 げた国平均 としての8

割減 は、住宅部 門においては2050年 時 にゼ ロ排 出 とい

う割 当てであ るとする と、 これで もまだ到達 で きていな

い ことにな ります。 また2020年 、国全 体 として25%減 、

つ まり住宅部 門で37%減 の割 り当て について も、新築

すべ ての住 宅 のCO2排 出をゼ ロに した として も、全 く

追いっ かない ことが明 らか にな っ

てい ます。

つ ま り、残 るところは既 築 住宅

の改修 においての徹 底 した省CO2

化が 不 可欠 で、 そこで、な ん とか

2050年 にゼ ロ排 出にもってい ける

か どうか とい うような、実 は大変

難易 度 の高 い数値 目標 であ るこ と

が改 めて わか って頂 け るか と思 い

ます。今後 は、既 築住 宅の省CO2

改修 へ の動 き も含 めた、 よ り積極

的 な動 きが必 要 で ある とい うとこ

ろで、私 の話 を終 わ らせ てい ただ

きたい と思い ます。



住宅における持続可能なエネルギー需給

岩 船 由 美 子 鯨 大学生産技術研究所 エネルギー連携研究センター准教授

日本の家庭用エネルギー統計の実情

口本 における家庭用エネルギーに関する説 明として、「家庭

で使 われ る電力、ガス、灯油 などの家庭 用エネルギー消費

量は、世 帯数 の増 加や暮らしの利便性 ・快適 陸の向上にと

もない年 々増加し、2008年 度 には日本 全体の約14%を 占め

ている」というような内容から始 められることが多いです。しかし

実 は、日本では公 式の家 庭用エネルギー消費量 に関する統

計データは整 備されていません。ではこの14%と いう数字 は

何 なのかというと、資源エネルギー庁が出している総合 エネル

ギー統計の数値によるものです。

総合エネルギー統計 とは、海外輸 入あるいは国内で生産 ・

供 給 されたエネルギー源 が、誰 が、何 のために、どのような

形 態で最 終的に消費 したのかを明らかにしたもので、二酸化

炭 素排出量の算 定基礎 を示すものです。産業 部門、業 務そ

の他部 門、家庭 部門、運輸 部門に区分 されていますが、家

庭 部門 に関しては、一 次統 計として総務 省の家 計調査 を用

いてエネルギー消費量が推 計されています。しかしこの数値

は、家 計調査 の世 帯 人員が実 態 よりも多いことや、エネル

ギー種 別の購入量 は把握できても、用 途別(照 明、家電製

品、厨房 、給 湯、冷 房、暖房等)の エネルギー消費実 態を

把 握できないという問題があります。環 境省 としても、公 式の

家庭 用エネルギー消費統計 が必要であるという見 方をしてい

ますが、昨今 の厳 しい財 政状 況のなかで、実態 調査 にまで

至っていないのがわが 国の現 状です。

一方
、エネルギー消費量が 多いと批 判されるアメリカです

が、実は家庭 のエネルギー消費 の実態調査 が、数千軒 を対

象にして4年 ごとに1回 、1987年 から既 に12回 おこなわれて

います。これは対面 調査も含み、エネルギー消 費量 、消費金

額 、住 宅属性 、世帯 属性、主要燃 料や保有機 器、空調温

度 等の機 器 の使 い方に至 るまで詳細な調査がおこなわれて

いるのです。このようなデータを利用することで、暮 らし方 とエ

ネルギー消費 量の関係が きちんと把握 できます。また経年調

査により、各種対策の効果も検討できます。

たとえば、日本 では、家電製 品のトップランナー規 制が実

際 にどのくらいの効果 があったのかという定量 的な評価 が十

分 におこなわれていません。現状 では、あくまで家電の出荷量

など供給側 のマクロデータのみを用 いた分析で評価 されてい

る程度 です。家庭 でどのような水準 の家電が使用 されいてい

るか、その過 程でどの程 度の電力が消費 されているかなどが

把握 されていないため、実際の効果 検証は不十分 と言わざる

をえません、これが 、わが国の家庭用エネルギー統計の実態

です。

住宅エネルギー消費の傾 向

しかし非公 式ながら、主要 な統 計デ ータが二 っあります。

ひとつは日本エネルギー経済研究所 の 「エネルギー ・経 済統

計要 覧」、もうひとつは、私が 以前所属 していた住 環境 計画

研 究所の 「家 庭用エネルギー統計 年報」です。この二つは

少 しずつ違いますが、どちらも家 計調査 や供 給データを用い

て、日本全 体の家庭用エネルギー消費 統計、用 途別のエネ

ルギー消費を推計しています。

図1は、前者 「エネルギー ・経 済統 計要 覧」によるエネル

ギー種別の家庭用エネルギー消費量の推移です。これをみる

と、家庭用のエネルギー消費全 体 は、95年 以 降それほど増

えていません。増加部分 は、世帯 増の影響です。エネルギー

種別 でみると、2008年 時点で47%と 、電化率 が高くなって

います。一世帯 当たりの消費原単 位(図2)は 、95年 ぐらい

から減少する傾 向にあります。用途別 にみると、暖房に関して

住宅 性能の向上 、エアコン等機 器の性 能向上などの影響で

減少傾 向、また給湯水準も飽和してきていることがわかります。

日本の家庭用 エネルギー消 費量を欧米 諸国と比べてみる

と、一世帯あたりのエネルギー消費量 は、比較 的小さく、なか

でも 「暖房」が小 さいことがわか ります(18頁 、図3)。ヨーロッ

パやカナダなどの寒い地域 では必然的に暖房消費量が多くな

るわけですが、たとえばイタリアのように、暖房度 日がそれほど

変わらない地域 と比べてみても、日本 の暖房 用エネルギー消

費量 は1/3く らいです(18頁 、図4)。アメリカ、カナダが 日本の

倍 以上の暖 房消費 量になっているのは、住戸面 積が大 きい

こともありますが、ヨーロッパ諸国の住宅 の面積 は平均約90



●岩船由美子(い わふね ・ゆみこ)

東京大学生産技術研究所 エネルギー連携研究センター准教授

1991年 北海道大学工学部電気工学科卒業、1993年 北

海道大学人学院工学系研究科電気工学専攻修了、㈱三菱

総合研究所勤務を経て、2001年 東京大学大学院工学系

研究科電気工学専攻博士課程修f。 ㈱住環境計画研究所。

2008年 より現職に。

市な著書 に、『暮 らしのなかのエネルギー一 環境に優 しい

選択一 』(電気学会)、 『環境経済 ・政策学の基礎知識』(共

著、有斐閣)な どがある。

㎡程度 で、実 は日本 とそれほど差 がありません。この違いは、

欧米諸 国では全館24時 間暖房 が一般的であるのに対して、

口本 は、「暖房」ではなくて 「採 暖」だと言われるように、口本

は局所暖房 が主流であることが理由として挙 げられます。この

他の特徴 として、お風 呂入浴 の習慣がないヨーロッパ諸 国と

比べて、日本 は 「給 湯」で消費量 が多く、また家 電なども他

国と比べて多い傾 向があります。

今 後、日本 全体 の住 宅 エネルギー消費は減少するものと

予想 されます。これは人 口がすでに減 少傾 向にあること、さら

に、世 帯数 も2015年 をピークに減少することが影響 していま

す。また世帯 当たりのエネルギー消費量も、今 後 は横 ばいな

いし減 少するものと予想 されます。世帯 人員の減 少は、給 湯

需要の減少要因になります。また、戸建て住宅比率 の減少も

エネルギー消費減少の要 因となります。一般に集合住 宅のほ

うが、面積が小 さいうえに、断熱性 ・気密性が良いので、全

体として暖冷房需 要が少ない傾向があるからです。

では、サービス水 準、エネルギー消費 はどうなるか。日本

の暖房サービス充足水 準 は、欧米 との比較か らもわかるよう

に、非常 に低いといえます。今後 はさらなる快 適性を求めて暖

房面 積が拡大 したり、暖房時 間が長期化する可 能性も考え

られます。しかし、過 去の傾 向からみる限り、サービス水 準の

上昇より、住宅性 能や暖房 機器性 能の向上が支 配的と考え

られます。また、だれ もいない家 や、部屋をずっと暖 め続ける

ことに抵抗 を感じる、日本 人の 「もったいない志 向」の根 強さ

を考えると、暖房 消費量の将来 的な大 幅増加はないのではな

いかと私は考 えます。反対に住宅性 能の向上効果で、エネル

ギー消費量 は減少傾 向に進 むのではないでしょうか。冷房 も

暖房と同様の傾 向を有すると考えられます。また給 湯に関して

は、サービス水 準という面では現在 ほぼ充足しているので、あ

とは効率 のよい、潜熱 回収 給湯 器やヒートポンプ給湯 器など

の普及 により、減 少方 向に進むのではないかと考えられます。

結果 的に、全 体では世帯 ベースでも家 庭用のエネルギー



消費量は少しずつ減 っていく傾 向にあると考えられ ます。ただ、

2020年 に1990年 比で25%CO2削 減 と掲げられた中期 目

標に見合う水 準まで減 らせるかというと、それ は時間的に無 理

と言わざるをえません。

2010年3月31日 に環境 大 臣から発表 された 「地球温 暖

化対策 に係る中期 ロードマップの提 案」で、2020年 にCO2

排 出量25%減 を達成 させ るために家庭 部門で必 要な目標

が掲げられ ました。2020年 には、電気ヒートポンプ給 湯器を

1640万 台に(2005年 比で約33倍)。 潜熱 同収 型給湯 器

に至っては2,500万 台(同 比、約126倍)。 太 陽光 発電 は

2020年 に1,000万 世 帯(同 比、約21倍)に 。住 宅性 能

の向上についても、新 築だけではなく既築を次世代基 準以上

の基 準達成 率30%。 あと10年 しかないことを考 えると、とて

も実 現 可能な、数値目標 とはいえません。

住 宅セグメントごとに対策と情報提供を

住宅 における各 種低 炭素技 術、たとえば太陽 光パネルの

設置、高 断熱 ・高気 密化 などは、〈新築 ・戸 建て〉の注 文

住宅が一 番適用しやすいでしょう。しかし新築建 築全体 に占

める割合 は3割 程度 であり、現状 の住 宅着 工数のトレンドが

続くとすると、10年 たっても既 築戸建の1/10程 度 にしかなりま

せん。また同じ 〈新築 ・戸 建て〉でも分譲 住宅ではユーザー

の意 志を反 映しにくい。そう考えると、各 種技術 導入 における

新築戸建て住宅 のポテンシャルは、とても小さいことがわかりま

す(図5)。

集 合住 宅ではどうか。〈新築 ・分 譲〉の場合、高効 率 給

湯器などを選ぶ ことなどができますが、選択 肢はその程 度で

す。また新 築 ・既築 問わず く賃 貸 〉の場合 は、オーナー次

第で借 り主に設 備選択 の余地がありませんので、省エネ法な

どによる規制 強化で、所 有者 へ向けた対策を考えていく必 要

もあるでしょう。

こうした状 況のなかで、大量 にストックされた既築 住宅への

対 策が不 可欠であることは一一目瞭然です。現 在約4800万 戸

の既築 住 宅のうち、賃 貸住 宅が約1800万 戸 、〈分譲 ・集

合 住宅 〉は600万 戸あります。分譲 集 合住 宅は窓 の改 修、

高 効率型ガス給湯器への置換 などが提起 用可能技術 として

考 えられますが、高効率型ガス給湯器 は、ドレン処 理の法 的

規 制などで、簡単 に交換できない状況 にあります。しかしこれ

は技術面 ・安全 面 としてはクリアされていることなので、早急

に法規制 を整備する必要があります。

また 〈既築 ・戸建て住 宅〉は、約2400万 戸あります。集

合 住宅に比べれば発電設備 導入給 湯器交換 などが比較 的

おこないやすいといえますが、導入効果 や、工事 日数、コスト

などの情 報提 供 がいまだ不十分 です。たとえば給湯 器が故

障したときに、新しい給湯 器をゆっくり時間をかけて選ぶような

ことはしないと思 います。余裕 のある時 に、新機種 に置き換 え

るメリットなどの情報が なけれ ば、既築住宅 では、期待通 りに

普 及していかないだろうと思います。

情報不足 は断熱改修 についても同様のことが言えます。今

後 本格的に既築住 宅の断熱改修 を進めるためには、ノンエナ

ジー ・ベネフィット(温熱環 境 改善にともなう間接的便 益)を

きちんと評 価する体 勢が必要です。たとえば高齢者 の健康問

題 への影響 なども、研究 としては不十分ですから、さらなる検

討 が必要 です。しかし、改修 にはコストがかかり、次世 代基

準 を満たすような断熱改修 をおこなう場合 には何百 万円とい

う金額がかかります。これは日常 の暖房 費で回収できるような

金 額ではありませんので、このような快 適性 の向上 に対して、

ユーザーがどのくらいまでのお金が 払えるか、単純 な費用対

効 果では計れないところが難しいところです。またさらに、断熱

改修 ができるリフォーム業者 がうまく見つからないことも現状の



問題のひとつです。今後 はリフォーム業者 の育成にも力を注ぐ

必要もあると思います。

現在 、最 も手軽 に実 行できるのは窓の断熱化です。エコポ

イント制度 により、集合 住宅を中心として、ペアガラスや 内窓

による二重サッシ化が比較 的進んでいますが、効果 は限定的

であるといえます。

エネル ギーマネジメントシステムの必 要性

低 炭素化社 会を実現 していくために情報 提供 は不可 欠で

す。昨今、住 宅用エネルギー機 器は非常に多様 化しており、

市場 にはエネファームやエコジョーズ、エコキュートなど、多く

の名前が氾 濫 している状 況で、ユーザーは何 を選 んで良い

かわからないというのが本 音だと思います。そのうえ、直流 配

電の住宅も登場しそうですし、家で、電気 自動車の充電が必

要となるかもしれない。特 に新 築時 には、設備や燃料 周辺 の

選択 が重要になってきます。ユーザ ー

が求めているエネルギーサービス水準

に合った設備 、またエネルギー利用シ

ステムをきちんと提案 できるような構 造

が必要です。

そのためにも、実際に消費者が何を

必要 としているか、ユーザ ーが 求める

サービス水 準を把握 することがやはり

大切 です。さらに先 を言えば、求める

サービス水準 に応じて段 階的に課 金

できるシステムができないか。サービス

そのものに価格付 けをするというエネル

ギーサービス ・サイジングのような考え

方が今 後重要 になるのではないでしょ

うか。

将来 のことを考えると、たとえば住宅だけではなく、日本全

体が低 炭素化 へ向かう必要があります。たとえば2030年 に

は5,300万kWの 太 陽光発電 を住 宅へ普 及させるという政

府目標 がありますが、太 陽光の出力というのはとても不安定 な

ので、特 に中間期などに配電系統 の電圧変 動や、周波数の

変動、需給バランス制御 の困難化 という問題 が生じてきます。

これ は二 次電池を入れると解 決しますが、二次 電池は高いの

で、需要 側の機器 を調 整することによって需給バ ランスを確

保するような、分散エネルギーマネジメントシステム(図6)に

関する研究もおこなっています。

建物 は全体 のシステムのなかのひとつであり、地域 のエネ

ルギーマネジメントのなかで、うまく全 体と強 調しながらエネル

ギー管理をしていくという考え方が必 要です。今後 目標 どおり

に太陽 光発電 が普及 してくると、たとえば晴れた昼 間には電

気料金 が安 くなる時代 が来るかもしれません。提 示される翌

日の電 力価格 に基 づいて、いまは夜 に貯湯 しているヒートポン

プ給湯器 の運転 を昼 間に切 り替えるというような新 しい需要を

つくることも可能です。そうした判 断をおこない、機器 の運用を

決定するのが、エネルギーマネジメントシステムの重要な役割

のひとつです。そのために日射 の予測 と、需要の予測が必要

になります。我々のグループでは、住宅 の分電盤 の電流 を計

測することにより、各世 帯で電力がどのように使われているの

かを把握 することができないかと考えて、50戸 の住 宅の実測

を通 して需要 予測をおこなうことができないかという研究をはじ

めています。



『寒 冷 地 住 宅 』 と い う 差 別
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日本の在来木造における断熱施工の問題点

北海 道では、兼 ねてから暖か く快 適な家の研 究が組織 的

に始められていましたが、いまから30数 年前のオイルショッ

クの頃、木材 が急激 に腐 ったり、断熱材 を通常 の約3倍 充

填しているにもかかわらず、室内の快適1生や省エネ性 能が変

わらないなど、構 造的な問題 にかかわるさまざまな現象が起

きました。

こうした状 況を踏まえて開発 したのが 「高断熱 ・高気密住

宅」です。この言 葉 は20数 年 前 に私がつくった造語 です。

よく「高気 密 ・高 断熱」といわれることがありますが、あくまで

も高断熱化 が主たる目的で、結果 的に気密性 も上がるという

意味合 いを込めて言 っています。きょうは、これまでの20数

年間、私がいろいろ研 究してきた内容をお話 ししていきたいと

思います。

「高断 熱 ・高気密住 宅」は、未だに寒 冷地住宅 特有のも

のとして片付けられているところがあるように思 います。次 世

代省 エネ基準 でいう1～皿地域 の東北6県 くらいまで と比べ

て、IV、V地 域 には人 口の85%が 集 中しています。この地域

は 「温 暖地」、あるいは 「高温 多湿 な風 土」といって、外 気

温 は比較 的あたたかい地域です。しかし、冬 はそれ なりに寒

く、寒い家で部分 的な暖房 のみで暮 らしていることが往 々に

してあります。北 海道 の冬 は、部屋 中ストーブを猛 烈にたい

て、半袖 で過 ごしていると言われることがありますが、東 京で

も、断熱材 がきちんと効 いた住 宅で、省エネルギーで熱損

失 の少ない快適な暖冷房環境 をつくることができるはずです。

このような実態 に目をつぶって、根本 的な解決 を図ろうとしな

い温暖地 の建築 関係者 の方 々に、きょうは少しでも認識 して

いただけるようなきっかけとなれぼと思います。

現在、日本の多くの住宅が、50mmの グラスウール、あるい

はその他の断熱材 が、床 ・壁 ・天井それぞれに充填 されて

います。住宅の断熱材施 工とは、いわば布 団で家をすっぽ り

くるむような話ですが、在来 木造 という工法 の特性 上、部分

的に人 きな隙間が残り、断熱 材に大きな断点ができてしまい

ます(図1・2)。この主 な原因は、壁の石 膏ボードを留めるのた

めに、胴 縁が柱 ・問柱 を掻き込んで施 工しなければならず、

本 来、室内側 の壁面 に引き寄せて施工するべきグラスウール

を、外側 に押 し込んで施工 をしていることなどが挙げられます。

これは昭和40年 代のグラスウールメーカーのマニュアル

にも書 かれていることで、アメリカでも、室内側に引き寄 せて、

耳 を間柱 の内側 で留めるという施 工がされていたのですが、

日本 の住 宅ではそのように普 及 しませんでした。いつしか断

熱 材は壁の中に入 ってさえいればいいという解釈で、壁 の奥
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まで押 し込み、間柱の横面 に耳 をタッカーで留めるような施

工が普及 していきました。

この断熱施 工の場合、部 屋に暖房 をすると壁 の中の空気

も暖 められます。暖められた空気 は上昇気 流 となり、壁の中

の圧 力が下がるために、床下の重く冷たい空気を吸い上 げま

す。あるいは室 内の湿 った空気を壁 の中に吸い込んでしまい

ます。この結 果、大 量の水 蒸 気が壁 の中に入 り、天井 裏に

抜 けて小屋裏結 露を引き起 こし、一 部は壁で結露 します。ま

た、この小 屋裏結 露の一部 は壁 の中を伝 って土 台まで流 れ

込み、冬 の間 は非常に湿 った含 水率 の高い環 境になります。

そしてこのまま春 、夏 を迎えると、この気流 の原 因となった温

度 差が なくなるので、今度 は空 気が 動かなくなります。する

と、冬 の間に吸収 された結露水が、今度 はなかなか乾かず、

さらに温度 が高くなるので木 材腐 朽が始 まるという悪循 環に

陥っていました。

これ は、北 海道 に限らず日本全 体で多かれ少なかれ起 き

ている現象です。断熱材 が施 工され始 めてから約30～40

年経 ちますが 、30年 くらいで建て替 えられていた住宅 という

のは、丁度 このような断熱 材施 工の時期 と符号 しているのも

偶然 ではないと思います。日本 中の既 存住 宅は殆どが こうし

た断 熱施工 がおこなわれ、既 築住 宅も、新築住 宅も、同様

の施 工で建築 され続けているというのが現状です。

通気層+防 湿層工法と気流止め工法の提案

まず北 海道でこの問題を解 決するために、「通 気層工 法」

が提 案され ました。私たちは、その通 気層工法 に防風層とい

う考え方を加えて、透 湿防水シートの使 用を提案 しました(図

3)。これにより壁 の中の結露 はほとんど解決 できたと思います。

この透 湿防水 シー トの透湿性 は非 常に高 く、構 造用合 板の

約100倍 あります。ただし、ここに構 造用合板 などの面材 を

張ると大量な結 露発生の原因となりますので、充 分気をつけ

なくてはいけません。

また結露が起 こる最大 の原 因は、壁 の中に水蒸気 を持

ち込 む冷気流 ですから、その気流 止めが必要 になります。わ

たしたちは気流 止めをシートでつくる工法(図4一 ①)と、合板

や木 材でつくる工 法(図4一 ②)の 二つを提 案しました。前者

は北海道の施工方式 に倣 ったもので、後者 は本 州で施 工が

簡単であろうと提案 したものです。この気 流止めは、住宅全

体の気密 性 能を上 げるという大きな効 果 もあります。天 井 ・

床 ・壁、全ての交 点、間仕切 り壁 との境 から熱が 大量 に流

れるのを止める働きにも効果 があります。

このように家 全体 に改良を施 した二つの工 法 を、いまから

20年 ほど前に提案 をしました。それか ら10年 くらい後、日本

全体 に高断熱 ・高気 密住宅 をつくる気運 がずいぶん高 まり、



次世代 省エネ基準 では高断熱 ・高 気密工 法が標準 工法 と

して採用されました。当初 は金 融公庫 が300万 円の割増 融

資を付 けていましたが、あくまでも推奨 基準 でしかなく、いま

は融資 もっかなくなっています。これからは義務 化するなどの

対策が必要だと思います。

またボード気密工法 は、剛床 の工法 を採 用すると、床 回り

の気 流止めが 完成 しますので、天 井のレベルに気流 止め木

材を入れることで、グラスウール断熱施 工で日本 中の住 宅が

高断熱 ・高 気密住 宅になります。口本の場 合、在来 工法の

90%以 上 がプレカット工 場で加 工されていますので、こうした

工法への変更 をプレカット工場 に働 きかけたりもしています。

こうした気流 止めは、既存住 宅 を断熱 改修 する際にも重

要なポイントとなります。リフォーム工事 に断熱 ・耐震改修 をと

り入 れるには、100～150万 円くらいで施 工できる工法 が必

要と考え、気流止 めとして壁 の上下 に圧縮グラスウールを詰

め込む工法 を考 案しました

ここに詰 め込 む材 料 は、ポリエチレン袋 に高性 能 グラス

ウールで非 常に弾力性のあるものを150㎜ ぐらい入れたもの

で、それを掃除機 で吸 引圧縮 して、狭 いところから入れて施

工するという方法 です(図5)。今年 からようやく各 社でそういう

製品が売 り出され るようになりました。まず住宅 の土 台回りを

カットして、木材 をチェックし、ここに高性能 グラスウールを充

填 して構 造用 合板 を張ります。その際に、構造 用合板 の釘

の打ち方で耐震 補強にもなるような工 法も開発しました。

この工法 で50㎜ 断熱材 が復 活し、次世 代基 準 の約80

%の 性 能 が出ます。また予算 はかかりますが、さらに断 熱を

付加すれば、既存 のモルタルを耐震 要素 として使 えるような

実験 もおこなっていて、いま日本建築 防災協会の認 可を得 て

壁倍率2を 取 得することができました(図6)。

「高断熱・高気密住宅」を全国に普及させる

こうした 「高 断熱 ・高気 密住 宅」は、本州でずいぶん批

判を浴びました。私たちは、窓 を閉めた時に躯体 がきちんと

熱 を制御できるように、この工 法を提案 しましたが、まるで窓

を開けてはいけないと言ったような誤解 をされ ました。しか し

近 年では、本 州でも私たちが提 案する工法 で建てられはじめ

るようになりました。しかし、「とんでもなく暑い」という意 見もあ

りましたのでその検 証をしていきたいと思います。

その住宅 は、群馬 県高崎市 、外壁面 の温 度は60～70

度 、屋根面 に至っては80度 ぐらいになるような気 候条 件下

に建 っています。従来 式の断熱材 が全く効 いていない住 宅と

比べれ ば、はるか に高 断熱で、壁 ・屋根か ら入 ってくる熱 を

遮 蔽 しているので、涼 しくて当たり前 なのですが、必 ずしもそ

うではありませ んでした。主たる原 因は、窓から入 る日射 でし

た。近 年日本では、南 向ではなく、敷地 の狭 小化にともない、

南 西、南東 向きに建てられることが多くなりました。庇が効 か

ず、大量の熱が流入 していることが暑さの原 因となっていまし

た。また、いまは共稼 ぎの夫婦 も多く、日中は不在 で昔 のよう

に窓 を開け放すことができません。閉め切ったところへ大 量の

日射が入 るので、暑 さが充満 します。この暑 い空気 が40度

くらいになって天 井付 近に溜 まっているというのが、いまの日

本 の住宅の代 表的な症状 を表 しています。

まずこの場合 、私たちは温度差 を利用 した換 気をおこない

ます。日中の熱で夜 間は内部の温度が 高いので、住宅 の上

下 に窓を開 けることで、2階 に暑い空気 が溜まらない仕 組み

をつくります。また、不在時の日中でも若干 の通風ができる工

夫 と、夜のうちにに全 面的な通風 で熱気 を冷や し、朝には窓

を閉めるような提案をします。



普及型省エネ住宅の提案

次 世代省エネ基準 の住宅 は、家全体 を暖かく快適 に保 と

うとすると、暖房 エネルギーは現状の2倍 くらいに増えます。そ

こで私たちは次世代 基準の1/4以 下 にする普及 型省エネ住

宅の工 法を検 討してきました。この住 宅 を 「Q1.0住 宅 」と

呼んでいます。この水 準であれば、日本の主 要部分でだいた

い坪2～3万 円ぐらいの工 事費アップでつくることができると考

えています。気 密性の高い住宅 をつくり、換 気の熱 損失を熱

交換 換気 に取 り替 えます。開 口部は窓の性能 も上げますが、

熱損 失を減 らすために、夜 間は南側 の大 きな窓 にブラインド

を付けます。これも、サイドレールのある非常 に効 果の高いも

のを改 良してつくりました。また、窓を半外 付けから外 付けに

変えることで、10%程 度太 陽熱 を増やすことができます。ガラ

ス面積 が大 きく、枠 の面 積比率 が少ない窓のつくり方も、こ

れまでにいろいろ検 討をしてきました。

いま北海道では200mm断 熱(図7)を 標 準につくり始 めてい

ます。それ ほどコスト高にはならないので、関東 のでも取 り組

みはじめたというのが面 白いところです。「Ql.0住 宅」の仕

様を、何段 階かに策定 して暖房 エネルギーを計算すると、図

8の グラフのようになります。いちばん長いのが次世 代省エネ

基準 の住宅ですが、わたしたちは、その1/4で ある水色のグ

ラフを目標 数値 にしています。赤色 は坪2万 アップの水準で

す。太 平洋側 の地域 はほとんどクリアできますが、日射の少

ない日本 海側ではクリアできないので、2番 目の仕様が必 要

となります。ちなみに、ドイツのパッシブハウスの基 準と比べる

と、IV地 域 の目標値 とほぼ同じところにいます。ただし、ドイッ

は日本のII、III地域 に分布するようですから、ドイツの方が少

し高い水 準であることがわか ります。

「Q1 .0住 宅」を導入すると、CO2は 、暖 房エネルギー比

率の大きい北 海道で はおよそ20数%の 削減 になります。し

かし東 京で暖房エネルギーを1/4に しただけでは、それほど

CO2は 減 りませんので、太陽熱 給湯器 の導入 が重要 になる

と考 えています。近 頃 の高 効率 給湯 設備 は、効 率が良 くて

もエネルギーをゼロにすることはできませんが 、太 陽 熱給湯

はエネルギーゼロです。太 陽電池 でなくとも、ソーラー給湯

だけでも約40%削 減できます。また太 陽電池3kWを 加 える

と約60%削 減できます。さらにバイオマス燃 料を持ち込むと、

ほぼゼロ近 くなる可 能性があり、わたしたちはバイオマスの機

器を家庭 用の標 準 的な暖房 給湯 設備 につくり変 えられない

か、いま検討 を進 めています。名古屋 のメーカーで、薪 ・ゴ

ミ焼 却ボイラーが、2004の 貯湯 と暖房 もできる機器 が開発

されています。このような木材 チップやゴミを燃料 とする家庭

用 の機 器があれ ば、将来 的にはゼロカーボンの住宅 ができ

るのではないかと考えています。

われ われ は、あくまでも普及 型の技 術開発 を目指していま

す。一点 豪華主 義の無暖房 住宅 をつくろうとするものではあ

りませ んし、決 して省エネのためだけに考えてきたものでもあ

りません。少しの改良でも、小さなエネルギーで済 む住宅 が

できます。特に東京では、わりと簡 単に灯油100分 ぐらいで

暖房 ができる住 宅 に変わります(通 常平均300の 。省 エネ

ルギーでかつ快適 という住宅 も非 常に容易につ くることができ

るということをぜ ひ認識していただきたいと思います。



環 境 と 応 答 す る 住 宅

小 玉 祐 一 郎 神戸芸術工科大学デザイン学部環境・建築デザイン学科教授

サステイナブル住宅に問われる課題

「サ ステ・イナビリティ(持 続 可 能性)」 の定 義 については

さまざまな解 釈が されていますが、なかでも私 が一 番気 に

入っているのは、ワールドウォッチ研 究所 のレスター ・R・ブ

ラウンが 『持続 可能 な社会 の構 築』(1981年)の なかで言っ

ている 「この地球の環境 は、祖 先からの遺産 ではなく、未来

の子供 たちからの借 り物だ」という言葉です。っまり、「私た

ちの子孫が私 たちと同じような選 択ができる余地 を残しておく

こと」が、持続 可能性 の定 義とされています。そこには住 宅

の低環 境負荷 というのは持続可 能な社会 の必要 条件にすぎ

ず、それだけで持続可能性 が実現できるわけではないという

意味合 いが含 まれているわけです。

このようなことを前提 に、省資 源や省エネルギーを考 えて

みると、近 年 はその手法 がますます多様 化 しています。まず

物質循 環では、いいものを長 く使 おうというストック志 向、あ

るいは効 率 よく循環 させ ようというフロー志 向があり、矛 盾、

対立 しているように見 えます。またそれ らの双方 のバランスを

取ろうという方 向もあります。SI(ス ケルトン&イ ンフィル)や

リファイン、コンバージョン、都市 鉱山、あるいは地場 産材

を利用した木 材流通 システムなど、いろいろな方法が考 えら

れています。省 エネルギーついても、それ ぞれが特徴 をもっ

て、多様 な方面か らのアプローチがされています。この多様

化 、あるいは分極 化する手法 をどのように整 合 化、統 合化

するかが、いまサステイナブル住 宅 に問われている課 題だと

思 います。暖冷 房の考え方 にも、エネルギーを使 用すること

を前 提 として効 率 的に快 適 なすまい方 を志 向する 「アクティ

ブ」な方法 と、エネルギー に依 存 しないで、地域 の環 境 を

うまく生かそうとする 「パッシブ」な方法に分極 化しています。

両 者が、ときにバッティングし、ときにうまく整合性 をとりなが

ら共存 しているのが、現在 の状況だと思います。以下で は、

室 内気候 を形成 する方法 に焦点を絞ってお話 ししたいと思い

ます。

「開放型」と「遮断型」

気候 風 土と住 宅の関 係について、J・M・ フィッチ(米)

は、「室 内気候 形 成の原 点には、そもそも二つの原 型が あ

る」と述 べています。温 暖な地域 では 粘開 放型 、、で、窓 を

開けて風や太 陽 を取 り入れ なが ら、選 択 的に外 界を制 御

する発想 をし、一・方 で寒 冷地 域(北 欧 や砂漠 地帯)で は

"遮 断型
.で 、過 酷 な外 界か ら室 内を守るという発 想で家

をつ くるという、わか りやすい二つのパ ターンを提 示しました

(図1)。

ノルウェーの12世 紀の民家(図1右)は 、土 地の材 を使 っ

たログハ ウスに覆 土し、巧 妙に遮 断的な構 造をつくっていま

す。この遮 断型のモデルは、寒 冷地のモデルとして、その後
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シブソーラーハ ウスの設計技法』(翻 訳、彰 国社)、 『環

境 デザ インへの招待 』(共 著、建築 ・都市 ワークシ ョッ
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住 宅の断 熱 ・気密 化、あるいは計画換 気 の技 術 の導入 と

進化 していきます。寒 冷 地のスウェーデンで も無暖 房住 宅

が実現 できることを示 しました。僕 の友人であるハンス ・イー

クは、長 い研 究の成 果 からスウェーデンで室 内の発 熱だけ

で暖房 が できる無 暖房 住宅 を実 現 しました。こうした遮 断

型 の技 術 開発 の流 れは、外界 の影響 を排 除しなが ら、太

陽光 発電 によるエネルギー自給 を組み合 わせ、「ゼロエネル

ギー住宅 」の開発へ と続きます。

最 近はドイツや北 欧で高断熱 ・高気密 の住宅 をパッシブ

ハウスと呼ぶ人 もいます。本来 パッシブソーラーは、地域 の

気候 に合わせて断熱と集熱 と蓄熱 のバランスを設計すること

ですから、日射が 少なく、寒冷 なところでは断熱 ・気密化 の

重みが増 えてきます。しかし、そこだ けを強調するのは間違

いです。このような誤解 されやすいパッシブハウスの基準 化

に対 して、スペインやポルトガルなどの南ヨーロッパの人たち

は、当然のことなが ら違 和感 を持 っています。冬 は日射を利

用し、夏 は日射を遮熱 したうえで夜 間換気 をし、冬も夏 も蓄

熱をうまく利用 しようという、より選 択型 の発想 をするのです。

同じEU内 でも、南北対立するような面 自い状 況にあります。

日本 の場 合は、多くの地 域で冬 は寒いし、夏 は暑い。北

の発想 と南の発想 の組 み合わせが必要 です。断熱 ・気 密

化 に加えて、さらに南 の発 想である遮熱 や夜間換 気 も取 り

入 れる必要 があります。蓄 熱 はいず れの場合 も有効 です。

双方 を両 立させるためには、季節 に応 じて、ときには時 間に

応じて建物 のモードを変換 すること、つまり環境 との応答 が

不可欠 となります。それが今同私が話をするキーワードです。

日本の気候 にあわせたモード変換

外界 から遮 断したうえで、室 内を効率よく冷暖房する遮 断

型と違って、選 択 型の住 宅 は、たくさんのパ ラメーター(気

候要 素、建 築 要素)が 関与 するのでとても制御 が 難 しく、

遮断 型の技術 と比べて技 術開 発や研 究がずいぶん と遅 れ

ていました。それ がようやく解 析できるようになったのは、パソ

コンが 出てきた1980年 代 、誰でも熱 の計 算ができるように

なった頃です。それ がパ ッシブデザインの成 立を可能 にした

と言えます。

日本でのパッシブデザインの流 れを遡 ると、藤井厚二がい

ます。1920年 代、日本 には日本の気候 風土 に合 った住宅

が必要だと論じて 『日本 の住 宅』を著しました。「建 築環境

工学」の前身である 「建築 計画原 論」の創 始者 といっても

よいでしょう。一・方で、5軒 の実験 住居 を建て、その代表 的

なものに 「聴竹居 」(図2)が あります。熱解 析技術 の未熟 を

実験 で補 い、検 証 しようとした試 みと評価 できます。日本で

環境 工学 を成 立 させる大 きなターニングポイントであったと

言えます。

日本の気候 風土にあったすまいの事例 として、日本 に渡来



してきたヨーロッパ人たちのすまいにも面白い展 開がみられ ま

す(前 頁、図3)。たとえば長 崎 にある木 造 洋風 の 「グラバー

邸」(1863年)。 スコットランド人の貿易商グラバ ーは、インド

などを経 由して日本へ 辿 り着 き、長 崎で自宅をつ くりました。

大 きな屋根 と、蓄熱 容量 が充分 にある土 壁が特 徴 的です。

ここで夜 間換 気 の実 測の結果、蓄冷効 果がかなり高 いこと

がわかっています。しかし、長 崎 といっても冬 は寒 いので、

後 に南側 に温室 をつくって熱 を利用する工 夫 をしています。

これ は神戸 の洋館 にも似たような展 開が見 られ、熱帯 の植

民地建 築が 日本の冬の寒い気 候に適 応した事 例として見 る

ことができます。

環境と応答するすまい

季節 の気候 変化 に対 して、ときには時間的な気候 の変化

に対応 して、どのように建物 のモー ドを変 えるかが大 きな課

題 になります。日本 は、冬 の日射 量の恵 まれた地域 が多 く、

断熱化 ・気密化に加えて積極 的に日射を取 り入れ、蓄熱す

るパ ッシブ暖房 が効果 的です。これ が冬 のモー ドだ とすれ

ば、夏には夏 のモードに変 換する必要があります。日射 を遮

り、外気温 度の変化 に応じて建物を開放 し、通風 や換 気を

おこない、蓄冷をするモードです。

もっとも、このようにして得 られる親 自然 な涼 しさや、快適

さは冷房 の快 適さとは違います。またスイッチと温 度 の設 定

をすれ ばよいというわけにはいきません。どちらがよいというこ

とではありませんが、自然 と一緒 になって 「交 感する」ある

いは 「応答する」ような快適 さをどのように評価 するのかが、

選択の分かれ目になるでしょう。私の個 人的な結論 を言って

しまえば、家の基本 は応答的 につくり、必要 な時には冷房 を

すればよいというものです。つまり冷房の時間をできるだけ短

くなるよう設計 することで、これは効 率のよい冷房 を24時 間

運転 して省 エネを達成するという方法の対極 にあります。

ある研究者 は、「デザイナーは良い気候 下での"快 。を語

り、悪 い気候 下での欠 点には目をつぶる傾 向が ある。一一方 、

エンジニアは、悪い気 候下 で欠 点の排 除に腐心 し、"不快。

の除去に専念するあまり"快 。を獲得できない」と言っていま

すが、なかなか言い得 て妙 だと思います。

これ からの省 エネをどうするか。暖 冷房 に限 った話 です

が 、第1に 建 物の性 能 を向上 させ るという意 味 で、断熱 ・

気密化 の遮断 型の工夫 と開放 型 ・選択 型の工夫を統 合す

る。第2に 、必要 に応じて建 物の特 性にマッチした効率の良

い設備機 器を導入する。第3に 太 陽電 池をはじめとした、再

生 可能なエネルギーを取 り入れる。この3段 階で展 開される

に違 いないと思うわけですが、これらの順番 を取 り違えないこ

とが肝要です。

設計実例から

以上のことを考えながら、設計 してきたすまいをいくつか紹

介 したいと思います。

「つくばの家1(図4・5)」は1983年 にパ ッシブソーラーの

実 験住 宅としてっくった自邸 です。RC造 で熱 容量を生か し

て外断熱 をし、室内に日射を取 り入れて蓄 熱することで、暖

房 の要 らない家 をつくることを目指 して設 計 をはじめました。

また、夏 には夜 間換気 をおこない冷気を蓄えるという方法 を

試 みています。

しかしこの頃 はまだ外断 熱工法 がなかった時代 で、手探

りでつくったところもあり、いろいろな問題 もあります。今か ら

思 うと、サッシ廻 りの気密性 をもっとしっかりとするべきだった

という反省 点 もあります。また、ガラスは6㎜ 厚 の薄い空気

層 と無 断熱 のサッシで、熱 の断 熱性 が不 十 分ですが、全

体 的にみると、かなりいい性能 をもっています。夏の夜 間換

気 による蓄冷効 果も予 想以上 に効 果 的で した。当時 始めた

シミュレーション技術 の活用もこの住 宅で試みはじめ、デー



タを取って検証 する実 験もしました。もっとも、

全 く未 体験 の蓄 熱の効果 についての予測 結

果 はにわかに信 じ難 く、実 際 にはかなり多め

の熱容量 になっています。また、開閉可 能な

開口部 の数も必要 以上に多く、サッシのコスト

アップを招いたとの反省 もあります。

このような住宅 は、郊外 の恵 まれた環境 の

中でしか実 現できないだろうと思われが ちで

すが 、そんなことはありません。次 に紹介する

「水 戸 八 幡 町 の家(図6)」 は
、密 集 した市

街地 に建 ち、2階 にしか陽が当たらないような

住宅 ですが、2階 の大 きな窓 から日射を取 り

入れ 、1階 で蓄 熱をすることで全館 の暖かさ

を手 に入 れる発 想でつ くっています。また夏

も地窓 から風 を入れ、天 窓か ら抜 く夜 間 換

気が有効 に働 いています。

「高知 ・山本 町 の家(図7)」 は
、周辺 の自

然環 境が豊かですが、冬 は寒 い山の中にある住宅 です。敷

地のすぐ傍 の川が氾濫する恐れがあるというので、現場打 ち

のコンクリート杭 で床を上 げ、その上にシンプルな鉄骨 造を

組み、木 造のカーテンウォールで東 西、北側 をくるむように

構成 しています。南側 は大 きく開放 し、集 熱用 の断熱サッシ

を入れています。栗林の中にあるので造成 は最小限 にしまし

た。ここでは、床 ・壁 などを熱容量 とする効 果も顕 著に出て

おり、夏 は冷房 が要 らない暮 らしをしています。床 は蓄熱 の

ため玄晶石 仕上 げにしています。これ は非常 に硬い素材で

嫌 う方 もいますが、ラグを敷 くなどの対応 によって、熱容 量

を活かすことできます。また壁 のコンクリー トブロックは、積め

ば積んだだけの熱容量効 果があります。

いずれにしても、必 ずこうしなければならないというルール

はありません。たとえば集熱装 置となる窓 は南側が効 果 的と

はいえ、景色のよい北 側に窓 が欲しい場合 には、北側 の窓

にそれなりの断熱補 強の工夫 をすれ ば良いだ けです。庇の

最適深 さも計算できますが、テラスに吹き込 む雨が気 になれ

ば、深 くすればよいのです。いまはこうした予 測がコンピュー

タを使 ったデザインッールで簡単 にできます。事 前にいろい

ろなアイデアを検 討しながら設計 ができますので、ぜひ活用

してください。

通風 については、風 の通 し方のモードをあらかじめ設定 し

ておいて、状況に応 じてモードを変換 しています。大 量の風

を流 すいわゆる通風モード(図7一 ①)、暑い日中の排熱モー

ド(図7一 ②)、冷気が活用で きる夜 間換 気モード(図7一 ③)

というように、それ ぞれのモード別 に窓を考え、設 計 します。

排熱モー ドでは、なるべ く天井 に近いところに排 気窓 をつけ

れば熱気 が溜 まらず、地窓 はできるだけ低 い位 置につける



など、細かい工 夫で効 果 は絶 大です。窓 はただ開いていれ

ばいいというものではなく、きちんとデザインしないと予期 した

機能 は得 られ ません。また同時に防犯や雨 も考慮 して考 え

ていくことも重要です。最近 は風の流 れのシミュレーションが

比較 的簡単 にできるようになりました。いろいろ窓の位 置を変

えて風の流れ を検 討できます(図9)。 風の厳密 なシミュレー

ションはまだまだ煩 雑ですが、簡単なシミュレーションで大 ま

かな傾 向を把 握し、設計 に反映 させ ることが重要 です。厳

密なシミュレーションをしても、風が 少し振 れただ けで流 れ

が全 く変 わってしまうこともあるので、厳密 さに意味が あると

は必ずしも言えません。

パッシブクーリング のすすめ

パッシブな手法で補 助的な冷房効果 を生みfす 「パッシ

ブクーリング」は、夜 間換 気が いちばん簡 単で効果 的であ

るのではないかと、さまざまなシミュレーションをおこなってい

ます。たとえば 「高知 ・山本 町の家 」で、27℃ 以下 の外 気

であればいつも窓を開けて外気 導入 をすると仮定 し、熱 容

量が大 きい場合 と小 さい場 合、外気導 入がある場合 とない

場合 とで、1～12月 の冷房負荷の数 値を比較すると、熱容

量や外気 導入 の効果 が予想 以上に大 きいことがわか ります

(図10)。 つまり、冷房 を前提 に家をつ くるのではなく、外 気

を利用することを考 えて家をつくると、その効 果でこれだけ冷

房負荷が減るのだということがおわかりいただけると思います。

冷房する時間が大 幅に減っていると言い換えてもいいでしょ

う。

次 に夜間換 気をすると、中のコンクリー トが 冷えて表面 結

露するのではないかという心配 もあります。適 切 に設 計すれ

ば、那覇 の場合 であっても結 露しないというのがこれまでの

検 討結 果です。意 外に思われるか もしれませんが、私が設

計 した先ほどの住宅事例 でも、いままで結露 はしたことがあり

ません。

日本 は狭いといっても気候 の違 いは大 きいと自覚 し、地域

の気候 を踏 まえて設計 するということが、基本 です。「高知 ・

山本 町の家」を気候 の違 うところに建ててみると、当然 のこと

ながら暖房負荷 ・冷房負荷が著 しく異なり、全く気 候に適合

しない住宅 ということになるのです。

持続可能な「正の循環」

サステイナブルな住宅 とは、外部環 境 をきちんと維持 させ

たうえで住宅 と自然 との関係 を再構 築 された住宅 のことだろ

うと考えています。持続 可能 な住宅 の必要 条件 は、環境 負

荷 の少 ないことですが、「レスポンシブ」であること、「環境 と

応 答する」が、持 続可能 な住宅 の十分 条件であると考 えて

いるのです。

そうすると、何 が変 わってくるか。たとえば、大 阪 ガスの

「NEXT21実 験 集 合 住宅 」(1993年)で は
、さまざ まな

試 みのひとつとして、周辺 を緑化することで外部環 境を良くし

てきたという実 績があります。それにより、周 辺の微気 候が

改善されました。微 気候 が変 わると、24時 間冷暖房を前提

にした家でも、窓 を開けることができる。窓を開けるようになる

と、冷房 を使う時間が減 り、環境 に与える負荷が減 る。この

結 果 はさらなる微気 候改 善をもたらすことになります。このよ

うなサイクルは、冷房 に依 存するほど微 気候を劣化 させ、さ

らに強 力な冷 房 を必要 とする悪 循環 とは対照 的で、「正 の

循 環」と言えるのではないでしょうか。これからは外との関係

を良 くするようなシステムを住宅の中につくっていくことが、持

続 可能性の目指 すべきところだと思います。
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■会場からの質問・感想

住 宅 改修を考えた場合 、高 齢者 や老夫 婦は子供が独立

するなどで使っていない部屋も多く、1階だけでコンパクトに生

活しているケースも多いと思います 。そのうえで、エコポイントを

利 用するには建物 全体で断熱材や窓ガラスの改修が必要

となり、改 修費 用が高くなるので経済 的に利 用できません。

エコポイントの弾力的な運用を望みます。

加藤 われわれ環境 工学 のなかでも"部分改修.は 大事 な

テーマだと思っています。質問のご指摘のとおりに、2階を使 わ

ずに、1階だけでお住まいの場合 の断熱 改修 に対応 した工法

の開発 が進んでいて、環 境省 とパナソニック電 工 との間でも

同じ様 なプロジェクトが進むとも聞いています。部 分改修 に対

応 したことでご回答 いかがでしょうか。

鎌田 住 宅版エコポイント適用のリフォームには、二重窓 と外

壁 ・天 井・床 に断熱材 を6㎡ 以上 使用することという大 きな方

針が あります。しか し、経産 省 のまとめでは、聞くところによると

6㎡ 以上の申請 は1件 もないのだそうです。また、マンションと

違 って、一戸建ては二 重窓にしたところで窓か らの冷気流(ダ

ウンドラフト)が若干減 るだけで、住 宅全 体の省エネにはほと

んど影響がありません。二 重窓の適用 はマンションだけに限る

か、あるいは木造 の場 合、今 日お話 しした気流 止めとセットに

することで大きな効果が出せると思っています。気流止 めは既

築住 宅の上 下全てに設置 するのは大変ですが、部 分的に、た

とえば1階 に設置するだけでも性能は格 段に上が ります。

加藤 住宅 改修 にかけるお金を惜 しむ人が 多いような印象

を受 けますが、実際のところはどうなのでしょうか。

鎌 田 改修の研究で、いろいろな事 例にあたりましたが、100

万 円、200万円のお金 を必要な時期に使 う用意はみなさんお

持ちですが 、訪問販 売のリフォーム会社 に話 を持 ちか けられ

て、100～200万 円を既に2、3回 使 ってしまっている状況 が

多々あるような気が します。ただペンキを塗 り替えればいいだ

けのところを、このクラックは構造 的 に問題 があると言 われ て

壁を全 部張 り替えたり、屋 根 の金 属板が ちょっと錆 びている

だけで、全 部 葺き替えたり。そのために、その後 に本格 的な大

改修 の時期 を迎えても、壁 も屋根 も全 部剥が しにくい状況 に

なっているのです。いままで日本 の住 宅 は、20～30年 で建 て

替えられていましたが、50年以 上使 うことを想 定 した定期 的

なメンテナンスの方法、症 状 に応 じた適切 な改修 のための情

報がユーザーへ届いていないことが 大きな要因です。それ は

建築 関係者 がきちんと明示 すべきことだと思 います。気流 止

め工法 は、全面 的な断熱 材施工 とは違って比較 的簡単 に設

置ができます。それは、こうした改修 の現状 を目の当たりにして、

考え出したという経緯があります。

OMソ ーラーシステムはサステイナブル住 宅のなかではどの

ような位 置づけになるのでしょうか。パッシブな手 法として有

効なものか、ご意見をお伺いさせてください。

小玉OMソ ーラーシステムは、地 域のデ ータや地域の人々

のすまい方を考えて創 られたツールとして見 ることができます

が、そういう点で私は評価 しています。また、OMソ ーラーを手

がけるローカルビルダーは、その地域 のことを良く知 っていま

すから、それを生かさない手はないと思います。ハウジングメー

カーは、ユーザーからクレームがっかないことを第一前提 とし

た解 決をしますから、遮 断したうえで、室 内を効率 よく人工 的

に整備 しようとしてきたのではないかと思います。一方で、OM

ソーラーは開放系 の技術 です。そういう意味で、ローカルビル

ダーと大 手のハウジングメーカーの役割 も大きく異 なります。

しかし最近 はハウジングメーカーといえども、個々の地域 の個

別の特性 にも関心 を寄 せていますので、これからはその役割



が変 わってくることがあるかも知れ

ません。

鎌田OMソ ーラーシステムという

のは、屋 根で つくった太 陽熱 を床

下 に通 して、陽だまりの暖かさを家

全体 に巡 らせ るというものです。太

陽が 出ているときは家じゅうが とて

もポカポカと暖かいわけですが 、夜 に太 陽がいなくなると、通

常施工 の住 宅では一・気 に効 果が失せ、昼 の暖 かさを保 った

めに暖房 をたくさん入 れることになります。そうすると、高 エネル

ギー住 宅 になってしまうので、OMシ ステム考案 者の奥村 昭

雄 さんには、当初からOMハ ウスの高 断熱 ・高 気密 化を推薦

してきました。のちに「フォルクスハウス」という名前 でOMソ ー

ラーに、高断熱 ・高 気密住 宅を適用 して販 売を始めました。し

かし、高断 熱になると日中のオーバ ーヒートが激 しくなるので、

やはり床 下にうまく蓄熱する仕組 みが必要 なのだと思 います。

現時点で僕らの目から見 ると、非常 にオーバ ースペックなので、

暖房優先で使うよりも、むしろお湯 をつくった残 りを暖房に使う

ぐらいの方 が高 断熱・高気 密住宅 にも適 応して良いのではな

いかと思 っています。

太 陽光発 電や高効率 給湯器 、またはエアコンの効 果 は

最 大値 を基 にした数 値 で読 み取 られる場 合が 多 く、実

際 の運用 では想 像 していた効果 が出ていないことも報

告 され始 めています。昨今 の環 境デ ータは、やはり最大

値が適用 されているデータなのではないのでしょうか

伊香 賀 エアコンについていえば、カタログに載 っているよう

な数 値 は、ある決められた条 件 下でのエネルギー消 費効 率

であって、実 際に年間運転 をすれば違う数値 になります。それ

は実 態に合 わせて平 均化 して、期 間効率 として与えていたり

するからです。

太 陽光にっいては、たとえば表示 されている4kWの 発電と

いうのは定格値 なので、日本 の夏 だと6掛けぐらいしか発電 し

ません。ですから、4kWで あれ ば6～7掛 けぐらいで、実態 に

合わせた予 測はしていると言えます。

岩船 エアコンに関しては、最 近効 率の計測 方法や定 義そ

のものに問題 があるのではないかという疑惑 が発生 していま

す。確 かにあの数値 はひとつの基 準値 でしかないと思 うので

すが 、それよりも実 際に問題 だと私が思 うのは、最 近、家の性

能が良くなっているにもかかわらず、過 大なエアコンをつけて

いる人 が 多 くて、容 量が2.5kW、

2.8kWク ラスのほうが6kWク ラス

のエアコンに比べて圧倒 的に効率

が良いのに、暖 まらない、冷えない

不安か ら6kWの ような大きなエア

コンを選 ばれる方がそもそも多い。

そうすると、かなり負荷 率の低 いとこ

ろで運転 して、もしかしたら断 続運転 が発生 し、さらに効率が

悪 くなっている可能性 も生 じます。家の性能、断熱性 ・気密性

に合 わせた適切 なエアコンなどの暖冷 房設備 の選び方が非

常 に重要だと考えています。

鎌 田 「住 宅の気密性 能が 向上してきた」とよく言 われること

が ありますが、戸 建て住 宅の現 状としては、うんと低 い性能 と、

高 断熱 ・高 気密のような飛 び抜 けて高 い性能の二分 化が進

行 している状況 だと思います。マンションの場合 はまた少し違

いますが、そういう現状 を踏まえて、いろいろなデータを考えて

欲 しいと常に思います。

日本 の設 備機 器 については、ず っと軽 薄 短小 に向か う傾

向があって、瞬 間型のコンパクトな熱源 機器 をつくってきまし

た。しかしここへ来 て突然 、エコキュートのような人 きな機 器 に

置 き換 わったのも、面 白い状 況だなと思 ってみています。この

設 備機器が軽 薄短小へ 向かうと、効率85%と いう線 を守 って

いても、実 際の効 率 は落 ちてきます。自動車 でも「定地走 行燃

費 」と「モード走行燃 費」を表示 しているように、あるパターンで

使 ったときと、間歌仕様で使 ったときの効 率を両方表示できる

ような方向にもっていく必 要があると思います。そうしなければ

マクロな計算が 全て無駄 になるという可能 性 も出てくるので

はないでしょうか。

計画換気は、シソクハウスのことを考えると、排 気は床から、吸

気は天井側 からおこなったほうがよいのではないでしょうか。

加 藤 部 分負荷の効率 の表示制 度をつくっていく必要が あ

るということですね。

加 藤 恐 らくこのご質 問は、床側 にホルムアルデヒドなどを出

すものがあるからだと思 いますが 、計画換 気でいちばん最初

におこなうのは、ソースコントロール、汚染物質 が出ないものを

使 っていただ くという意 味で床 側排 気をされるのもひとつの

手立てだと思います。また、私が思 うのは、湿気や汚 染物質 と

いうものは、建物が加 圧されているのか、減圧 されているのか

で結構 違ってくると思っています。暖房のときは第3種 換 気み



たいにして室 内を減圧 ぎみにして、外 の乾 いた空 気が室 内に

入ってくるようにする。また冷房 しているときは室内の乾燥 した

空気が 外に向かって出ていくようにするのが良い。計画換気 と

いうのは、圧 力の制御もありますし、汚 染物質がどこにあるのか

ということも見極 めることになるので、なかなか、「これ」というも

のが ないというのが、お答えになると思います。

今後 の住 宅供給の担い手 はどうなっていくのでしょうか。

経 済 的にいえば、ある程度 町場 の工 務店 も救われなけ

れ ばいけないと思いますが、一 方で技術 的な水 準 を満

たすのにも限界 があると思 われます。

鎌 田 今 日の岩 船 さんの発表 を聞いて、と

てもショックを受 けました。一 年 間の注文の

木造 戸建 て竣 工数が25万 戸 という内容で

したが、2、3年前まで は、50～60万 戸 という

のが 実態でしたか ら、極端 に小さくなっています。

工 務店 をずっと見ていくと、金儲 けのために商売をしている

工務店 と、家づ くりに生 き甲斐 を感 じて家を建てている工 務店

とではっきり二 つに分かれます。家 づくりが 生き甲斐 になって

いる大 工 さん、工務 店さんたちは、とても勉強 熱心 だか ら、十

分地 場で家を建 てていくことができると思います。逆 のそのほ

うがプレハ ブメーカーよりはるかに安 くて性 能の良い住 宅を

供給できると思います。

松村 私の個人 的な理解では、小さな工務 店が技術 的な水

準を満 たすのに限界があって、やむを得 ず市場から退場 して

いくというほど、これからの住宅 のつ くり方が難 しくなるわけで

はないのじゃないかと思います。今 日のお話 しを聞いても、たど

り着 くまでは難 しそうだ けど、鎌 田さんのお話 しのように、既に

技術 的 な方法 として答 えがハッキリしている部 分も相 当ある

わけです。それ を実際に適用する時に、いろいろな組み合 わせ

があって難 しいことがあるかもしれませんが、今 日伺 った範囲

内では、そういうことはないのではないか。むしろ、手 続きが煩

雑になっていくと耐えられない場 合があるかもしれません。たと

えば補助金 をもらうのに、いちいち30～40ペ ージの書類 を提

出しなけれ ばいけないとなると、小さな工 務店レベルでは手間

がかけられないことが現実 にあるでしょうから、その点は考 慮

していくべきだと思います。

伊香 賀 スライドのなかで高 知・梼原の住宅 を2件 紹介 しま

したが、あれ は設 計者 も施工 者 も次 世代 省エネ基 準 を満た

す住 宅を経験 したことがなかった人たちでした。しかし少し勉

強をすれ ば、すぐに問題なく取 りかかることができました。やは

り、施 工事 例が ないままでは、判 断ができません。また建設 時

には、施 工現 場 を町の大工 や設計者 が見 学 に来 て、ずいぶ

んと勉強になったという話も聞いていますので、きっかけさえあ

れば、起爆 剤となって地域 全体 の技術 レベルも上 がっていく

のだろうと感じています。

■ディスカッション

加藤 サスティナブル住 宅の話 をするときに

「ヴァナキュラー」という言葉 と対 になること

が多いのですが 、皆さんはどのようにお考 え

でしょうか。ヴァナキュラーというのは、その土

地の風土 に適した気候 の住宅 、その土地で手 に入 る材 料で

つくる住宅であると思います。しかし、実 は地球全体 のサステイ

ナビリティを突 き詰 めて考えると、矛盾 してくるようなところもあ

るのではないか。たとえば今 日も、伊香 賀さんのお話 しに地元

産材 を重 油で乾 燥させ るのであれば、アメリカからもってきた

米栂の方がCO2排 出量 が少 ないというような話 がありました。

こうしたことをどのように考 えたらいいのかと思っています。

中村 私 はヴァナキュラーなものは、サステイナビリティと直接

の関係 はないと思 います。サステイナビリティの考 えのほうが

広範 囲で、社会 全体 を捉えて考えていくのが正 しいので はな

いかと思 います。「ヴァナキュラーな建築がサスティナブルであ

る」とは言えると思 いますが、その逆 も同じように言えるかという

とそうではない。ヴァナキュラリズムを「サスィナビリティの究極

のかたちである」とは言いたくないと思います。

小玉 ヴァナキュラーというのは、基 本 的に土着の建 築という

程度 の意 味ですが、物やエネルギーが潤 沢でなかった時代

に、その地 域の材料 や気候特 性 に合 わせてつくらざるをえな

いのは当然です。いまエネルギー源や物 質資源 を潤沢 に使え

る時代 になって、室内環 境の制御 も安易にエネルギー依存 に

なってきた。特 に温暖地 では激変 した。かなり随意 におこなえ

るようにな りましたが、もう一度 地域 の気 候 に合わせ た暮 らし

を考えることが 、省 エネを促 進 し、エアコンよりも快適 になる可

能性がある。そうした原 理をヴァナキュラーに学ぶとことはでき

るし、建 築材料 も熱の解析 技術 も格 段 にしている。サステイナ

ビリティとヴァナキュラー に共 通 点があるとすれば、地域 の風

土 社会 ・文化 や気候特 性 に対 してセ

ンシティブに対 応することだと理解 していま

す。単 純に省 エネだけを考 えると、「カプセル

住宅でエアコン」という発想になりかねない。



Discussion

省エネも省 資源 も「サステイナビリティ」の必要条 件ですが 十

分条件ではないのです。

松村 ヴァナキュラーというのは、気 象条件 がつ くる建築 のか

たちというよりは、むしろ地域 的な暮 らしや生活文化 に建築の

かたちが対応 しているのだと僕 は理解 しています。そういう意

味からすると、いま議論 しているサスティナブル住宅 というのは、

現代社 会の生活 文化 とその住 宅の在 り方ではないかと思っ

ています。もちろん場所が 違えば気候 風土の違いがあり、とる

べき手 法やその組 み合 わせが違 ってきますから、昔 なが らの

ヴァナキュラーな手法 が参考 になることも当然で、結果 的にあ

る種 の地域性 が表れてくるかも知れません。しかし暮 らしその

ものは、かつての閉 じられた生 活文化 とは違 うものなので、ま

た全然違 う概念 であると思います。

伊 香 賀 以 前 、加 藤 先 生 と一 緒 にハノイ

の実験 住宅 のプロジェクトに参 加しました。

200～300年 前 の昔の市街 地では、日陰

をうまく利 用しなが ら風 が動 くようにしていて、`巳

昼 間は涼しく、熱 を上 手く利用できるような暮 らしをしていまし

た。その工夫 を現代住 宅 にも応用 するというプロジェクトでし

たが、一 回冷房 のありがたみを知 ってしまったあとでは、工 夫

して蒸 し暑 さが軽 減 されたとしても、暑 いものは暑 いという結

論 に至 りました。結 局は放射 冷房 を付加するかたちで、より少

ないエネルギーでわれ われが要 求する快 適1生が確 保できる

ように試行 しました。つまり、今 や完全 なヴァナキュラーに立ち

戻ることは不 可能で、いまのわれ われのニーズを満 たしたうえ

で、昔の知恵もうまく工 夫して取 り入 れる、それが最 終的な折

り合 い点なのだと思います。

加藤 岩 船 先 生の「サー ビス水 準」という言 葉 が私 には大

変ぴったりくるのですが 、江戸 時代のサービス水準 と現 在の

サービス水準 とは違 うと思います。では、このサー ビス水 準の

設定 は誰が 、どのように決 めるのか、という話があります。誰 が

決めているのかについて、強制 ではありませんが、国がサービ

ス水準 を公 言することもあります。わかりやすい事例で言 うと、

クールビズ対策 として、オフィスの冷 房は28℃ に設 定 しましょ

うというもの。これ はサービス水 準の設 定を国が推奨 している

事例だと言えると思います。

このサービス水 準の設 定を、江戸時代 まで立ち戻 れと言わ

れれぼサステイナブルになるかもしれないけれ ども、それ は誰

が、どのように決めるものなのか。この話 は、今後 サステイナブ

ルを考 えるときにものすごく大 事になると思 います。そのために

どんな方法 論があって、どのように考えていくのかとても知 りた
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いと思っています。

中村 近代 化で勝ち取 ってきたさまざまな快適1生を確保 す

るたびに、社 会の欲求 がどんどん高 くなるという状 況がありま

す。この要求 の高 まりに応 じたサービス提供 を「ドラえもん型 」

と国立環 境研 究所 では言 っていました。四次 元ポケットか ら

何 でも出してあげるというような高いサービス水 準があります。

もうひとつは「となりのトトロ型」と言 っていて、自然志 向型 で、先

ほど話 に出たヴァナキュラーに近い社会 だと思います。分散型

でゆったりとした時間を楽 しみながら生活 をしていくライフスタ

イルのあり方です。この二つは両極 端ですが、現在 国としては

「このどちらを選ぶのかは国民のあなたたち次第 です。どちら

でも方策 を考 える用意 があります」というような言 い方をしてい

ます。

しかし、前 者はか なりのエネルギーを使います。また人口減

少で、地方をどんどん切 り捨てて、東京 への人 口流 入を加速

させる、あるいは地方 都市でもコンパクト化へ進 む方 向で、そ

れ 以外の地域では非常に住 みにくくなるような社 会の一面 も

もっています。本当にわたしたちにとって、どちらがいいのか、い

ず れ選択 しなけれ ばならない時期が来 ます。そのことについ

て素早 く対応できるように考 えを持 たなくてはいけない状態 に

あると思うんです。

近代化 で慣 れ親 しみ、欲 しいものを何 とか手 に入れたいと

いう方 向か ら、「となりのトトロ型」に切 り替えるのは、決 して水

準 を下げるという意味ではなくて、違 う考え方で自分の生き方

を変 えていくことなのだと思います。自分 自身で自分のアイデン

ティティを守 り、知的満 足 を満たしなが ら、自分 は素 晴 らしい

人 生を送 っていると思えるような状態 は、どのようにしたらつく

れ るのか。国民の文化 的レベル、あるいは社会 的レベルが全

体 で向上 したなかで、当然 こうすべきだとみんなが常識 的 に

思 う社 会が「水 準が高 い」という状態 だと思 うんです。そういう

社 会を目指 したいと思います。

鎌 田 我 々日本 の住 宅 はものすごく贅 沢になっていて、昔 は

根 太の上にフローリングー枚だったのが 、いまや28mm合 板 を

張 って、その上にフローリングを張 るとか、住宅 にウォシュレット

トイレが2カ 所あって、夏にも電気が入 っているような暖房便

座 があったりします。「そんなものがサービス水準なのか?」とい

う印象があって、僕 は「サービス水 準」という言 葉と「サステイナ

ブル」言葉 はまた違 うものじゃないかと違和感 を感じています。

松 村 サービス水準 の把 握が 大事 だというのは、まったくそ

の通 りだと思 います。住宅 に担保させた性能 と、暮 らし方が食

い違っていたのか どうなのか、最後 に決定づ けるものが「サー



ビス水準 」だと思います。しかし、その水 準を誰が決 めるのかと

いうのが非 常に難しい。

身近 な話 でたとえると、今 日約10日 ぶりに建築会 館へ来 ま

したが、タバ コを吸 おうと思 って外へ 出たら、いつもの場所 に

灰皿 がありませ んでした。ベンチの上 には「敷地 内禁煙 」と書

いてあり、スモーカーにとっては、サービス水準 が極端 に落 ち

ていたわけです。それがなぜ 喫煙者 の意 向と関係なく成 立し

ているのか というと、それは明 らかに「迷 惑だか ら」ですよね。要

するに、あなたたちは人 に迷 惑をかける行為 をしているので、

発言機 会が与 えられないのは当然で、喫煙場所は撤去 します

よ、ということですね。

このように、もしもCO2排 出やエネルギーを多く使 うことが人

に迷 惑をかけていることだという社 会的認識 がかなりの説 得

力をもって成立すると、政府 は「これ以上のサービス水準 は認

めません」と言うことが可 能になるかも知 れませんが、それ はそ

れで非常に問題が多 く、難 しいだろうと思 います。そうすると、最

終 的には市場での選 択になると思います。しかしその場合 、生

活をしている人 たちはサービス水準 という概念 がないので、ど

の程度 の設 定にすれば、どういうコストでいまの暮 らしができ

るのかなどが 、かなりわかりやすくなっていないと選ぶことがで

きないので、それも非常に難しい。

また再 びタバコにたとえて言 うと、喫煙 者 を減 らすためにタ

バコの値 段 を上げるという非 常 に間接 的な方法 があります。

税金 や電気料 金 を上げるのもそれ と似ていますが 、「迷惑 だ

から禁煙 しなさい」とは言 わず に、タバ コの値 段 を上げていき

ます。ひと箱1,000円 ぐらいにすれば、当然相 当数が止 めるで

しょう。ただし、それでもお金を出せる人は吸ってもいいというも

ので、これは強制か、市場か、またその中間か、何ともつかない

ものになっていくわけです。これはあまりに判断基 準が少 ない

ので、ぜひこれから研究 していただきたいという気 がしました。

岩船 「エネルギーサービス水準 」と言って

いると、いつも我慢 を強いている側 の人 間に

思われますが、そうではなくて、まずは「どうい

う水準 を欲 しているのかを調べましょう」と言

いたいのです。これか らは高 断熱・高気 密住宅 が基本 になっ

てくると思いますが、経済 的な問題か らQ値 の低 い住 宅 しか

建てられない人 もいるし、集合 住宅や賃貸 住宅にしか住 めな

い人もたくさんいます。それ だけに、現在 の住 環 境を前提 とし

て、そもそも23度 の部屋が ほしいのか、それとも18度 でいいの

か、きちん把握 していく必要 があると思 います。

以前建築 学会の全国80件 ぐらいの住 宅の実測結果 を分

析をしたことがあります。暖房期 間、北海 道では、ほとんど全 て

の部 屋が23度 で保たれていましたが、関西では14度 ぐらい

という結 果でした。高断 熱・高気密住 宅に住 むと、暖房水 準自

体が上 がってしまう傾 向が確 かにあるのですが 、そうしたこと

と関連するのかもしれませ ん。誰しもエネルギーを使 うことが

目的ではないはずです。灯 りに関 して言 えば、必 要な場所 が

明るけれ ば良いので、蛍 光灯 の代 わりにLEDで もユーザー

が満足 できるのであれ ばそれでいいのです。目的・必要 な水

準を知 ったうえで、いかにミニマムにそれ を満 足させ るかを見

極めるのが「サステイナブル」なエネルギー供給だと思います。

加藤 岩船 先生の講演を聞いて、たとえばお風呂に毎 日入 る

人や、シャワーだ けを浴 びる人など、サービス水準 によって価

格の逓 減制があるといいのではないかと思いました。

岩船 サービスごとの課 金の可能 性は、私もあると考 えてい

ます 。スウェーデ ンでは地 域 熱 供 給 している会社 が エネル

ギー消費量 に対して課金するのではなく、建物 の部 屋の温度

をモニタリングして、その温 度をキープすることを契約の条件

にしています。ただ、それ は地 域熱 供給 だか らできることで、日

本のような個 別のエネルギー供 給のかたちには必ず しも合 っ

ていませんが、ひとつの手掛か りにはなると思います。

■コメンテーターからひと言

中村 建築 家 としていろいろな設計 をする

立場 から話をしたいと思 います。今 日は、周

辺の外部 空 間についてあまり議 論 になりま

せんでしたが、たとえば街 区の発 熱が、都市

全体が大 気を加熱 するという指標 に「ヒー トアイランド・ポテン

シャル」というものがあります。東京 工業大 学の梅 干野 晃さん

たちがやっている研究では、ある建物 の西側空地 を、駐 車場 と

して使 った場合 と、木を3本 ぐらい植えて西 日が 当たらないよ

うにした揚 合 とを比較 した事例で、夏 に35度 ぐらいまであがっ

ていた室 内温 度が、木 を植 えることで27～28度 ぐらいまで下

がるとシミュレーションしています。このように外部環 境が良 く

なる状 態を都 市空 間のなかにつくることが、これからの建築の

非常 に大 きな目的ではないかと思っているんです。そしてその

うえで、私 たちは計画 論 としてCO2を 削減する方 法がないか

を考えています。

先 ほど小玉 さんが 「家の中を全て同じ環境 にする必要 は

ない」と言われ ましたが、私 もそのように思います。建物 の中に

は寒いところも暖かいところもあって、住んでいる人なら猫のよ

うにいちばんいいところを知っているものです。食事や、寝る場



所は、その都 度変えることだってあり得 るのだと思います。

私 はいろいろな試みのなかで、半外部空 間をたくさんつくろ

うとしています。半外部 には、まずエ ネルギーが必 要ありませ

ん。設 計を始める時は、最 初に要望 された大 きさが、本当に必

要なのかということから考えはじめます。たとえば、7割の大きさ

で住 めないのか、半分 では無 理なのか、半 外部にすることはで

きないのか、いろいろ検 討をします。また私は最 近、自分のマン

ションのひと部屋を外部空 間にしました。減築 みたいな考 え方

ですが、外部 にして省 エネにするという計画論 的な手法もあり

うるわけです。

私たち建 築家 は、実 際にどこにどういう温 熱負荷が必要 に

なっているのか、鎌 田さんが言 われ た断熱 性能 も含 めて、全

体の負荷 に対する意識 をもっていなければいけません。クレー

ム対応を考えて最 大値 を言 葉にしがちなエンジニアの言うこ

とを横 流しして使 うのではなくて、いまつくっている家 は平米当

り何 ワットの部 屋をつ くろうとしているのか、そういうことをきちん

と理 解 したうえで設計 をする必 要があると思 います。そして、そ

のために、さまざまな環 境工学の手法があります。私たちは「環

境基本 性能」と言っていますが、断熱、気密 、日射遮蔽 、日射 導

入、蓄熱、通風 換気、そして健康性 という8つの性能を満足す

ること。これ だけで30～50%の 負荷 は必 要なくなるわけです。

そのための方法 は、今 日の鎌 田さん、小 玉さんのお話しに、たく

さん参考 となることがありました。

最 後に、これから環 境工 学でいちばん大 きなテーマとなる

と思うのは、エネルギーを蓄える技 術です。蓄熱 とか蓄冷 とい

う建築 的なスケールだけではなく、社 会 的にもエネルギーを

蓄えて、少 しずつ使 うような技術 がこれからは必 要だろうと思

います。小玉 さんが「レスポンシビリティ」と言っている地 域性と

のかかわりも、こうしたところへ今 後表 れてくるので はないかと

思いました。 特 に再 生可能 エネルギーを地域でつくり出し、

あるいは集めて地域 の人達 に分配することができるか。これに

は戦 略的な政 策 と仕組 みが必 要だろうと思いますが 、これか

らの都 市づ くりの大 きな目玉になるだろうと思 います。ひとつの

住宅 だけではなく、住宅 団地 、あるいは都 市 というもう少し広

域な範 囲で再 生可能 エネルギーをうまく使 うこと。そのなかで、

伊香賀 さんが話 されたLCCM住 宅のところまで地域全 体で

達成できるような方法 が生まれてくればいいなと思います。

小 玉さんも言 われ ましたが、部分 的な建 築の環境 工学 的

な方 法論だけでは、ゼ ロカーボンの建 築をつくるのは不可 能

だと思います。いまは環 境工学 もかなり研 究が進んで、ギリギ

リのところまで到達 してきていますが、負荷 率60～70%ぐ らい

が 限度だと思います。これからは、計 画論 として考えて負荷 を

下 げる方法 、あるいは外 部の都 市環境 を視野 に入 れた方法

論 に特に力を入れていくべきだろうと思います。

松村 もしも今 日のシンポジウムのタイトルが

「省エネ時代 の気持 ちのいい暮 らし方 と住

宅 」だとすると、僕 は今 日のコメンテーター に

なってないほど、その分野 とは関係のない人

問です。それがなぜ、今 日コメンテーター席に座 っているかと

いうと、やはり「サステイナブル」という言葉が 、単 なる「省 エネ時

代 の気持 ちのいい暮 らし方」とは違 った深 みや広がりをもった

問題 領域であるからだと思います。CO2や エネルギーをあまり

使 わず、それでいて豊かな居住 環境が保 てるという意味での

「サステイナビリティ」がメインの話 となりますが 、僕 は建 築 に

かかわるサステイナビリティには、もっと大 きな広が りがあると

思 っています。そうでなけれ ば、「建築 におけるサステイナビリ

ティ」や、「サステイナブル住宅」は、とても小 さな概 念 になってし

まい、専門 以外の人 は見 向きもしなくなります。今 日は特 定の

範 囲に留まらないさまざまなお話 しをお伺いすることができて

とても参 考になりましたが、もうすこし時 間があれ ぼ、「サステイ

ナブル」が持っている広が りについて、みなさんとお話しをして

みたかったなと思っています。

もうひとつは、中村 さんの話とも関係 していますが、「サステイ

ナブル住 宅」を1軒 の住宅 として考えると、そこか らの展開 にあ

まり期待が もてません。たとえばCO2を どうするか 、あるいは自

然 とのかかわりをどうするかという問題も、すべて建築 が「群」と

してまとまったところで、どうなるかを考えていく必要があると思

います。個 々の住宅 の性 能や、そこでのすまい方 がどうである

ということは、もちろん重要なことのひとつですが、いままでの建

築 と違 う展開の予感がするのは、その集合 の在 り方です。

たとえば、エネルギーネットワークのマネジメントシステムを

考 えるというのは、ひとつの大 きなテーマ領域 になっています

が 、そういうものが集合 の規模 を決めていくとか、あるいは食糧

生 産 とか、水 の話 とか、おそらくサステイナビリティにかかわる

要 素はいくつ もあって、その場合 に人間 はどれ ぐらい集まって

住 むようになっていくのだろうかとか、いままでのただひたすら

巨大化 していった都 市とは違 うスケールでの建築 的集合 や

人 間のまとまりへ結びついていく話だろうと思 うんです。それだ

けでひとつのシンポジウムになるようなテーマだと思います。こ

れ から考え、あるいは話し合 わなければいけないことが山ほど

あって、今 日十分 にお話 を伺 うことができなかった部分ですの

で、今後の課題 としたいと思います。(文 責一編集部)



近居 ・隣居 のススメ
「住宅に住む」から 「地域に住む」へ

講 師……金 貞均+上 和 田茂 司会 … …大 月敏雄

開催 日:2010年11月12日(金)

場所:東 京 建築士会 大会議 室(東 京 ・中央区)

第2回 目のシンポ ジウムを通 して、 「家族 の継続 性や

持続性」の観点 か ら 「住 まいのサステイナ ビリテ ィ」に

ついて考えてみた。

人 口が減 少 して行 く 「縮小 社会 」 は、住 環境 や人 間

関係 の空洞 化や希 薄化 を招 く恐 れ を孕ん でいる。今 回

のテ ーマ は、血 縁 関係 に焦点 を 当て、 近居 ・隣居 とい

う二世 代 ・三世 代 での多世 代 に亘 る住 み方 か ら家族 と

の関係 や、地 域 ・社 会 との関係 を探 り、 これ か らの 豊

かな住 まいや住環 境 を再構 築 する手 がか りとな る こと

を期待 している。急激 な人 口減少 と少子高 齢化 により、

近居 ・隣居 も覚束な い時代 の到 来を予感 させ ているが、

「近居 ・隣居 のス スメ」 には、 「家族 の持続 性」 を確保

するための願 い と知恵が隠 され ている(住 総研)



「トイレの神様」から読み取る適度な距離感

2010年 の後 半 に 「トイ レの神様 」 とい う歌 が流行 っ

た。 この 曲は、作者 の植 村花 菜 の実体 験 に もとつ いて

っ くられ た とい う。彼 女 は小学校 三年生 のころか ら、な

ぜだか おばあちゃん と一緒 に暮 らすよ うになった。おぼ

あ ちゃんは トイレ掃 除 が苦手 な彼 女 に、「トイ レには き

れ いな女神様 が住んで いて、 トイレ掃 除を頑 張 るとべ ッ

ピンさんになれ るんだ」 とい うことを教 えて くれた。 し

か しその後おば あちゃん とは行 き違いが多 くな り、彼 女

が家 を出て、つ いに疎遠 になったままおばあちゃんが亡

くな った。 そして今、 トイレの神 様の話 を思 い出 しなが

らおばあちゃん を追慕 してい るとい う歌だ。

この歌 が 人々 に感 動 を与 えてい る理 由 は、直接 的 で

生 々 しい親子 の 関係 で はない、孫 と子 とい う間接 的 で

お互 いに間合 いをはかることを許 され る関係 が淡々 と描

か れ る中で、祖 母 との、 楽 しくも切 ない思 い出 に、 思

い っきりひたることを我 々が受 け入 れてい るか らで あろ

う。 これが もし親子の関係 であれば、おばあちゃんが亡

くな る前後の入 院や、お葬式、相続 な どなどの、い ろん

な煩わ しいごたごたが先 に立って、純粋 に思い出 に浸 る

ことなんて難 しいだ ろう。

こうした、祖母 と孫の適度 な 「距離感」 を醸 し川 して

い る理 由 として、実 は、「隣居 」 とい う実 態が 潜 んでい

るのではないだ ろうか。 もちろん、隣居 とは親族 関係 を

有す る者同士が 隣 り合 う住戸(住 居)に 住む ことを、 こ

こでは意 味 してい る。歌詞 には 「実 家の隣 だった けどお

ば あちゃん と暮 らしてた」 とあ る。だ か ら、「なぜだ か

お ばあちゃん と暮 らしてた」 とい う、 よく考 えれ ばあい

まいな設定 は、「隣 居」 とい う居住 環境 が あってはじめ

て成 り立 っていたのだ ろう。 これが もし同居 であった ら、

「なぜ だか」 もへ った くれ もな く
、「嫁姑 関係」が どうし

ても大 きな関係 として 目に付 き、他 のナイーブな家族関

係 を引 きず って しまうことだ ろう。 ところが 「隣居 」は

その点、幾 分気 が楽 だ。文 字通 り 「間合 い」が はかれ

るか らで あ り、気が 向けば、 こち らか ら出向き、好 きな

時に接 す ることがで きる。

トイ レの神様 には、祖母 と娘 といった世代 的な距離感

な らず、居 住空 間 としての物 理 的な距 離感 、そ してそ

れに もとつ く精神 的な距離感が 、巧 みに歌い こまれ てい

るために、聞 いている側 に素直 に、思 い出に浸 ることを

許 しているのだ と言 っていい と思 う。

近居・隣居の選択的実現の可能性

私 はフィール ド調査 で、幾例 も、 この ような近居 ・隣

居 の事 例 を見 聞 きして きた し、 自身 も嫁 の父母 との近

居 を実 践 してい る。 しか しこれ を、研究事例 として第三

者 に報告 す ると、決 まって 「ああ、 そん なことあ るよね。

で も、 そんな こと計画 論 に どのようにつ なが るの?」 と

いった、す げない反応 が多い。

きっ と、 いろん な人 が、人生の ある段階で(と くに初

期 の子育 ての段階 で)、親 と近 居で きれば と考 えた に違

いな い し、 逆 に、初 老 の親 に とって は孫 が近 くに いた

らと思 って いる人が 少なか らずい るだ ろう。 こんなあて

ず っぽ うな思 い込 みか ら、住宅 計 画 のひ とつの価 値 目

標 として、 コミュニティ形成 な どと同様 に、近居 ・隣居

の選 択的実現 の可 能性 を掲 げることがで きな いだ ろうか 、

というのが本企 画の隠れ たテーマである。 ただ し、 あ く



● 大 月敏雄(お おつ き ・と しお)

東京大学大学院 准教授

1991年 、東京 大学工 学部建築 学科卒 業。1996年 、 同

大学大学院丁学系研究科博上課程 単位取得退学。横浜 国

立大学工学部建設学科助手。博 上(T二学)取 得。2003年 、

東京理科大学工学部建築学科助教授 を経て、現職 に。

主 な著書に、『集合住宅の時間』(王 国社)、 『奇跡の団地

阿佐 ヶ谷住宅』(共 著、王国社)、 『住 まい論』(共 著、放

送大学教育振興会)、『現代住宅研究の変遷 と展望』(共 著、

丸善)な どがある。

まで も 「選 択的実現 の可 能性」が重要 なのである。

従 来 の住宅 政策 で は、人 間 を 「住 宅 に住 む」生 き物

と仮 定 し、住 む こ との対象 物 であ る 「住 宅 」に焦 点 を

当て て、研 究蓄積 がな されて きた。 この ことは、 とりも

なおさず住 宅政策 の在 り方が 、「家族 は住宅 に住 む」 こ

とを、暗黙 の前 提 として展開 して きた か らで あ り、「1

世帯1住 戸」の確保 や、「1世帯 ○○ ㎡」 の確保 な どと

いった具 体の政 策 も、「住宅 に住 む」 とい う現象 の改善

を、政策 目標 とした結 果で あった といっていいだ ろう。

確 か に人 間 は 「住 宅 に住 む」ので はあ るが、人 間

の生 活 はそれ ばか りで は充足 され ない。人 間が 「地 域

に住 む 」 とい う現 象 も、実 は決 して忘 れ て はな らな い

事実 で ある。 日本 で は、20世 紀中 をか けて 「住宅 に住

む」 ことは平面計 画 や近年 の重装 備化 され た諸設備 に

よって、確 か に大 き く改善 され たが、「地 域 に住 む」 こ

とは対象化 され ることもな く、そのままほっておかれた

といってよいだろう。本 企画 の 「近居 ・隣居」 は、別の

言葉 でい えば、人 間が 「地 域 に住 む」 ことを意 識化 し、

研究 対象化 し、政策化 し、空 間化 す ることを 目指す とし

た ら、どのような展 開が可能 となるか ということで もある。

実 は こ うした考 え は、 金貞 均 氏の 「ネ ッ トワー ク居

住」 や、上和 田茂 氏 の 「準 近居 」「サポー ト居 住」 とい

う、膨大 なフィール ドワー クをもとにつ むぎあ げられた

概念 に よってすで に語 られ てきたもの で もある。 こうし

た意 味 で、今 回の シ ンポ ジウムで は、 両氏 が これ まで

取 り組 まれ て こられ た 「近居 的 な る現象 」 の世界 を多

様 に展 開 していただ くことに焦 点を置いた。

一 方 で
、各論 として 以下 の ような報 告 ・論 考 を合 わ

せ ることによ り、近 居 ・隣居 の もつ可能性 をひろげる こ

とに留意 した 似下、季干1」rすまいうん』2011年冬号特集について)。

まず、東 京大 学建 築計 画研 究室 の 「近居 ・隣 居 の発

生状況 調査報 告」で は、近居 ・隣居 とい う居 住現象 が、

一定の地域 で どのように発生 してい るのかについての最

新の調査結果 を報 告 して もらった。

次 いで、在 塚礼 子氏 には、1970年 代 か らの、 日本 に

おける隣居 ・近 居 をめ ぐる言論 を整 理 していただ き、本

特集 を読 み解 くた めの基準 となる重要 なテキス トを寄せ

ていただいた。

次 に、横 江麻美 氏には、 インターネ ットに よる大量

アンケー トに基づ いて、 これ まで漫然 と語 られ ていた近

居 ・隣居 の実 態(そ の内実 と、近居 ・隣居 へ の期待 な

ど)を 、実 に理解 しやすい形 で示 していただいた。

平 山洋介 氏 には、幾 多 の統 計 や独 自の調査 にも と

つ くデ ータか ら、親 子近 居が 世代 論 として必然 的 に起

きて い る様 子 と、 その結果 として の多様 な住宅 ス トッ

クの必 要性 と、「家族 資源」 を持 たない人 々、す なわ ち、

親族 に よる近 居 ・隣居 とは縁 のな い人 々へ の政 策配慮

の必要性 を指摘 していただ いた。

そして最後 に、畑聰一氏 には、 これ まで論 じられて き

た文化人類 学的な アジアにおけ る 「血縁 関係 をもとにし

た社会 関係 の 累積体 」 としての集 落空 間 の特徴 を、 タ

イ、 イン ドネシア、済州島、対馬、 そ して伊勢 湾答志 と

いった、 ご自身の長年 のフィール ドワー クを某 に した知

見 をベースに しつつ展 開 ・整 理 していただいた。

金 氏 も上 和 田氏 も、 観 点 は異 な る もの の、畑 氏 と

フィール ドを共 有 してい ることを考 えあわせ るとき、近

居 ・隣居 とい う課題 が、実 に古 く、 そして実 に現代 的課

題で あることを、改めて思い知 らされ るので ある。



●第2回 シンポジウムに寄せて

近居 ・隣居 を建築 的に考 える 大 月 敏 雄(棘 大学大学院准教授)

近年のさまざまなハウジングをめぐる行 き詰 まりの現 象に

っいて、「近居 ・隣居 」という視 点で解 決の糸 口がっかめな

いだろうかと、このような企 画を立てさせていただきました。

家族 にっいて、広 く血 縁 をとらえたときに、「近 居 ・隣 居」

から今後の展望がみえてくるのではないかと思っています。そ

のときに、どういう計画論 が考えられるのか、それ がきょうの

論 点のひとっです。なぜ 私が 「近居 ・隣居 」に注 目してい

るかというと、私たちの身の回りの居 住実 態は、一家族 が必

ずしもひとつの住 宅に住 むことで完 結しているものではないし、

仮 に一家 族一 住宅であっても敷 地をいくっか使 いながら生

活 しているという実態 が、とてもたくさんあることを論 点 として

注 目しはじめているからです。

●地域 と家族 の多様なあり方を
すごろく

かつて上田篤先生 が、1973年 に描 いた 「住 宅双六」と

いう図 があ ります。借 家 生活 か ら、郊 外 庭 付 き一戸 建 て

の 「あが り」に向かって一直線 に進んでいくという構 成で描

かれていました。2007年 、再 び上 田先 生が描 いた現代 の

「住 宅双六 」には
、「あがり」がひとつではなく、多様 に用意

され るようになりました。それが いまの社 会の方 向性 ではない

かというのです。

2050年 には、日本 は高齢 単身者が 約4割 に達するとい

う推 計が ありますが、ほんとうに高齢 単身者 たちが 孤立 無

援 なのかどうかは、ゼンリンの住宅地 図でも、国勢調査でも、

各種 市町村がやっている介護保 険系の調査 でも、どのデー

タを調べても全 く捕 捉できません。たとえば、高齢 者たちの

居 住をサポートするうえで、福 祉 的部分 をどのように埋 め込

むかというのは、非常 に重要なポイントとなりますが、同居か

孤 立無 援かの二者 択一では、余 りにも選 択肢が少 ない。福

祉 的な居 住サポー トの問題 も含 めて、地域 とその家 族の在

り方を関連づ けながら、地 域に 「あが り」をどれ だけ用意で

きるのかということが、これからの課 題となっていくのではない

かと考 えています。

●「近居 ・隣居 」の建築 的サポートを考える

隣の敷地 や、隣の住戸 というのは、その当人にとっては特

別 な意味 をもっています。同潤会 アパートの例 でいえば、R

Cの 壁をぶち抜 いて隣 の住 宅を横 に四つっなぐという例や、

木 造棟 割 り長屋 の例 では、隣をつないだり、L字 型に界 壁

を壊して四つつなぐという事例 も見 られ ます。戸建て団地で

も、隣の家を借 りたり、隣の土地 を買って菜 園に利用したり、

多世 帯で生 活 をはじめる人 も結 構 多い。こういう実 態が社

会のなかで、どのように広 まっていくか、建築側 からのサポー

トの可能 性も、実は 「近居 ・隣居 」の隠れた大きなテーマ

ではないかと考 えています。

そこで、住宅 の新 しい性 能として、「アトラクティビティ」と

いうことを考えてみます。耐 火、耐震 ばかりでなく、住宅 が

特定 の人 びとを惹 き付 ける能力みたいなものを、評価 したり

計画 してもいいのじゃないかということです。建物 の建て方に

よってそこに集 まってくる人 間が変 わる。これをコントロール

することによって、地域の居住環境 に良好 な循 環が生まれ な

いか。それ を 「地 域循 環居 住」と呼んで、その可 能性 をみ

ていきたいと思 います。

たとえば、ひとつのエリアに大人 向けと若者 向けの住 宅が

あると、「近 居」が生じて、「楽 しい初老 の生活」ようなもの

が地域 で実現できたりしないか。このように地域 のなかでさ

まざまな住宅種 別や、住宅のアトラクティビティをアレンジす

ることによって 「地域 循環 居住 」を導 く計 画を、「居 住誘導

計画 」という造 語 で呼んでいます。これは実 際には都市計

画と連 係しないとできない話ですが、建 築、都市計 画自体 も

20世 紀 的な限界 をもっていると思 うので、この辺 りが突破 口

になるのではないかと考えています。

●これからの展望 に向けて

戸建 て住宅 団地 、地方 のニュータウンでは、ここ10年 ぐ

らいの間に移動 した人のほぼ2～3割 は、近居 をしていると

いうことがわかりました。都心 の超 高層マンションで500戸

レベルのものも、1割 が近居です。郊外 の賃貸 住宅 団地で

アンケートをしたら、おおむね2割 が近居をしている。団地の

中だけでなくて、団地の近傍の人も近居 しているということが

わかってきました。

近 居には、呼び寄せ 、世帯 分離 、Uタ ーン、Jターンと、

いろいろなパターンがあります。近居 を考 えると、当然 、まち

や地域 を考えなければいけません。いままでの 「人 間は住

宅に住 むものだ」というような観 念ではなく、「人 間はまちに

住むものだ」と思い始 めることで、いままでと違 う建 築計 画、

地域計 画ができるのではないかと考 えています。
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私 は韓 国 で生 まれ育 ち、 日本へ 来 るまで、家 族 とは

一緒 に住 む ものだ とい う価値観 をず っと持 っていま した
。

しか し口本 にきてみ ると同じ儒教 の文化 圏であ りなが ら、

家族 はば らば らに暮 らす ようにみえ、一住 戸 をみるだ け

で は家族 の形が みえない ことに疑問 をもった ことか ら研

究が始 ま りました。

分散居住 という現象

日本 に お いて も従 来 は、 「一 家 族 は一 住 宅 」 に住

み、 その なか で生 活要 求 と家 族要 求 を満 た してい ま し

た。 ところが戦後 家族 はばらば らにな り、単身世帯 の増

加、世 帯規 模の小規 模 化や家 族形 態の多様 化が 進 むよ

うにな りま した。実 際 に、一 世帯(家 族)の 分 散拠 点

数 を調 べてみ ると、平均 三つ も四つ も持 っています。 も

う 「一家族 二一住 宅」ではないのです。 こうした現象 を

「分散居住 化」 と捉 えています。

だ とした ら、 これ まで ひ とつの住宅 に住 み、 そこで果

た されて きた居 住機 能、家 族 の再生 産 システ ム、家 族

関係 はどう機 能 され るのだ ろうか。分散 した状態 で家 族

をみ るには どうすれ ばいいのか。 または、分 散 した状態

で家族 をっな ぐこととは何で あろうか。何 を もって家 族

で あると定義 づ けをす るのか 。

世 帯が 限 りな く小 さ くなってい くなかで、世代 ・世 帯

間の断 絶、単 身赴任 の常態 化や単 身世 帯 の増 加 と孤 立、

少子化 におけ る子 育 て問題、高 齢者 の介 護問題 、女性

の社 会進 出における家事 ・育児 の負担増、 といったさま

ざ まな問題 に直面 す る一 方 で、 それ ぞれ のす まいは閉

ざ され、一戸一戸 が孤 立 した状況 になってい ます。

しか し、調 査 のなかで、 「あなたに とって どこまで が

家族 ですか?」 と聞い た ところ、その答 えは、ひ とつ屋

根の下 とい う枠 を越 えてい ました。 また分散 した家族 は

各住 戸同士 で互助 的、補 完的相 互 関係網 を形成 し、 非

常 に積極 的な形で連帯 しているという状 況が みえてきまし

た。

ネットワーク居住 の成立

P・ タウ ンゼ ン トは、「一 人暮 らしの意味 は 『援 助 』

との関係 でみ るべ きで、住居 に適 応す るのは無意味」 と

してい ます。戦 後 の標 準 家族(夫 婦 と子 ども2人 か ら

な る家 族)が 分 散居 住 によって さらに小 さ くな ってい

く。それは分離へ の要 求、分散へ の要 求によるものです。

しか しその一 方で、社会 的には、ソーシ ャルネ ットワー

ク、 「つなが り」 への要 求 もあ り、人 間が つ くるあ らゆ

る種 類のつなが り、 かかわ りが存在 す るわけです。

分 散 して世帯 が小 さ くなれ ばな るほ ど、分散 され た

一つ ひ とつ の住 居 をつ なげて全 体 として住 要 求 を充 た
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して い く居住 シス テム を問題 とせ ざ るを得 ませ ん(前

頁、図1)。 家 族が 一住 戸 単位 で分 散 し多拠 点 化 してい

くなか で、 目にみえ ない家族 とす まい の関係 を み るた

め に 「ネ ットワー ク居 住」 とい う概 念 を用 いたわけです。

ネ ッ トワー ク居住 とは、「住 居 の空間 的分散 と家 族 とし

て の共 同性 の再構 築 との絶 えざ る相 互 作用 をその本質

とし、地域 におけ る複 数の住居 をダイナ ミックに利用 し

なが ら生活要 求を充た してい く居住 システム」であ りま

す(前 頁、図2)。

マズ ローの5段 階欲 求 とい うもの もあ りますが、 人

の生 活要 求 は四 つ にま とめ られ る。 それ は寝 る ・食 べ

る ・休 む とい う"基 本 的な要求.、 家事、介護 、育児 等

に対 す る"援 助要 求.、 もてなす、だ ん らんをす るとい

う"社 会 的また は空 間的共 同要求.、 心理 的安定 を求め

る"精 神要 求"で あ ります。 これ までひ とつ の住 宅のな

か で完結 されて きた生活 要求 が分 散居 住 にな ると、分

散 された空 間 と人 をつ なげてさまざ まな要求 を満た して

い くことになったのです。今 日においては、住 宅 の一一般

的 な存在 が もうす でにネ ットワーク居 住 として存 在 して

お り、 その視点 な しで一住 宅 をみ る意味 は根拠 を失 うも

の と考 えてお ります。

実 態調 査 に よ り、ネ ッ トワー ク居 住 を通 して満 たそ

うとす る三 つ のパ ター ンを取 り出 す ことが で きま した。

それ は、① 精 神 的連 帯 要 求 に対 応 す るため の 「交 流

型 」、② 日常生 活の さまざ まな援 助要求 に対応 するため

の 「援 助型 」、③ 自分 の住 宅で まか ないきれ ない機能 を

他 の住 宅 の空間利 用で満 た す「空間 利用型 」、3つ のパ

ターンです。分 散 した各世帯 は、ライフス タイルや ライ

フステージに応 じて この三 つのパター ンの さまざまな組

み合 わせで 居住 を再編 して い る現状 が みえて きま した

(図3)。

で は、誰 とネ ッ トワー クす るのか。私 は血 縁 をネ ッ ト

ワークの主軸 ととらえてい ます。つ まり、親子 、兄弟姉

妹 関係 を主軸 に親戚 とネ ットワークす る。それ を補完 す

る形 で 非血 縁 の友人 、隣人 、 または 「第3の 拠 点 」 と

して社会 型(各 種社会施 設やサービス関係)と つなが り

ます。

都市部のネットワーク居住の実体

都市 部 では、非血 縁 の友 人 を家 族 ととらえる事 例 な

ど、 「家族 として意識 す る範囲 」が広 く、離れ ての関係

を積極 的に とらえる特徴 が み られ、狭 域 圏分 散(隣 ・

近 居)お よび距 離 を もった 「地 域 間居住 」 にお ける関

係 の構築 が顕著 です。そ こには家 族や住 宅の 「中心性 」

が拡散 ・消失 した り、 「中心住 宅」機 能の外延化(地 域

分 散)が 生 じ、住機 能 の移転 や分 担(収 納 機能 、子供



部屋 だけが分散 され たよ うな形)も あ ります。 それか ら

「第二 の家族」 を形 成す るための空間 的な役割や 生活の

多拠 点化 とい う現状 が見 えて きました。 これ らが おもに

都市部 におけるネ ットワー ク居 住の特徴 です(図4、5)。

農山村部のネットワーク居住の実体

日本 で は東 北 と四 国の農 山村部 、過疎 地域 の調 査 を

しました。子 どもの分散 の形 をみる と高齢過疎 地域 はい

ろん な問題 を抱 えてい ます。農村 部 と山村 部 は分散 距

離 面 の違 いが あ り、農 村部 は狭 域 ・中間域 、つ ま り同

じ市、郡部 に分 散 している例 が8割 の地域 もあ り、特 に

東北 地 方の農 村部 は拡大 家族 の比率 も高 く、分散 子 ど

も世帯 や 親戚、 近隣 との関係 も非常 に濃 厚で す。 しか

し山村 部 は狭域 ・中間域 分 散 はむず か し く5割 程度 で

す。徳 島 県の例 で は、8割 強が遠 距 離分 散 で、子 ど も

との関係 は間接的 な交流 が主 といえます。 しか し隣人が

親族 で あ るケースが4割 もあ り、 「親族 集 住 型」 「近 隣

相互援 助型 」のネ ットワー クが形 成 され、ネ ッ トワーク

居住 は 「拡 大志向型」 といえます。

この ように家 族の住要 求がネ ットワークによって充た

され るとした ら、完 結 した一住 戸が もっ意味 や機 能 は変

化 します。住宅 をネ ットワーク として扱 う政策へ の移 行

が求 め られ ます し、 「地 域間 ネ ットワー ク居 住」 を機 能

させ るた めの中間拠 点(第 三 の拠点)の 充 実化 が必要

とな ります。

韓 国におけるネットワーク居住

私 は、 ネットワー ク居 住 は東洋 的な居 住形態 である と

考 えてい ます。家 族 が一 住戸 ごとに分 散 す るの を当然

ととらえる西 洋に対 して、家 族 は離れ離 れ にな って も一

住戸 を越 えて家族 ととらえ る儒教 思想 の価 値 観 をベー

スに しているか らです。つ まり、現代家族 の分散居住現

象 にお ける 「ネ ットワーク居住 」は、儒 教文化 を背景 に

伝統 的価 値観 を比較 的長 く保 持 して きた地域(東 アジ

ア)に おいて成立 す る居住形 態で、 「個別住 居」 のみ成

立す る西洋 に対 して 「中心 住居 」 と 「周 辺住 居 」 との

居住関係 をその特 徴 とします。 なお、 こういう価値 観は

なかなか簡単 に変 わるものではあ りません。

そこで、 日本 の分 散 居住 におけ る人 的 ・物的 秩序 を

東 アジアの視 点か ら再 照 明 し、居 住 の共 通性 と発 達段

階を明 らかにす るため、韓 国でネ ッ トワー ク居住調 査 を

お こないました。

韓 国は少子 化 に関 して は日本 を抜 いてい ます。2005

年の出生 率 はLO8人 で、 これ は大 変 な状 況です。高齢

化 率 も、65歳 以 上 の推 計 が2026年 に は20.8%で あ

るとい う超高 齢 社会 にな ってい きます。家族 の分 散化 、



小規模化 も進 んでいて、2005年 、平均世帯人 数が2.88

人 とい う状況 です。 しか し、い まだに根強い家族 ・血縁

重視 の保守 的価値観 があ ります。

韓 国の都 市部 のネッ トワーク居住 は、 日本 のような単

身赴 任 の比率 は低 く、中心 性 の拡 散、 消失 の例 は少 な

い。各 分散住 宅 は住宅 機 能面 で完結 した ものを目指 し

てい る。また、親 と子 どもの関係 において、親 の住 宅を

中心 とす る方 向性(拠 点性)が 大変 強 く認識 され てい

ます。

その一 方、「家 族意識 範囲」 は非 常に限定 的で、 日本

でみ られ る非血縁 まで広 げることはあ りませ んが、 しか

し非 血縁 との関係 は大変親 密であ ることが特徴 です。

韓 国の都 市部 には、大 きな集 合住 宅 団地が つ くられ

て います。夫婦 双方 の親 戚 が 同じ市 内 に住 む(隣 ・近

居含 む)比 率 を調べ ると、 日常的交 流 ・支 援が 可能 な

距離 に住 宅 を構 えてい ることが都 市部 の特 徴 といえ ま

す(図6)。 夫婦 の両 実家 は中心住 宅 として位 置づ けら

れ、家事 を支援 した り、食べ物 をつ くって頻繁 に訪 ねた

り、生活 費を支援 した りします(図7)。

その一方 、農 ・山村 部のネ ッ トワー ク居住 は日本 と非

常 に似 ています(図8)。 夫 婦のみ、 あるいは一 人暮 らし

の高 齢者 世帯 が 多 く、 や は り近 くに住 む親 戚 や隣 人 と

のネ ットワーク関係 が特徴 で す。 子世帯 は遠 距離 分 散

が多 いので 、安 否電話 をした り物 を送 った りとい う間接

的 な関係 で、 そのか わ り近 くに住 む親戚 、隣 人 との関

係 が非常 に親 密で、互 いにい ろん な支援 を して い ます。

親 の古い住 宅 は分 散子 どもが親 の ために改築 して便 利

に変 え、みんなが帰 った ときに泊 まった り交流 がで きる

ようにするケースが多 くみ られ ます。

最近 の韓 国 の新 聞 に 「超高 齢化 社 会 シ ョック」 とい

う見出 しで、村の老人会館 で共 同生活 をお こなう 「自発

的高齢者 グループホーム」が増 えているとい う記事 があ

りました。近 くに各 自の家 はあるので すが、家に一人で

いる と寂 しい、光 熱費が かか るとい うことで集 まります。

そ して、 ここで食事 も一 緒 にす るとい うことです。地方

自治 体が こうい う共 同居住 を支援 して いて、計57カ 所

で600名 ぐらいが こうした生 活 を して いる といい ます。

血 が っ なが って いない人 た ちが、 非常 に親 しく共 同体

生 活 をお こな う。 これは 日本 にはみ られ ない韓国独特 の

ものだ と思い ます。

日韓調査 をとおして

儒教 思想 が根 強 く残 されて いる韓 国 では、親 の住 宅

を核 としたネ ッ トワー ク居住 の方 向性がか な り明確 に構

造 化 され てい ます。 日韓 ともに、都 市 部で は離 れて の

親 しい関 係 を選 好 し、積 極 的な関係 構築 が み られ、農

山村部 では親族 集住 型 とか近 隣相互 援助 型が共 通 す る

特 徴 だ と思 い ます。た だ単 身赴任 も含 め早 くか ら単身

化(分 散 居 住)が 進 んで ネ ットワー ク居住 に移 行 した

日本 に比 べ、韓 国は核家 族 か ら単身化 へ移 行 す る段階

にある と私 は とらえてい ます。ネ ッ トワーク居住 を意識

した居住 関係の構築 に これか ら移行 して い く段 階にきて

いるので はないか と思い ます。

今後、 このネ ットワー クを意識 した居住 の自覚 と積極

的な取 り組 みを、居住 者 も計画者 も、行政側 もしない と

いけ ない。 分散 居住 の ままではみ えなか った家族 の形



が、 「ネ ットワー ク居 住」概 念 で捉 え直 す ことで、み え

て くるものが あ ります。家族 は分 散 しなが らもつなが っ

てお り、離 れた状態 で新 しい関係をつ くってい る、分 散

した各 住宅 をつ なげて色 ん な役 割、機 能 を再 配 分 しな

が ら全 体 として家族 ・住機 能 を果 た して いる実態 に基

づ いて、 よ り一層 ネ ッ トワー ク(つ なが り ・か か わ り)

を意識 した居住 の取 り組 みが必 要 と思 います。

さて、ネ ッ トワークによって住機 能が完結 され るとし

た ら、一 戸一 戸 の住宅 の機 能 は変 わって いき ます。 中

心 とな る住宅 は空 間機能 を拡 大 させ る。定期 的 に交 流

で きる場 を確 保 する。広 間や 台所 の食事 空間機 能 の充

実化 で、 定期 ・非定期 的 にそ こにみ んなで集 まって食

事会 をす る。 客 間で はな くて、 遠距 離分 散 に対応 す る

た めの短期 、中期、長期 的な滞在が 可能 な 「専用 部屋」

を備 えた り、収納空 間を確 保す る。ネ ットワー ク居 住 に

お ける分 散住 宅 は最 小 限の空 間機能(軽 い住 居)で い

い とす ると、中心 とな る住 宅 には多様 な要 望に対応 する

た め、平 面 の可変 性 とか柔 軟性 とい う計画 上 の課題 が

出て きます。

住 宅政策 においては、住 宅 をネ ッ トワー クとして扱 う

政策 、つ まり地域 におけ るさまざまな住宅 ス トックの価

値 を含 めて、十全 な機 能 をもった住宅 の供給 か ら機 能

を特 化 した住宅 、 さまざまな レベ ルの住 戸 を確保 、提

供、管理 してい くような政策へ の移行 が必要で す。

居住 者側 としては、ネ ットワーク居 住を意識 した 「開

かれ た住 居」 と住居 地 の選 択、積 極 的かつ 直接 的にか

かわ ってい こうとする努 力が必要だ と思い ます。
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従 来、親 子両 世帯 が距 離的 に離れて居住 していなが ら、

日常的な接 触、交 流、協 力、支援 を通 して互 いに支え合う

家族 関係、居 住 関係を、「修 正拡 大家 族 」「準別居 」「親

密別 居 」などと呼んできました。金 先生 が提 案 されている

「ネットワーク居 住 」もそのひとつです。私 はこのような家族

居住 関係の総 称として、高 齢者支 援という役割や機能 を強

調する観 点から、「サポート居住 」と定 義して用いています。

近年 、3世 代 同居が激 減するのにともない、家 族が 担っ

てきた高齢の親への支 援は、公 的 ・民間の介護サービスな

どで肩代わりする傾 向が強 まっています。一方で、外的なサ

ポー トで は得 られがたい柔軟 で情緒 的なサポートの需要 は

逆に増大 しています。そういうことから、離れて生活するけれ

ど親 子としての絆は保つようにする 「つかず離 れず 」で支援

が可能 な居 住 関係 への指 向が強まっているものと考えられ

ます。これ は一種 の保 険といってもよいと思います。社 会 学

者の直井道子さんは 「離れていても親 しい関係」という的確

な表 現を与 えていますが 、旧来の家族共 同体の根 をいささ

か残しながらも、一方で生 活の近 代化 に対応 した生活スタ

イルを指 向する。そういう意 味では、新 たな居住 関係の枠組

みを示唆するものとして大いに注目に値 します。

近 年、介 護保 険の整 備 等により高 齢者 の生 活 的、身体

的なケア関係 の改善 は進 展 しています。それ を背 景 として、

高齢 者の自立 は急速 に進んでいます。自らの生活 をデザ イ

ンし、自らが選 好するライフスタイルを貫 こうという指向も強

まっている。子どもと離れて住むことは 「しかたがない選択 」

ではなく、積 極 的に選択 されるとみなすべきです。また、同

居 、二世帯 住宅、隣居 など、近接 して居 住する場合でも必

要 以上に依存することは避け、「近 くにいても自立した親子関

係 」も強まると思われます。このように解 釈するならば、図1

に示したように、親子の居住 関係の幅は、主 として子 ども側

の就業 問題 を基 本 要因 としながら、タテ軸 に高齢者 の自立

度 、ヨコ軸に子世 帯による親への支援度 という、自立 と支援

のバランスに帰 着するものといって良いと思います。

隠居慣行の継承と変容

「隠居 慣行」の研 究 は、伝統 的な隣居である隠居慣行 を

考 察して、現在 の隣居や二世帯 住宅への示唆を得たいとい

う趣 旨で取 り組 んだものです。西 日本 において現在も継 承さ

れ ている方 式は、老 夫婦 が隠居 屋 に移って居 住するという

単 独隠居がすべてです。長崎県 壱岐島のある集落での、こ

こ60年 ぐらいの家屋 の更 新状況 を調 べたところ、間断 なく

隠居屋が建 て替えられ ていることがわかりました。隠居 慣行

は過 去の風習ではなくて、現在 においても積 極 的に継承 さ

れているのです。

壱岐 島の標 準的な民家 は、敷地 の中央 に本家、右側 に

納 屋、左 側に隠居屋 と配 置され ています。昔の隠居屋 は1

部 屋 もしくは2部 屋 に小 さな土 間がついた程 度 の粗 末 なも

のでしたが、近年 は、母屋 に匹敵するほどではありませんが 、

充 実した規模 と部屋数 を有しています(図2)。

ところで、隠居慣行 は経 済的、社会 的な状況 の変化 を背

景 として、旧来慣 行を色濃 く残しているものからかなり変質 し

ているものまで多様 です。基本 的な生 活空 間の分 離度(ひ
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とつ屋 根の下に住 んでいる同棟 居住 か、分棟居 住をしてい

るか)、家 計が一緒 か別 か、食事 を一 緒にとっているか、の

三つを指標 として類型化 を試みました。旧来 の慣行 をよく残

している 「安定 継承 型」。分棟率 の比 率が低 下 し、本来 の

隠居慣 行の原 則は崩れつつある 「不安定継 承型」。別 計率

と別食 率がともに極端 に低 くて実質 的に同居 と見まごう状 態

に変 質している 「変容進 行型」。これら3グ ループに類型 化

され、わか りやすいように、分 棟率 と別食率 の2軸 で表 にし

たのが図3です。

隠居 慣行 の継承 の変化 が不可逆 的なのか、一 過性なの

か。「変容 進行 型」の地域でヒアリングすると、分棟 率、別

食率 が低下する要因として、経済 的要 因と親 の年齢 的要因

が挙 げられました。別 々に住 んで食 事も別、財布 も別なので

すか ら、二重経済 、家計的ロスになっている。隠居 屋まで建

て替 える費用が出せないということ。これは隠居 慣行が変 質

していく恒 常的な要 因になるおそれがある。年齢 的要 因につ

いては単純で、老親 、特 におじいさんが一 人になってしまっ

より分類 しました。独立性 が高 いか、共 同性が高 いかです

親子両 世帯が まったく独 立 して生活している 「相互 独立型 」

基本 的な生活 は別々だが交流 の多い 「生 活交流 型」、寝 る

場所 は別 々だが 、ほとんど一緒 に生 活をしている 「生 活共

同型 」に分類 され ます。そのうち、隠居屋 もしくは本 家 を拠

点に共 同生活 をしている場合 と、「第3の 空間」を活用 した

「共用空間拠点型 」があります(図4)。

壱岐 では煙草生産 が盛んになり始めた大正後 期ころから

農繁期 の生 活を円滑に営 むために、本家 と隠居屋 とは別 に

「釜 屋」と呼ばれ る土 足で使 える別 棟 をもつようになり、煙

草生産 が下 火になってからも、現在 まで受 け継がれていま

す。あるお宅では昼 間、親 夫婦 はほとんどの時 間を釜 屋で

過ごしていて、子 ども夫婦 と孫 も勤務 あるいは学校から帰宅

した後 は、プライベー トな行 為を除 き、釜屋で生活 を営んで

います。この家では釜 屋が親子両 世帯の交流の場で、かつ

適度な緩衝 空間の役 目を担 っています。

一方
、対照 的なもうひとつの例 では、家屋 配置 と釜 屋の

たら、自活能力がきわめて低 下し、分棟

居住 は成立 しない。これ は、次 に世代

交代 していくなかで解 消され る可能性 も

高 く、再 び同棟 居住 から分棟 居住 に回

帰 していく可 能性 もあると思います。次

に、親 子 両 世 帯 の 「居 住 領 域 構 成 」

を、親 世 帯 の就寝 の場 所、食 事 の場

所 と形 態、交流 の揚 所 と形 態の三つに



位置 はまったく同じですが、親子 ともに農業 であること。特 に

姑 とお嫁 さんは一・緒に牛の世話をしていることもあり、一日の

ほとんどの時 間を共 にし、お嫁 さんは一・日じゅう気 が抜けな

い生 活を強いられています。この場合 、釜 屋は相 互干 渉を

促す負の空 間になっています。

調査 で、親 子双 方の今後 の居 住指 向(希 望する居住形

態)を 確 認 しました。結果 は、現在 の居 住形 態を追 認する

ものになっています。特 に現在 が分棟 の場合 、親 も子も分

棟がいいという評価が 最も高い。ところが、いま何 かの事情

で同棟 に変わってしまっている親は、このまま同棟 でくっつい

て生活 したいというのが大半ですが、子 どもは同棟はもう嫌

で、ほとんどが分 棟 に戻 したいと、親 子両 世代 間の微 妙 な

意識の違いが見てとれます。

分棟 居住 は 「他人行 儀で疎 遠な関係になる」という否 定

的 な意 見も親 の側 の意見 としてありますが、「相 互干 渉 が

少ない」「プライバシーが保てる」など、相互独 立性を評価

する意見 が子世 帯 において大勢 を占めています。親側 から

も、「別 々に生 活したほうが生活に張 りが 出る」という自立性

を評価 する意見が 見られ ます。また、「近 くにいるので安 心」、

「火急 の際 に素早 い対応 ができる」
、「相 互協力が得やすい」

という意 見のある一方、「親 からの干渉 を受 けやすい」という

否定的な意見も見 られ ます。意識 の持ち方で肯定 的、否 定

的いずれの評価 もあり、特 に親子 間で評価が分かれています。

都 市 における「隣居』のケース入タデオ

では、都 市での隣居 の可 能性があるのかどうか。比較 的

敷地の入手 が可能な地 方都市 であれ ば隣居が可能 ではな

いかと考 えて、福 岡市で調査 をしました。

最初 、隣居 のサンプルを集 めるのに苦労 しました。住 宅

メーカーに相談 したのですが、紹 介 していただけず、住 宅

地 図に着 目し、同じ姓の家が並んでいたら隣居 の可 能性が

あると想定 し、手当たり次第 にあたりました。

子の敷地 は平均60坪 、広 くても100坪 程 度 までで、親

の敷地 はそれより上回っていることがわか りました。例 外はあ

りますが、合計するととても敷地が 広く、敷地 と住 宅の所有

関係を見たところ、両方 とも親名 義がとびぬけて多い。住宅

は、さすがに半分 ぐらいは子の所 有ですが、隣居 は親 がか

りであることがわかります。隣居 の長所 、短所を尋ねたところ、

結 果 は、ほとんど隠居 の場 合と同じようになっています(図5)。

親 世帯側からみると、そばにいる安心感 、子世 帯側から見る

と、相 互干 渉の低減 、住宅 難の解 消、家事 ・育児 の助 力

が親 から受けられ るといった実 利的なサポートの充 足を評価。

親 了両 世帯 はつかず離れずの関係 をおおむね評価 はしてい

るものの、親世 帯側 の満 足度 に比べて、少し子 世帯 にスト

レスがかかっているようです。

準近居を中心としたナポート居住の様相

「準近 居」というのは
、近居 と遠 居の問を埋める用語がな

いと気がつき、私がつくった造語です。「親元 と自らの就業地

が 通勤 に差 し支えるほど離れ ている場合 、子世 帯が 自らの

通 勤等の利便性を考慮 し、かつ親世帯 への支援 のしやすさ

を考 慮し、親元 と自らの就業地 との中間地 に居を構 えること」

です。実際の調査 ではこういうことを特定 するのは非常に困

難 ですから、便 宜 的に判定 がしやすいように、親 子両 世帯

が 同じ市町村 ではなく、かつ同県内で分 かれて居住 している

ものとしました。



調 査対 象 は東 日本 から秋 田、宮 城、群 馬、福 井、愛 知

の5県 、西 日本か ら和歌 山、岡山、香 川、高知、福 岡、熊

本の6県 。県内の就 業の中心地である主 要都市 との位 置関

係、都 市化 との関係 も見 てみたいということで、各 市町村 の

民生委員各100名 程度 にアンケート調査 をかけています。

まず、同居、隣 居、近居 、準 近居 、遠 居、子無 し、不

明 という居住類 型別 では、東西 で、いまなお同居 が最 も多

く、次 に準 近居が 続きます。最も近 くに住 む子 どもの続 柄に

ついては、同居 、隣居では長男が多 いのですが、近居では

長男が減 って長 女が多 い。準 近居 はそれに匹敵。このよう

に、いずれかの子 どもが比較 的近 くに住んでいて見守 りがで

きていることで、「呼 び寄 せ老人 」にならなくて済んで いると

いうのが実情 のようです。

では、親元 と就 業地 の中間地 に住むことを、意 識 して決

めたのか とい う疑 問 が出ます。居住 地 を構 えるにあたって、

「親世 帯への支援 を配慮 したか」と聞いたところ、「強く考 慮

した」というのは東 日本 も西 日本 も10%強 程度ですが、「あ

る程 度考 慮した」を含めると6割 ぐらいは、親 の面 倒を見や

すいように、意識 して居 住地を構 えたことがわかりました。親

が子 を訪 問する頻度 は、東 日本、西日本とも準近居 の場 合

は非 常 に少ないですが、子が 親の家に里 帰 りするのは、準

近居では結構 多 く、近居に近い支援ができているかもしれま

せん(図6、7)。

子 か ら親 への 生活 的援 助 についても、近 居、準 近 居、

遠居で比べてみると、準近居 は、近居 と同じぐらい援助 がで

きています。遠居 に比べて差 があることが見てとれ ます。親

のどちらかが欠 けると、息 子、娘が心配 して同居に移 る 「呼

び寄せ老 人」のケースが多いのではないか と予想 して聞い

てみたのですが、全然そんなことはないようでした。この場合 、

親のほうの自立が進んでいると見てよいのかもしれません。い

ざというときまでは子どもの厄介 になりたくないということかもし

れませんし、近居 とか準近居 などによって、ある程度 の親の

支援がカバーできていると見るべきなのかもしれません。

「準近 居」は、「遠居」とは異なり、有力なサポート居 住 と

認められ、居住政 策的 に取 り上げる価値 は高いと思います。

今後における「ナポート居住』の展望

結果 として、一人 っ子が増 え、親 にべったりが多 くなると、

特に未 婚化がどんどん進 んでいることも含 め、同居はこれ以

上減 らないのではないか。隣居 については、戸 建住宅 の場

合は敷地規 模が最 大の要件 であり、今 後の増加 は限定 的。

地 方都 市、農 村 部 においては可能 性 が高 い。準 近 居 は、

了世帯 か ら近 居 に近 い支援 が得 られる居 住形 態で、農村

部では現実 的な選 択肢である。ただし、市町 村レベルの居

住政策 では対応 困難 であり、県 域 レベルのマクロな政策 を

必要とするのではないか。

こう見 てい くと、「近 居」が親 子 の自立と支援 のバランス

がほどよくとれ た居住 形 態ではないか と思 えてきます。特 に

都市においては、子 世帯が就業 を得 る可 能性が高いですし、

老親 への支援 の両 立 も可能性 と有効 性が 高いので はない

か。なお近 居、準 近居、遠 居 の場合 、親子 両世帯 は離 れ

ているので、家族 の支援 にとどまらず、社 会 的支援 、特 に

地域か らの支援 を居 住政 策上の課題 とすべきである。高齢

者の研 究をすればするほど、高度経 済成長 以降 「地域のな

かで どう住 んでいくか」ということを軽 視してきたことのツケが

いまどんどん回ってきている気 がしています。



大月(司 会)会 場 か ら質 問を受 けな

が ら、討論 をしてい きたいと思います。

佐々木誠(日本工大)

「マルチハ ビテーション」や 「二地域 居

住」と、金 先生 の 「ネ ットワー ク居住 」と

はどういう関係にあるのでしょうか。

金 平 日は狭 いけれ ど都心 の便 利 な地域 のマンションで

暮 らし、自然 豊か なところにも家 を持 って、週 末 はそこで

過 ごす ことが"マ ルチハビテーシ ョン.で 、その時 に、都

市に機 能的な面で特化 された集合住 宅を一 人 または一 家

族のみ使 うのではな く、ネットワーク上の各拠 点の複 数の

人が必 要に応 じてシェアするとい う暮 らし方です。"ネ ッ

トワーク居住.と は、隣 ・近居で あろうと、遠 居であろうと、

「家族 と意識 する範囲」で各拠 点がつなが っているか どう

かで違いが あります。ネ ットワーク居住 の選 択肢 のひとつ

として、マルチハビテーシ ョン的なす まい方 が あると、私

は捉 えています。

佃悠(東 京大学)先 ほど韓国の自主的なグループホーム

的な暮 らし方 の話 があ りました。私 も先 日、高齢者 施設 に

調査 にお こなった時に、特 養が センターハ ウス とな り、各

々の家 がサテライ トとなるようなかかわ り方が あるので は

ないか という話 を聞いたのですが、それ と近 いのかな と思

いました。韓国の事例での提供主 体はどういうものなのか、

また今 後、中心住宅 と最小 限の住宅 とい

う関係 がで きて い く時 に、中心住 宅 を誰

が提供 してい くべきなのか、考 えられ てい

ることを教 えて ください。

金 先 ほ どの韓 国の事例 は、実際 のグループホームで は

あ りませ ん。村 には、何か のときに村 民みんなが集 まって

行事 をお こな う、日本 でいう町内会館(公 民館)み たいな

ものが必ずあ ります。村の高齢者 たちが毎 日そこへ集 まっ

て、お金 を出 し合 って一緒 に食事 をつ くって食べ る、お し

ゃべ りをする、テレビを見 る、といった 日常的 なことをや っ

ているのです。みんないるか ら寂 しくない、孤立 しない と

いうことで 自発 的な共 同体生活 集団ができたので す。それ

を見て、それぞれ の地方 自治体 が これは非 常にいい と思 っ

たんです。高 齢者が住 戸 ごとに孤立 せずそういうところに

集 まって生活 すれば、非常 に安心 できるということで、公

的に支援 す るようになった という

経緯です。高齢 ・過 疎地域 におい

ては、子 どもたちが どうしても遠

距 離分散 になりがちで、日常的な支援や交流 ができない。

親 しい隣 人同士が一緒 にいる、お互 いに助け合 うことで一

人 でい る不 安か ら逃れ る。いちばん若 い70代 のおばあさ

んが進ん で掃 除 をした り、食事 をつ くったりしている。日

常 的な生活 を共有する 「自発 的高 齢者 グループホーム」を

地域 の高齢者 たちが自らつ くっているのです。

佃 今後 、中心住 宅 を提供 してい く主体 についてはいか

が ですか?

金 西洋 とは違 って、親了 関係が 居住 関

係 にまで方 向づ けされてい るのが韓国 と

日本 の特 徴で す。韓国 では中心 住宅 とな

るのは圧倒的に親 の住宅です。しか し、最

近 は集 まるのは長 男の家 にするなど、状況 に応 じて中心に

なる拠点が 変わ ることもあ ります。ネットワー ク居 住関係

の各住 宅でどこ(誰)が 中心 になるかは状況 に応 じて変化

する。精 神的 に中心 となるところ(親 の住 宅になることが

多 い)で あった り、経 済的にゆとりのある拠点であった り、

実 際にネ ットワークを意識 して、ここを中心にしようと住 ま

いを考 えるケースもあ ります。

佃 独居 高齢 者 が増え、地域 のつなが りが以前 と比 べて

希 薄になっています。地域での コミュニティが崩壊 してい

くなかで、ネ ットワーク居 住ではどういうものがつなが りの

核 になってい くので しょうか。

金 「社会型 」の友人であったり、公共 サービスであった

り、そういった 「第三の拠 点」があって、それ らとつ ながっ

た状態 にな らないと、独居 高齢者 はどんどん孤立す るよう

になっていきます。自ら拠点(つ なが り)を確保 ・保持 する

ために、一人 ひ とりが努力 しないといけない し、それ を地

域 でサポー トするシステムが必要です。

大 月 ネットワー ク居住 を考えた とき、いろいろな住 まい

方 の提 案が可能だ と思 います。金先 生 は 「軽い住居」 「中

心住居 」という概念 を出されました。

荻 野邦彦(環 設計室)nLDKと いう核家

族 を中心 にした住 居が現在 は主流 になっ

ています。家族 の形 態 が変 わって、地域



のネ ットワークが広 が って くると、そうい う住居 の構成 自

体が 変わってい く必要があ るのではないか。これか らそれ

らが どう変わってい くかを伺えますでしょうか。

金 ネットワー ク居住 を考 えた時 に、nLDKと い う形 は

そぐわないか もしれません。必要 とする機 能に特 化 され た

空間 を備 えることが適 していると考えます。ミニキッチン

の程度で、寝 るだけの小規模 の住宅 であった り、分 散家族

が集 まってつくって食 べて交流 し合 う空 間を充実 させ た住

宅、あるいは昔 なが らの広 間の空 間を備 えた住 宅など、か

かわ りと交流 の度合 に対 応で きる多様 な住 宅が 求められ

ます。そこで、住宅平面 のなかに可 変性をいか に取 り入れ

るか、空 間の柔軟 性をいか に高めるか、住宅 そのものを計

画段階か ら変 えることが必要 だ と思 います。

親の住 宅 にはもともと子 どもが使 っていた部 屋が あっ

て、子 どもが出たあ ともそのまま残 っている場 合が多 いで

す。しか し、子 どもの住 宅 に親の専用部屋 があるか といえ

ば、ほとん どない。 「気兼ね なく(私 が)使 える部屋が(そ

こに)あ る」ということで、全然違 うかかわ りの仕 方が生 ま

れ ると思います。そういった意 味で、ネ ットワークの中の拠

点 となる住 宅 に誰 かが使 える空間や部 屋をいかに備え る

かが、重要なポイントになると思 います。

大月 金先生 の先 ほ どのお話のなかで、

地域 間ネ ットワーク居住 を機能 させ るた

めの中間拠点が必 要 ということが あって、

それを 「第 三の拠 点」と呼んでいます。一

方で 、上和 田先 生は壱岐 の事 例で、本 家 と隠居の問 に釜

屋 という場 が あって、それ を 「第 三の空間 」とおっしゃっ

ていました。また、社会学 で はルイ ・オールデ ンバー グが

「ザ ・サー ドプレース」というのを提 唱していて、ファース

トプ レースは"自 分 の家.、 セカンドプレースは"職 場 。、

サー ドプレースは"都 市 の中の どこかの自分の居場所.と

言 って います。実 はファース トプレースの前 に、もうひと

つベースになるゼ ロプレースが あるのか なとい う気が して、

そことファース トプレースの問にい ろいろな空 間が見つか

るので はないか と思 うのです。上和 田先生 がおっしゃる第

三の空 間、釜屋 は、いわゆるnLDKで は語れ ない世 界だ

と思 うんです。その可能性 についてお伺 いで きますで しょ

うか。

上和田 釜 屋の存在につ いては、交流 の場 としてよく活用

され てい る一方 で、それ が干 渉空 間、イ

ンターフェアになる負の空間にもなること

か ら、私はどち らか というとあまり肯定 的

に捉 えていません。隣居の本 来の独立性

が損なわれ るとい う単純 な話で、釜屋 が結 局、両者の居間、

食事 をす る共用 空間になってしまっているか らです。そも

そも隠居 とは、 「父 子二代不 同居 」が原則で、分 かれて独

立 して住 んだ うえで協力 をするのが、本 来 の隣 居の存在

意義です。うまく活用 され ていれ ばよろしいのですが 、隣

居の場合 は第三の空 間が否定 的な空間になるだ ろうと思

います。

かな り遠 く離 れて暮 らしている場合 は、第三 の空間 、集

まる空 間については肯 定的に とらえたいと思いますが、計

画論的 に見た時に、どういう設 け方 があるのか については

懐疑 的で、知恵 を出 し合 って、こういう事例 がある、可 能

性があ ると、議論 され るべきだ と思 います。私 の準近 居 に

ついて も、それを空間論 的、計画 論的に捉 えた捉えた時 に

どういうふ うにもって いくべきかは、実 は私 自身迷 ってい

て、それについて提案 はで きかね る状況です。

大月 上和田先 生は、お話 の中で、自立 と支援 のバ ランス

を強調 され ていました。第三の空間的なものが非常 に身近

なところにあると負の効果 をもた らす可能 性 もあるけれ ど、

ちょっと遠 い ところだ と、金先 生が おっしゃるような可 能

性があって、拡大家 族で使 う、みん なで使 うような空間 に

もなりうるのではないか というお話だ と思います。

横江麻 美(大 和ハウスエ業)私 はハ ウスメ

ーカーに勤めて いるので すが
、いつ も三

大都 市圏主 眼に事例 を見 てい くことが 多

い もので すか ら、上和 田先生 が、近 畿地

方で は和歌 山県、東 日本 では群馬県 という調査対 象 につ

いて、その選 び方 はどうい う意図なのかをお聞 きしたい と

思います。

上和田 とにか く全 国 に網 をかぶせ るとい うことで、まず

当時2400～2500あ ったと思 いますが、全市町村 の住 民課

長さんに、どういう居住類 型が最近増 えているのか をお尋

ね しました。そして準近居 が多そうだ と思われ る地域 を狙

って調査 したわけです。東西 の違 いを特段 考慮 したわけで



もあ りません。ただ、国勢調査 で もはっきり出ていますが、

東 日本 にもともと同居が多 く、西 日本 に隣居 ・近居 が多い

ことが わか っていて、それ は念頭 においていました。三大

都 市圏を調査 対象 としなかったのは、いろいろな要素 が交

じりすぎて、準近居 という形 態を把握 するのが難 しそうだ

ということからです。

横江 た とえば埼玉県 に住 んでいて、東 京 に通勤 するな

ど、県を隔 てての人 の流 れが あるので、そのあた りも明 ら

かにしていただ けると面 白い と思 います。

上和田 ぜ ひ、や ってみたいと思います。

金 私はネットワーク居住調査 のとき、地域 分散を狭域 圏、

中間域 圏、広域 圏の三 つに分 けたのですが、都 市部 とか

農山村部によって違いはあるものの、中間域圏内に分散 子

世帯の うち誰 かは必ず お りました。上利 田先 生がおっしゃ

る準 近居 と、私が調 査で見 ていた中間域 はほぼ同じ概念

であって、数 的には結構 あるという感 じで、近居 とか隣 居

ではなく、準近居のほうが むしろ多 いか もしれ ませ ん。

大月 金先生 は家族 が役割 を担い なが ら分散 して家族 を

成 り立たせ ているシステムに注 目していて、上和田先生 は

空間の距 離感に注日され いる。同じ現象 を違 ったアプロー

チから攻 めていて、実 は同じ現象 の裏表 を扱 ってい るので

はないか ということが、はからず も今 日わかって面 白 く伺

いました。

松本吉彦(旭 化成ホームズ)上 和田先生 は、

サポー ト居住 を考 えたときに、高齢者が 自

立 しているうちは離 れて住 んだほ うが距

離感 としていいけれ ど、孤 独死 な どの問

題 に対 して、見 守 りの重要性 を提 唱 しておられ ました。し

か し実際 には、より近 い距離感で ない と見守 り機 能が果た

せないのではないで しょうか。

私 自身は分離 同居 という、同居 しなが らで きるだけ分 離

す る住 宅 を研究 してい まして、物 理的距 離 と交 流頻度 の

相関関係は高 いことがわかっています。物理 的距 離はすご

く近 いけれ ど一 切干渉 されないで済 むとか、あまり交流 し

ないで済 むとか、そういうちょっとギャップをつ くるテクニ

ックが計画 論 として求められているのではないか と思 って

います。

上和 田 高齢 の親 といって も年 齢 の幅が あります。距 離

もそれに応 じた対応 にせ ざるをえないという当た り前の こ

とを、どう計画論 的 に考 えてい くか。実距 離 よりも、時間

距離のほ うが物差 しとしてはいい と思 います。親が多少の

介 護 を受 けなが らも自立 して生 活で きる

間 は、最低 月1回 は子 どもが帰 って きて、

「父 ちゃん、母 ちゃん、元気?」 とい うこと

で もいいのだろうと思 います。それを超 え

て、自立 できなくなった時 にどうするか。これは状 況による

としか言い ようが な く、経済 的にも仕事 のうえで も家族 に

余 力が あり、しょっちゅう通 える距 離で あれ ば、通 ってお

世 話をすれ ばいい と思います。それが困難で あれば、それ

こそ身近 なところ、あるいは親 元の近 くの施 設で対応 して

いただか ざるを得 ない。その状況 になる前 に、地域 はどう

するのか。僕 はここがいちばん肝心 な論点だ と思 っていま

す。

話題 はそれますが、小規模多機 能型居宅介 護施設 の研

究 もお こなっています。小 規模 多機 能 は、厚 生労 働省 の

切 り札 で、今後 の地域密 着型サ ービスの最前線 なんです

ね。ところが調べてみると、近 くにそれがあ りなが ら、高齢

者 が そこを使 わず に遠 方の施 設 を使 っている。住 み慣れ

た地域でお世話 をするという本来の理念が どこかにいっっ

て、利 用圏が ものすご く広が ってい ます。そういう人 を支

えるのに機 能的な対応 をしておけばいい という観念 があっ

て、事業 所 も定 員を確保 したいがために、つてをた どって

遠 くか ら呼んで くる状況 なんです。しか し、僕 は、狭 いコミ

ュニティのなかでその高齢者 を知っている人がお世話 する

形 になるべきだと考 えてい ます。ただ、これは非常 に難 し

いことです。都市 ではコミュニ ティは崩壊 した といわれて

います。ここでパ ラダイムシ フトをして、地 域 に根付 いた

高 齢者 を核 とした コミュニティづ くりを進 めてい くべ きだ

と思 います。そういう意味で は、 「コンパ クト・コミュニテ

ィ」、みんなで協力 して生活 してい くシステムを再 構築 す

るべきで、今後 は 「タウン・マネジメン ト」が必要 になって

くると思います。

大 月 元 気な うちは家族 がサ ポー トしな

が らでいいけれ ど、介護 度3ぐ らいになっ

た時 には、近居 、隣居、親 子サポー ト、ネ

ットワー ク居住で はたぶ ん救 えない。家族

で見 きれ なくなった らどうするのかを議論 しておかないと、

家族 の機 能にい くら希望 を託 して も限界が あります。金先

生 は、非血 縁ネ ットワークが補 完的 に存在 し、その役割 と

可 能性 について言及 され、上和田先生は、社 会的サポー ト

をどういう圏域で見 るべ きかという話をされ ました。

近隣 コミュニティ、社会 的サポー ト、行政 的システムは



どういう役 割を果 たさなければいけないのか、いままさに

議論 されなければいけません。

金 ヨーロッパでは最近 、扶養 とか育児を目的に家族が 同

じ地域 に集 まって住む、小 さなコミュニティ 「ミニマル ・コ

ミュニティ」が話題 になっているそうです。韓 国の最近 の

例 として、育児 ・介 護 目的に近 くに集 まって住 む、アパー ト

団地 に集住 する、並 列するアパ ー トを2戸 購 入 してバル コ

ニーをつなげるな どがお こなわれてい ます。また、 「氏族

社会 の到来」と銘打 って、1階 と2階 をメゾネ ット形 式にし

て、3世 代 が住 めるように設計 して売 り出 したら、高額 に

もか かわらず、す ぐ完 売 した とい う話題が最 近あ りました。

小 さいコミュニティ、親 しい関係づ くりとして、各拠点 は血

縁で も、非血縁で も、とにか くつ なが る、かか わる。こうい

ったものが これからの居住 において市要なキーワードだ と

思います。

そのなかで地域 に公的なサー ビス

をいか に充実 させ るか、小 さいコミ

ュニティのなかにいか に組み込んで

い くかが、高齢 社会 を乗 り切 るカギ

とな る。分散 され た状態 で、それ ぞ

れの居住 履歴 を保 ち、自立 ・独 立 し

た生活 をしなが ら多様 なつなが りを

いかに組 み込 んでいくのか。そこが、住宅 の面 でも地域 計

画の面でも重要なポイントになると思 います。

大月 最後 にひ とつお聞 きしたいのですが、気 になるのは

ジェンダー(男 女)で す。いろいろなネ ットワーク居住 のな

かで男の果たす役割、女 の果 たす役割 、また、嫁姑 という

古今 東西、未 来永劫 人類が 解決 できなさそ うな深 い問題

が あります(笑)。 嫁姑 をどううま くさばくかが、実 はネ ッ

トワーク居住 を成 り立たせ ている深遠 なる原 因で はないの

か と私 は思っているのです。夫の親なのか、妻 の親 なのか

によってず いぶ ん振舞 いが違 うだろうし、間合 いのとり方

も違 う。実 際に二世 帯同居 の家を設 計する時は、それ によ

って設計が 相当変 わると思 うのです。そうい うことも踏 ま

えてお伺い したいのですが、いかがで しょうか。

金 既 婚世帯 に 「どこまでを家族 と思 うか」と問います と、

一緒 に住む 自分 の家族 のみを家族 ととらえる人は少ない
。

夫側 も、妻側 も、両方 の親 は家 族であ るととらえています。

分散 距離 と互 いのネ ットワークカ、つ まりそれぞれの拠点

が もっている力が どういうものかによって、夫側 の親寄 り、

妻側 の親寄 りの差が出 ますから、一概 には言 えませんが、

いまは一人 っ子の時代で、両方の親の面倒 をみるとか、夫

婦双方 の少ない兄 弟姉妹 との関係や交流 に関 して、結構

積極 的な考 え方 をもっているなという感触 を得 ました。ジ

ェンダー問題 は、儒教的価値観 がわ りと強い韓 国のほうが

多いと思 うのですが、若い世 代は価 値観が西洋化 し、あま

りジェンダーにとらわれない傾 向が強 まっていくので はな

いで しょうか。ライフステージによってネ ットワークの拡大

と縮小 を繰 り返す なかで、その都度、必 要なもの、つなが

れ るものとつながって支援 、交流、援 助がで きれば、それ

で十分 ではないか と思 います。だか ら、ネ ットワー ク関係

は永 遠 に続 くものではな くて、常 に変化 するものだ と思い

ます。

上和田 自分 の経験 か ら言 っても、嫁姑 の関係 を軋礫 が

ないようにす るのは、や っぱ り夫の役割次 第だな と思いま

す(笑)。 まず 「家の継承」という問題 があ ります。それ を

念頭 にお く限 り、嫁任 せにせずに夫

も加勢す るという立場 に立 たなけれ

ばいけない と思 うのですが、最近 で

はその意識 はず いぶ ん薄 れて きた

と思 います。逆 に 「家 の継承 」のこ

とは考 えないという前 提で あるなら、

あまり嫁 姑の関係が発 生 しないよう

な居住 形態の関係 を結んでい くことのほうが大事か なと思

った りします。その延長線 上に地域 支援を考 えると展望 が

描けるという関係 で、とらえています。

ジェンダーにつ いてはもうひとつ の観点が あって、男性

の生 活能力 は、年 をとれ ばとるほど低下 していきます。高

齢者施 設調 査 を随分 お こない ましたが、だいたい女 性 は

食後集 まってペチャクチャしゃべ っているので すが 、男性

はそこに入 っていけない。で も入 りた くて、女性 が井戸端

会議をしている周 りをぐるぐる回っているんです。そして、

孤立 してい く(笑)。 悲 しい男の姿ですが、これをなん とか

しな くてはいけない。こうい う問題 のほうが面白い と思って

います。

大月 はか らずも金先生 も上和田先生 も、嫁姑 については、

悩んで もしようが ないよとい うようなお話で、金 先生 から

は 「一人 っ子」というキーワー ド、上和 田先生か らは 「家の

継承 」をおさらば した向 こうに地域 が見 えて くるとい うお

話で した。 「一人っ子」と 「家の継承」という課 題をつむい

でい く必要 があるとい う大 きな示唆をいただきました。今

日はどうもありが とうございました。(文 責=編 集部)



賃貸住宅の利用価値と経済価値

の持続への提案
講 師……竹 内一雄+森 尻 謙一+上 林一 英+田 村誠邦+

門脇耕 三+堀 富博

司会 ……小泉 雅生

開催 日:2011年3月1日(火)

場所:す まい ・るホ ール(東 京 ・水道橋)

第3回 目のシンポジウムでは、建物としての住宅につ

いて、「住宅建築の持続性」の観点から 「住まいのサス

テイナビリティ」について考えてみた。

持ち家も賃貸住宅も、改修や所有者や家主の世代交

代、相続などの時点で、その後の持続可能性が再評価

され、持続や売却等が決まる点に変わりはない。しかし、

賃貸住宅の場合は、賃貸住宅市場への適合 ・不適合と

ういう物差しで常に市場や利用者からの厳しい評価に

晒されているために、利用価値 ・経済価値の持続に相

応の努力が求められている。住宅全体の約40%余 りを

占める賃貸住宅の持続に向けて検討すべき事項や検討

のプロセスを検証する事が、持ち家を含め他の住宅の

普遍化につながると考えられる。基本性能に関する法

への適合を確保しつつ、経済的視点から検討を加える

ことがその後の活用への有力な手がかりとなる。(住総研)



賃貸住宅ストックはどうなるのか? 賃貸住宅ストックの構成

「20年 後 には、賃貸住 宅の半分 が空 き家 になる」と言 う

と大 袈裟に聞こえるかも知れませんが、住宅 ・土 地統 計調査

(総務省 統計局 より)か ら推計すると、それほど大 きく外れた

話ではありません。

わが国の総人 口は、2004年 の1億2,779万 人でピーク

に達 し、その後 減少 へ向かいます。それ に従 い、その後 の

2015年 には世 帯数 も5,060世 帯をピークに減 少に向かい、

2033年 には4,818世 帯 になると予測されています。

しか し住 宅 ス トックは、現 在 年 平 均 で74万 戸 増 加

(2003年 から2008年 の平 均)が 、2033年 には46万 戸

増加 ぐらいと増加の勢 いは弱 くなりますが、2033年 のストック

数は7,198万 戸になると予測されます。

その中で全 体 の38%を 占める賃貸住 宅 のストックは、現

状の2,190万 戸(2008年 時点)が 、2033年 には23.8%増

の2,712万 戸 に達すると予測されます(図1)。

賃 貸住 宅 もこれから人 口や世帯 数 が年々減少 していくな

かで、ストック数は増 加 していくという状況 になり、余剰住 宅

が増加 する原 因のひとつとなっていきます。この状 況 に対 し

て、適 切な住 宅ストックを有効 に活用する手法 を見つ けるこ

とが、私たちの課題のひとつであるわけです。

まずわが国の賃貸住 宅ストックの状 況から見ていきたいと

思います。

2008年 の住 宅 ・土地統計調 査(総 務省 統計局より)に

よると賃貸 住宅 ストックの 内訳 は、民間賃 貸住 宅 が1,337

万戸、公営賃 貸住 宅が301万 戸 となっています。民間賃

貸住宅 は2033年 には約1,724万 戸 に増加 しますが、公

営賃貸 住宅 は、新 しい供 給がないため徐々に減 少すると予

測されます。賃貸住 宅比率では、1983年 度 には18%あ っ

た公営住宅 は、2033年 には5%ぐ らいまでに減 少していきま

すので、今 後、公 営賃貸住 宅に求められる役割 は変わって

いくと考えられます(次 頁、図2)。

一住 戸当 りの平 均面 積は
、持家が122㎡ 、公営借 家 は

51㎡ 、民間借家 は43㎡ と、持家 に比べて賃貸住 宅は非常

に小規 模であることが分 かります。また一 住戸あたりの部屋

数 につ いても、持 家 が5.8部 屋、公 営 借 家 が3.4部 屋 、

民間借 家 は2.6部 屋 と、賃 貸住 宅 は部屋 数 も少なめです。

ただし、賃 貸住宅 は、ワンルームのような単身向け住戸 が多

く供 給 されてお り、統計 的に単 位面 積を押 し下 げる効果 が

あるので、必ずしも賃貸住 宅すべてが小 さくて劣悪 とは限 り

ません。



賃貸 住宅ストックの増 加とともに、余剰住 宅(世 帯数 を越

えた住宅数)は 、2013年 頃から急速に増加することが予 測

されます。これ は、世帯数 の減 少とストック数増加の相乗効

果 によるもので、現 状 のまま推 移 すると、約20年 後 の

2033年 頃になると、住 宅全体 の1/3が 、賃 貸住宅 に限っ

ていえば1/2が 、空室になると予測 されています(図3)。

残すべき賃貸住宅ストック、その価値とは?

増 え続ける賃 貸住 宅のストックのなかから、何をどのよう

に残 していくべきなのか。残すべき住宅のストックとその判 断

基準 となる"価 値.と は何なのでしょうか。

"価 値
.と は、「生活 していくうえでの必要 や欲 望を満たし、

満足を与えるもの」であるとして、経済学的 に"使 用価値.と

"交換 価値
。の二つの要 因があることを、イギリスIlr典派 経

済学 の創 始者 アダム ・スミスは示 しました。簡単 な例 として、

水 と宝石の関係がよく引き合いに出され ます。水 は非常 に有

用だけれ ども沢 山存在 しているため、交換価値 が低 く安価と

なる。しかし宝石 は、有用性は非常 に低いけれど希少である

ため、交 換価 値が高 く高価 になる。このように、使用価 値と

交 換 価 値(経 済価 値)と いう二 つの要 因か ら、それ らの

"価値
.が 評価 されています。

実際 に 「賃貸住 宅の価 値」に置き換 えてみると、使用価

値 として 市場のニーズ(要 求 され る面 積、性 能 ・仕様 等)

に対する充 足 度によって市 場価 格 が決まっていきます。市

場 のニーズは、常に変 化 し続 けるため、評価 され る側 の使

用価値 も時系列 的に変化 し相対 的です。

価値の評価と変化

不動 産関 係の価値 評価 のうち建 物 については、固定資

産 税評価 額がそのまま使われることが多いと思います。実際

に市場取 り引きされる場合 でも、この評 価額 がペースとなっ

て市場価格 を決めています。しかし現 行の固定資産 税法 に

よる減 価 償却 耐 用年 数 は、建 物、建物 付 属 設備(電 気 、

給 排水設備 等)な どの項目でしか分 けられておらず、これで

はスケルトン(構 造体)の 違 いによって、インフィル(内 装材

等)ま でもが一体 として評 価されてしまうという状況です。た

とえぼ、同 じ内装 材 を使 ったとしても、RC造 の場 合 は47

年 の減価 償却 に評価 されますが、木造 の場合 は22年 の

単位:百万戸

図2賃 貸住宅ス トックの内訳

賃貸住 宅 の約60%を 占める民間

賃貸住宅 は、現在 の1,300万 戸が

2033年 に は30%増 の1,700万

戸 をこえる。一方公営賃貸住宅 は、

2003年 の312万 戸 をピー クに減

少 しており、2033年 には半減する

もの と推測 される(回 帰分析による)。

図3余 剰住宅数 と比率 「空家 は

どのよ うになるのか」

世帯数 の減少 とス トック数 の増加

の相乗 効果 で2013年 以降 急速 に

余剰住 宅の戸数 ・比 率 とも増加 し

てい くと推測 される。



評価 になるというのが現状です。これからストック活用に向け

た対策 としては、欧 米でも取 り入れ られている個別 評価 が、

必要 になってくるのではないかと思います。

経年による価値と、ニーズの変化に対応する

あらゆるものが経年 劣化 し、価値 としては下がっていく変

化は避 けられない問題 です。

高 性 能 ・高機 能 のものや希少 価値 があるものは時 間が

経っても市場 ニーズに応 えられる可能性 は残されていますが、

低機 能 ・低性 能のものは市場ニーズに応 えられなくなり、よ

り早く市場 から消滅してしまう結果 になります。

定 期的なリフォームをおこない維 持 ・管理を的確 に続けて

いると、ある程 度、性 能と機 能 は維持 ができ、価値 は保 た

れます。たとえば賃貸 住宅 の場合 、市場 ニーズの範 囲から

逸脱 してくると、まず入居者 が集 まらなくなります。そこで、リ

フォーム(内 装等 の更新)を することで価値 が元 に戻 り、ま

たしばらくすると価値 がニーズの下限 に近 づくという繰 り返 し

になります(図4)。 さらに築30年 目めくらいで、リフォームし

てもニーズに適 合できないとすれば、多額 の費用 をかけてリ

ノベーションをして、その時の市場ニーズ(仕 様 や性 能)に

適合 させ るのか、または壊 して建て替 えてしまうのか。判 断

を求められ、その後 の賃貸 事業の成否 を大 きく左右すること

になります。

市 場ニーズを的確 に掴 むことがで きて、リノベーションが

成功すれば、その後、長 寿命化が 図れ る可能性 が出てきま

す。

地震 やテロ等の思わぬ社 会 的インパクトによって市場 ニー

ズの基本 レベルが変 わると、従前 の基本性 能を維持 ・保 全

していた賃貸住宅 でも、途 端に市場 ニーズに適 合しなくなっ

たり、既 存不 適格 になったりということが あります。たとえぼ

図4ニ ーズの変化 と建物 の経年劣化の対比

その 時点 のニーズ(利 用価値)と 劣化度(経

済価値)に よ って、 リノベ ーションか、廃棄

かは決定 されるため、住宅 がすべて優 良なス

トックと して残せるわけではない。

現状 の建築 基準 法の耐震基 準が このままでいつまで続 くの

か、誰も確 証がありません。難 しいことですが、将来 のニー

ズを先読み して考えることも、リノベーションには必 要なこと

です。

縮小社会におけるストック住宅

経済 状況 、縮小社 会、震 災等 自然災害 によって、ストッ

ク数が変動 する可 能性もありますが、賃 貸住宅 にとっては今

後ますます厳しい状 況になっていくことは確 かです。これから

の賃貸 住宅の維 持 ・管理 ・運 営やそのサービスは、変化す

る基本 性能 に対応 するとともに居 住者 のニーズをよりきめ細

かく的確 に捉え、多 品種 少量等 の新 しい方式 に活 路を見 い

だすことが必要 なのではないでしょうか。

またストック活用 に関しては、法制度 、技術面 でのハード

ルも多くあります。京都 大学名 誉教 授の巽和 夫先生 が、ス

トック活用の今 後の具体 的な方策 について、以下 の4点 を

挙げていましたので、本 日の議論の参 考にご紹介させていた

だきたいと思います。① 「スケル トン ・インフィルシステムの

発展」、スケルトンとして上部構造 は壊 しても地 下だけはスー

パースケルトンとして残す提 案。② 「ストック活 用戦略 の建

築部 門別 の策 定 」、"戸 建て/集 合 住 宅。や"民 間/公

共。などの発 注者別 に分 けてストック活用戦 略を立てる。③

「ストック改修 と建て替えの仕 分 け」。④ 「リユース、リサイク

ルの技術開発」。(「ストック活用の建築社会をめざして」/「建築

と社会』2010年10月 号)

本 日は、これか らの縮小 社会 における賃貸 住宅 の役 割 と

可能 性 について各 講 師 の方 々にご講演 いただ き、最 後 に

ディスカッションをおこないます。本 日のシンポジウムが、今

後の賃 貸住宅の運営や計画の参 考になれば幸いです。
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これか ら、賃貸住 宅の需給関係全 般 について、お話 し

したいと思 います。不動産 業界 は、景 気が良い時 はどん

どん良 くなるが、いったん悪 くなると過 去の投 資が負 担

となり、損失 が膨 らみ続 け るとい う業 界です。長 期的 に

見 ると、 これ か らの賃貸住 宅事業 は、人 口減 少 と少子 高

齢化 で、大 変厳 しい時代 に入ってい きます。 しか し、だ

か らといって、事業 を辞 めて しまうとか、 ともか く海外進

出 を決 定 して しま うとか ではな く、 デー タ分 析 を某 に、

客観 的に何 が問題 で どの ように検 討 した らいいのか、 そ

の一例 をお話 しさせて いただきたい と思います。

長期的な目線で人口動態を見据える

20年 先には40%減 となる不動産需要

はじめに、 日本 と東 京圏 の人 ロピラミッドを見 ていた

だ きます(図1)。 賃 貸分譲住 宅は、2005年 頃 まで次 々に

売 れて い ました。 ところが、その 上 り調子 の ところで、

耐震 偽装 問題 が起 こってしまい ました。2005年 時 の主

な購 買層 は、 団塊 ジ ュニ ア層 と言 われ て います。 団塊

ジュニア層 は、最 も人口の多い年 齢で200万 人 お り、今

年 で38歳 に な ります。 その10歳 下 の28歳 の人 口は

150万 人、 さらに10歳 下 の18歳 は120万 人 となってい

ます。

この人 ロ ピラミッ ドを基 に、単純 化 して言 い ます と、

現 在、あ るいは少 し前 まで団塊 ジュニアの年 齢層 をメイ

ンター ゲッ ト(購 買 層)と して いた事 業 は、団塊 ジュニ

ア世代 の10年 後 の需要 は25%減 、20年 後 の需要 は40

%減 になって しまうのです。

売上 げの40%減 はたいへ んなインパ クトにな ります。

損 益分 岐点 比率 を考 えて も、売上 げ は40%減 で も利益

が 確保 で きる業界 が 日本 にどれ だけあるで しょうか。つ

まり、今後 の不動産 の需要 を見 てい くには、全 体 の人 口

動 態 だ けで な く、た とえば年 齢 層別 のセ グメン トか ら、

市 場を見 ることが必要 であると思います。

賃貸住 宅需要 という視 点か らは、高齢者 や団塊 ジュニ

アの、特 に単独 世帯 の需要取 り込みが より重 要になると



●竹内一雅(た けうち ・かずまさ)

株式会社ニッセイ基礎研究所 金融研究部門 主任研究員

1990年 、北海道大学大学院環境科学科研究科修士課

程を修了後、同年野村総合研究所入社。都市計画研究

部、関西支社等で、地域産業復興計画の策定や都市開

発 プ ロジェ ク トの実行 支援 な どに携 わ る。1993年 、

ニッセイ基礎研究所 に入社 。現在 は、不動産 の市場分

析、投資分析を担当。

思い ます。

そのために将来 の人 ロピ ラミッドを見 てい きましょう

(図2)。団塊 ジュニア層 は、10年 後 の2020年 には46～

48歳 とな り、2030年 には50歳 代 後半 に、2040年 には

70歳 へ と近づ いてい きます。 賃貸住 宅事 業 では、長 期

的な視 点が欠かせ ませ ん。ぜ ひ、今後 の人 ロピラミッド

の形状 を忘れ ないで ほしい と思 います。 これ らの現 状や

見通 しを踏 まえて、住宅 の立地や 、ハ ー ド面、 ソフト面

な どの企 画 を考 えて いかな けれ ば ならない と思 います。

特 に、住 宅の再生 という視点か らすると、 まさにそういう

時期 に入ってきているのではないで しょうか。

次 に、年齢 別の人 口推移 についてみてい きます。図3

は国立社会保 障 ・人 口問題研 究所 という公 的機 関の推計

(2006年12月)で す。つい先 日、国勢調 査の集 計が公 表

され、2010年 の人 口は1億2800万 人 で、人 口が増 加

した とい う結 果が 出てい ました。 これ は多分 、誰 も予 想

していなかった結果 で、おそらく過去 の統 計の調査 方法

な どに問題が あったので はないか と言われ ています。以

下、2010年 の国勢 調査 の結果 による調整 をせ ず に議論

を進 めてい きます。

2005～2010年 まで は総人 口は横 ばいが続 き、ほ とん

ど変 化 はあ りませ ん。変 化 があ るのは2020年 頃か らで

す。2005年 か ら2020年 までは、人 口は3.9%の 減 少 に

すぎ ませ ん。ただ し、年齢 別 にみ ると大 きな違 いが 見 え

てきます。同期間 に、15～64歳 の人 口は12.8%の 減 少、

0～14歳 の年 少人 口は24.9%の 減 少 とな ります。つ ま

り、2020年 に は、子 供 の数 は2005年 に比 べ て3/4に

まで減少 します。

反対 に高齢者 は2005年 と比べ て、39.4%増 という大

幅な増加 とな ります。このため、15歳 以下 の子供 を持つ

ファミリー 向け住宅 の需要が減 少す る一 方で、高齢者 向

けの住 宅需 要が急速 に高 まることが考 え られ ます。つ ま

り、不動産 関係 者 にとって、高齢 者需要 の取 り込 みや創

出が非常に重要 になって くると思われます。

ただ、最 近 は、高齢 者の増加が 強調され すぎている気

もしてい ます。確 か に2020年 まで、高 齢者 数 は増加 の

D人 口は当面横ばいが続 く

D年 少人口(0～14歳)は 減少が続 き、15～64歳 人口は、

10年 で▲10%ず つの大幅な減少が続く

[〉高齢者数は、構成比の大幅な上昇の一方、2020年 以降の実

数はほとんど横ばい

〉東京都区部の住宅数の増加

[>2008年 に東京の住宅数は418万 戸

このうち、戸建は101万 戸、共同住宅は308万 戸



>2008年 に全国の空家率は13.1%、 東京 は11.1%、 都区部 は11.3%

D都 区部では、5年 ごとに5万 戸ずつ空家が増加 している

一途です
。 しか し、2020年 以降を見 ると、実 はそれ ほど

増 えていないことがわか ります。こうしたことも、実 はあ

まり明確 に認 識 され ていないので はないで しょうか。事

業 をされ る際 は、 この ことも考 慮 され るのが 良いので は

ないか と思 います。

また、人 口に比べて、世帯数 の増 加が遅 れて くるとい

うことも、統 計数字か らはっきりしてい ますので、考慮の

対象 になるか と思 います。人 口問題 研究所 のデー タによ

ると、都道府 県人口の将来予測 は、2005年 を基準 として、

た とえば、北 海道 で は2020年 まで に1割 近 く減少 しま

す。 この聞、 さほ どの減 少が 見 られ ないの は、神 奈川、

愛知、東京 ぐらいです。 しか し、東京都 で も、人 口増 加

を支 えているのは、実 は65歳 以上の増加 なのです。

東京都区部における居住状況

東京 都 区部 に着 目す ると、「居住 世帯 あ り」の住 宅数

は仲び率が高 く、1998年 か ら2008年 の10年 間で20.4

%の 増 加 となって います。特 に増加 しているのが、非木

造 の共 同住 宅で、4割以上の増 加になっています。これは、

ちょうどこの時期に団塊 ジュニ ア層 が東京 に転 入 して き

て、 それ に応 じて需要 が増加 したことによると思 われ ま

す(前 頁、図4)。

住宅数 の増 加 と同時 に、空家数 も急速 に増加 してい ま

す(図5)。 ただ し、実 は空 家数の増加 に比べ、空家率 は

さほど伸 びてい ませ ん。これ は、東京 では、住宅 供給 だ

けでな く需要 も同様 に大 幅 に増加 していた ということを

示 しています。

賃貸 共同住 宅の空 家率 を見 て くだ さい(図6)。 住 宅 ・

土 地統計 調査か ら作成 した もので、木造 アパー トと賃貸

マンシ ョンの空家率 には、区によってかな り差があること

が分 か ると思 います。少 な くとも私は これ まで、賃貸 マ

ンシ ョン とアパー トの空家 率 について一般 に議論 され て

い るの を聞 いた ことが な いので すが 、マ ンシ ョンや ア

パー トを開発 した り経営 した りするときには、東京都 内の

区別 にこれ ほどの格差 があ ることを一応念 頭 に入れ てお

いたほ うが良いだろうと思 います。

具体 的な区別でみ ると、た とえば、千代 田区では、木

造 アパ ー トの空 家率 が20%、 つま り5軒 に1軒 が 空家

となっています。マ ンシ ョン(非 木造 の共 同住 宅)の 空

家 率は36%あ り、っ まり3軒 に1軒 が空家 となってい ま

す。千代 田区、 中央 区などは、基 本的 に立地が 良いです

か ら、近年 の急速 なマンション開発 が空家率 を悪化 させ

たのではないか と思われ ます。ただ し、この図表 は、多

図6区 部にみた賃貸共 同住宅の空家率

ここでは長屋建 ・共同住宅 ・その他の住宅(一

戸建て以外の住宅)の うち、非木造の もの をマ

ンションとし、木 造のものをアパー トとした

D2008年 の都区部持家系住宅の空家率は9.7%、

賃貸用住宅の空家率は14.5%

D賃 貸用では戸建の空家率が11.1%、 共同住宅が

14.6%

[〉基本的にマンションの空家率がアパー トより低

いが、区別に大きな相違がある

D持 家系マンションと賃貸マンションとでは、空

家率に大幅な違いのある区がみられる。そうした

区では、それぞれの需給に大幅なミスマッチがあ

ると考えられる



分、開発 当時 は作成 され たことがなかった と思 われ ます

ので、おそらく空家率 の現状 が全 く把握 ・考慮 されずに、

土地 が用 意で きるか どうか、 そういうことだ けで開発 が

進 められ たことも多かったので はないか と思 います。

次 に都 区部 の所 有関係 と建 て方別の世帯数 を見 て くだ

さい(図7)。 都 区部 に は持家 系住 宅 に41%、 借家 に50

%の 世帯 が居住 してい ます。 ここで は、公営 の借 家、都

市再生機 構な どは、「公 的借 家」 とまとめて呼んでいます

が、それが7%、 不明が9%と いう状 況です。

借 家 に居 住 する世 帯 の家 族 類型(図8)は 、圧 倒的 に

単独 世帯 が多 く、女性 の単身者 が全 体 の27%、 男性の

単身者 が35%、 合 わせ て62%を 単 独世帯 が 占めていま

す。

次 に、共同住 宅 の借家 世帯 数 と持家 世帯 数 を、世 帯

主 の年齢 別 に見 ていきます(図9)。 ここで は3階 建 て以

上の共 同住宅 をマンションとしています。図 にあるように

D都 区部に居住する世帯の41%が 持家、50%が 借家に居住

している(不 詳値があるため100%に はならない)

[〉公的借家(公 営、都市再生機構、公社)が7%、 民営借家が39%

D借 家では、96%が 共同住宅に居住 している

共同住宅 では、借家世帯 の大半 を40歳 未満 の世帯 が 占

めていて、 それ 以上の年齢 で はどん どん少な くな ってい

ます。一一方、持家 共同住 宅の場 合、40歳 まで世 帯 数 は

増加 していきますが、それ以上 の年 齢で はほとんど世帯

数は変わ りません。 これ は、都区部の共同住宅 に関 して、

非常に重要なデータと考 えています。

都 区部 では、夫 婦のみ、または夫婦 と子 の世帯 の うち、

どれ だけの世帯 が民営の賃貸住宅 に住 んでいるのか、年

齢層 ご とに居住 比率 を見 てい きます(次 頁、図10)。 図か

らは、年齢 層が低いほ ど民営 の賃貸住 宅への居住比率 が

高 いことが分 か ります。男性 の単 独 世帯 の うち、45～

54歳 世 帯の40%が 民営賃 貸マ ンシ ョンに居住 している

ことが分か ります。 また、年齢が 高いほ ど、民営の賃貸

住 宅 に住 む人 は少 な くな り、75歳 以上だ と10%ほ どに

な ります。

で は、公 的賃 貸 マ ンシ ョンの場 合 は どうで しょうか

(次頁、図11)。全体 的 に、年齢層 が高いほ ど居住 比率 が

高 まってお り、民営の賃貸住 宅 の居住 比率 とは逆 の傾 向

にあ ります。 ここで特徴 的 なのは、 シングル マザーな ど

一人親 と子世帯 で は30代 か ら40代 の居住比 率が高 く
、

公 的賃 貸マ ンシ ョンで は、 これ らの世帯 を多 く受 け入 れ

ていることを示 しています。公的賃貸 マンシ ョンにおける、

こうした特徴 も、再生 の場合 は考慮 す る必 要が あるので

はないで しょうか。

D東 京都区部の共同住宅への居住世帯は、持家では35歳 以降、5歳 ごと

にほぼ同数

D借 家世帯では、25～35歳 の世帯数が圧倒的に多いという特徴がある

D低 年齢層が少なくなることは、借家運営には大きな影響がある

D東 京都区部の借家に居住する世帯の62%が 単身者(単 独世

帯)で 、男性が35%、 女性が27%を 占めている

D夫 婦のみ12%、 夫婦と子は14%



今後 の世帯 数(図12)を 見 るうえで肝心 なのは、家族

類型 ごとの世帯 数が今後 どの程 度伸びてい くかです。単

独世帯 だけではな く、夫婦のみの世帯や 一一人親 と子供 の

世帯 も増 加が予測 されて いるので す。ただ し、 ここには、

子供が独 立 した あとの高齢夫 婦のみの世 帯 とか、高齢者

の単 独世帯 なども多 く含 まれ てい ます。

今後 の家族類 型別の世帯数 と、先 ほどみた世帯 の居住

比率 などか ら、今後 の民営賃貸 マンシ ョンの家 族類型 別

世帯数が推計 できます(図13)。

直感的な不動産戦略からの脱出

これ までの居住用不動産 の開発や営業 戦略 は、かな り

直 感 を元 に進 められて きた部分が あるので はないか と思

います。不動産営 業の現場 の方 と話 をす ると、熱 意や誠

意 が最 重要視 されて いるような感 じさえあ ります。 しか

し、人口減少、少子高齢化 の中で、どの需要が 増加す る

ポイン トなのかを踏 まえて開発や営業 を していかない と、

い くら熱 意や誠 意 があって も、需 要 との ミスマ ッチか ら

逃 げ られ ませ ん。実 は、 これ まではそのような ことさえ分

D民 営賃貸マンションへの居住比率は、年齢が進むにつれて低下が

すすむ

D居 住者の多 くを占める単独世帯でも、単女とも40歳 以降大きく

低下が進む。夫婦のみ世帯は25～29歳 がピーク、夫婦と子世帯

は25歳 未満がピークで低下する

〉公的賃貸マンションへの居住比率は、年齢が進むにつれて

上昇する傾向がある

〉夫婦のみの世帯と単身者(男 女 とも)は その傾向が強い

〉ひとり親と子世帯では30～40歳 代が最も高い居住比率

〉公的マンションでは、高齢者比率が高 く60歳 以上が49%

D都 区部 の世帯 数 は、2008年 の418万 世帯 か ら

2020年 の449世 帯まで増加。単独世帯の増加が最も

多いが、都区部では、ひとり親 と子、夫婦のみの世帯

も増加が見込まれている



析す るデータが十分存在 してはいなかったのです。

今 は、住宅 ・土地統 計調査 の 「特別集 計」があ ります。

名前 だけで も是非覚 えておいて くだ さい。これ は、今 ま

でで きなかった、世 帯主の男女別、年齢別、家族類 型別

(単身か、夫婦 のみか など)、所 有関係別(持 ち家か、借

家 かな ど)、建 て方別(戸 建 か、あるい は共 同住宅 か な

ど)、また延床 面積別 や、世帯主 の収入 別、賃貸住 宅の

家賃別 な ど、今回の調査 ではじめて クロス集 計表が提 供

された、非常 に貴重 なデータなのです。

これ まで、高齢者 住宅財 団な どにより、シニ ア向 け住

宅 などが 多 く提 供 され て きました。ただ、対象 とな って

いる高齢者 の人たちの、持 ち家住宅 の、建て方別、家族

類型別 、延べ床 面積 別世 帯数 や、民間賃 貸住 宅 の建 て

方別、家賃別、家族類型別 の世帯 数な どは実 は把握で き

ていなかったのです。統計 として公 表 していなか ったの

で、実 際に、総務 省統計局 や厚生労働省 に確 認 したとこ

ろ、今 まで、そうした集 計をしたことが ない と言っていま

した。 これまで、 さまざまな高齢 者住 宅の供給 がな され

なが ら、実 は、現 状の住宅居住 の実態が把握 され ないま

ま、制度整 備だ けが進 んでいたのです。 これが いままで

D都 区部の民営賃貸マンションの居住世帯数は、2008年 の107

万世帯から、2020年 の117万 世帯 まで増加。ただ し、2020年

以降の増加幅は小さい

D都 区部の民営賃貸マンションの居住世帯数を世帯主の年齢別に

みると、40歳 未満の若年層では2010年 をピークに減少が始まる。

反面40歳 以降の世帯数では増加が期待できる年齢層もある

[〉都区部の民営共同住宅

の今後の世帯数 は、多 く

の 区 で2010～2015年

にかけて増加が見 られる。

ただ し、増加幅はその後、

縮小 し、2020年 ～2025

年には9区 で減少が予測

された



の住 宅供給政策 のひとつ の実態だ ったので す。

民営賃貸 マンションの今後の家族類 型別世帯 数をみる

と(前頁、図14)、 高齢 者 は実 はそれ ほど伸 びませ ん。先

ほ ど示 した ように、居住 比率が10%と 低 いために、高齢

になっても現状 の住 まい方が続 くか ぎ り、高 齢者 の民間

賃貸住宅居 住世帯数 は、世帯数全 体 と比 べて小 さなもの

にすぎない ことにな ります。なお、区別にアパ ー トを含 む

借家共 同住宅 の世帯数 を見 たのが図15(前 頁)に な ります。

所 有関 係別 に見 た、今 後 の高齢 単 独世 帯 の要介 護 ・

要支援 世帯数 の見通 しを推計 したのが図16で す。今後 、

高齢者 の一 人暮 らし世帯 数が急速 に増加 すると考 えられ

ます。 このため、今後 、持 ち家 世帯 を中心 に、高齢単独

世帯の被介護世 帯数が急増す ると考え られ ます。

さらに、東京都 の観 察医務 院が調査 した、高齢 単独世

帯 における孤 独死数 と、住 宅土地統計 調査 における結果、

そして将来 の世帯 数予測 に基づ き、今後 の高齢者の孤独

死 数 を住宅所 有 関係 別 に推計 したのが 図17で す。その

結 果、今後 、高齢単 独世帯 数 の増 加 により孤独 死数 も、

大 幅に増加 すると予測 されました。

今後 の賃貸 住宅 のあり方 を考 える上で、シニア住 宅を

その 中に取 り込 む方向 を検討 してい るのであれば、介護

や 孤独死 の問題 は避 けられ ない と思 われ ます。そのため

には、ハー ドの対 策だ けで なく、コミュニテ ィの問題 や、

資 金の問題、 あるいは自治の問題 などを含 めて、多面 的

に取 り組 んでい く必 要が あると思 います。以上 で私 の話

を終 わりたい と思います。ありが とうございました。

D高 齢化の進展にともない、要介護 ・要支

援世帯数の増加が見込まれる。2008年 に

全国では71万 世帯の要介護 ・要支援世帯

があ り、この うち持 ち家世帯が48万 世帯、

借家世帯が21万 世帯と推計

図16全 国/高 齢 単独世 帯にお ける要介

護 ・要支援世帯数の見通 し[所 有関係別]

(出所;ニ ッセイ基礎研究所が推計)

〉高齢単独世帯の増加により、今後東京都

区部でも孤独死数が増加すると考 えられる。

2008年 に、都区部では2,211人 の孤独死

があったが、2020年 には3,109人 に増加し、

このうち持家世帯では約1700人 、民営借家

では800人 、公的借家では500人 程度に増

加すると思われる。



民 間 賃 貸 住 宅 の 再 生 の 課 題 と 解 決 事 例

森 尻 謙 一 株式会社リビタ常務騰 役・ンサルテ・ング事業本部長

リビタのシエアプレイス

リビタ リノベーション分譲 事業 の展 開

今 日は、民 間事 業者 として、実際の事例 を中心 に紹介

させ ていただ きます。 まず、私 どもの会 社 についてです

が、「リビタ」 とい う会 社 は、お もに東京 電力の資本 で、

新規事 業 とい うかたちで6年 近 く前 に設立 され、い ま70

人 くらい の非 常 にこじん まりとした会社 で す。 リノベー

シ ョン とハ ビ タを交 ぜ た言葉 で 「リビタ」 と名 付 けて、

主に住 宅の リノベーシ ョンをキーワー ドに事業 をしてお り

ます。

今 日のテーマの賃貸住 宅 とは違 って、分譲 マ ンシ ョン

の話 になって しまい恐縮 ですが、我が社 の事業 は、 リノ

ベーシ ョン分譲 事業が 主にな ります。 これ は、企業 の社

宅を丸 ごと1棟 買い取 り、それ をフル ・リノベーシ ョンし

て分譲 マ ンシ ョンとして販 売をす るとい う事業で す。場

所 によって も違 い ますが、おお むね同 じ場 所 に同 じよう

な広 さで建て る新築 マンションよりも、3割 ぐらい安 い値

段 で買っていただけるものをつ くることがで きます。

昨年 には、阿佐 ヶ谷 駅徒 歩8～9分 で、90㎡ ぐらいの

物 件 を分譲 したので すが、 この辺 りの相 場で 考 えると、

新築 の場合、1億 円に達 して しまうような金額 にな る条

件 を、4,000万 円台で購 入 で きる物 件 にな りますので、

買い手にとっては大 変お得 な物件 で した。

この ような事業 を展 開 してい くなかで、細か いニーズ

にも応 えなが ら、徐 々に事業 拡大 をした という経緯で 現

在に至ってい ます。

柔軟な事業形態で

同 じように社 宅 を買 い取 って分譲 マ ンシ ョンにす る場

合で も、常 に空 っぽ になった社宅 が手 に入 るとはかぎ り

ませ ん。ケースバ イケースで条件 が違 います ので、 その

都度、事業形態 を柔軟 に考 えて対応 してい きます。

た とえば、大手 企業 の社 宅 を買 い取 ったもので も、 ま

だ社 宅 として引き続 きお住 まいにな る方 もいるというケー

スがあ りました。 その場合 、共用部 についてはある時 期

にまとめて リノベーションをお こないますが、社宅住 戸に

つ いて は、我 々が買い取 ったあ とに、 リースバ ックという

か たちで賃 貸 を継続 して もらい、転 勤な どで徐 々に退去

され るに従 って、順 番 に再 生 して分 譲化 するとい う仕組

みをつ くりました。

その物件で は、 リノベー ション時 にはオール電化へ の

改修 をお こない、その入れ替 え期 間中は、廊 下にプロパ

ンのボンベが置 いて あった りす ることもあ り、不 思議 な

光 景 にな ることもあ ります。数 年 をか けて徐 々に再生 を

進 め、全員 の方 が退 去 されて、 ようや くそ こで事業 とし

て終 了します。

また初 めか ら賃貸事業 を動か しなが ら、徐々に分譲へ

とか えて い くケース もあ ります。小 さな物件 ですが、バ

ブル期 に分 譲仕様 でつ くられていたもので、外国の方が

100%に 近 いような高級賃 貸 マンシ ョンの物件 での事例

です。この賃貸 マ ンシ ョンをわれ われ が所 有 して、 そこ

での賃料 収入 も事業 収支 に組 み込 みなが ら、段 階的に販

売 してい くとい うような事 業形 態 を とりま した。 この場

合 、事業 開始 までの問 は、 基本 的 な賃料 収 入が あるの

で、 ある意味 で リスクが少ないともいえます。

このように、た とえ社 宅で も、完全 に退去 したかたち

での社宅 が うま く流 通 して いるわ けで はあ りませ ん。 ま

た賃 貸マ ンシ ョンを買 い取 る場 合は、特 に難 しい場合が

多 いです。その場合 は、ご紹介 した ように、二段 階式で

柔軟 に事業化 してい くことも、お こなって います。

次 は完 全 な賃 貸物 件 です。2006年 時点で 築43年 ぐ

らい という、 旧耐 震物件 を リビタで買 い取 って、耐 震補

強 を含 めた フル ・リノベーシ ョンをして、賃貸 マンシ ョン

として売却 しました。

この物件 は旧耐震 物件 で、検 済 も、図面 もなかったの

で、 まず は物件 を図面化 す るところか らおさえ る必 要が

ありました。 この物件 の場合 は相当な投資 をしています。

事 業 をお こなった時期が よか った と思 うので すが、い ま

の時 世で はとてもで きない事例 かもしれ ませ ん。結果的

に、 リノベ ーシ ョンする前 の賃料 と比べてL84倍 の賃料



にす ることがで きましたので、多少 の投 資 も無駄 にな り

ませ んで した。記憶 で は、4戸 のた めに、1億 円近 くの

投資 をおこなった とい うものです。

シェアプ回 スの事例

今 日の メイ ンとしてお話 しさせて いただ きたいの は、

私 どもで おこな う 「シェアプ レイス」 とい う事業 です(図

1)。「シ ェアプ レイス」 とい うの は我 が社 のブ ラン ド名

で、一・般 的にいう 「シ ェアハ ウス」事業 にあた ります。

これ まで、企 業 の社 宅 などを事業化 してい くことが 多

か ったのですが 、そのなかで、ワンル ームマンシ ョン型

で はな く、独 身 寮 の ような形 式 を してい る建 物 の リノ

ベーシ ョンも出来 るのか とい う相 談が、非 常 に増 えて き

ました。

ある企 業が 丸 ごと借 りていた ところで、一度 に退 去 さ

れ ると、オーナー さんはそのあ とが 大変 なんです。 また

同 じように企業 が 丸 ご と借 りて くれれ ばい いので すが、

5年 か10年 す ると空 っぽ になってしまった り、当然の こ

となが ら賃料 もどん どん下 が って い くとい う状況 へ傾 い

てい きます。 この状 況 を打 開す る策 として始 めたのが

「シェア プレイス」です。 ワンルームマンションが 当た り

前 の 時 代 にあって、独 身 寮 の ような リアル なコ ミュニ

ケー シ ョンの ニーズ もあ るので はないか と始 め ました。

勤 め先 か ら国籍 か ら性別 か らバ ラバ ラな方が一緒 に住 ん

む とい うのは、ユーザーに とっても、新 たなコミュニティ

を持て る暮 らし方 として、非 常に注 目されて きています。



● 森 尻謙 一(も り じり ・けん い ち)

株式会社 リビタ常務取締役 コンサルテ ィング事業本部長

1986年 、 東京大 学工 学部建 築学 科卒業 、同年 東京電

力株式 会社 入社。 同社柏崎刈 羽原了力建設 所、本店建

設部 を経て、1999年 ～ハ ウス プラス住 宅保証(出 向)、

同年、執行役員技術部長、2002年 ～東京電力株式会社

営 業部、2007年 ～同社 営業部 デザ イ ンセ ンター所長、

2009年 ～ リビタ(出 向)、 現在 に至 る。

具 体 的に どのようなことをおこなっているか とい うと、

そもそも独 身寮形 式の ものは、共用 部が充 実 しています

ので、その部分 をうまく転用 させ るということが ひとつの

ポイントになっていきます。

食 堂 を ラウン ジに した り、機 械 室 や ボ イ ラー 室 は、

オール電化 にす ると要 らな くなるので、フィットネスルー

ムに した り、ある物 件ではシアタールームにした りしてい

ます。共 用の下駄 箱だ った ところは、最近 、高級 な自転

車 をもつ人が多 いので、 自転車置 場 にした り、独 身寮 時

代 に賄 いさんが食事 をつ くっていた業務用 の厨房 スペー

スは、みん なが 一緒 に使 え るようなキッチ ンスペ ースに

した り、余 ったスペース をプールバー にした りして いま

す。大 きな共 同風 呂は、管理 的に多 くの コス トがか かる

ため、 これ はシャワーブースに変更 したりしています。

リビタで は、 これ まで9棟 、487戸 をシ ェアハ ウスとし

て手が けてきました。なかには、URの 団地 をシ ェアハ

ウス化 した事例 などもあります(図2)。

シ ェアハ ウスの典型 的な事例 として 「シェアプレイス

東神 奈 川」(次頁、図3)を 紹 介 したい と思 います。 ここ

は、個 人のオ ーナーさんが お持ちで、もともと企 業 の単

身寮 で した。当時 は20年 ぐらいの賃 貸借契 約が 多か っ

た ようですが、20年 の契 約 が切 れ た ところで空 いて し

まって、その後2年 空家 の ままだった物 件 の再 生 プ ロ

ジェクトで す。

このような場 合、老人 ホームにす るケースが非常 に多

い ようですが、老 人 ホームにすると事業 としてやめ られ



ない というのがオー ナー さん にとって非 常 に大 きな問題

にな ります。 また、バ リアフリー にする とか、エ レベー

ターを付 けなけれ ばいけないなど、改修工 事のために非

常 に大 きな投資が 必要 にな るとい うことで も困 って おら

れ た ところ、私 どものシェアハ ウスの提案 を気 に入 って

いただいて、事業化 に結びついたもので す。

オー ナーさん にはリノベ ーシ ョン工事 の投資 を しても

らい、私 どもで一 括 マ ス ター リース契 約 を して、サ ブ

リー スをす るとい うか たちにしてい ます。保証 賃料 を支

払 うので、オーナーさんの利回 りは、5～6年 で リノベー

シ ョンにかか る投資 を回収で きるかたちになっています。

良好な物件の状態を維持 していくためのソフト

シェアハ ウスを事業 として うま く維持 す るた めには、

ハー ドもさることなが ら、 ソフト面 での仕掛 けも重要 で

す。た とえば、「シェアマップ」 と呼ぶ大 きな地図 を貼 っ

て、「ここに こんなものがあるよ」 と、近所 の情報 をみん

なで共 有 す るものをつ くった りして い ます。 ここに は、

放 っておいた らじゃん じゃん書 き込みが あって、非常 に

楽 しそうな様子 が うかが えます。 しば らくして気 が つい

たら、ホワイトボー ドの余 白に 「今度高尾 山に登 りにい く

か ら、 みん な で 一 緒 に い こ うよ」 とか、「カ レー パ ー

ティーをや ろう」 といったことも書 き込 まれ るようにな り

ました。強制 され ることが ない、緩やかなコミュニティが

ご く自然 にで きてい ます。またそのほかの情報 もシェア

できる仕掛 けとして、ライブラリーをつ くった り、時 々こ

ちらでイベン トを仕掛 けることもあります。

基本 的には無人 で管理 を してい ますので、 こうした こ

とで、セキュ リテ ィ的な安 心感 が高 まると、結果 的 に稼

働 率が 上が って収支 が よくなって いきます。この物件 に

つ いては満室 に近 い稼動 を維持 して おり、常 に待 ち客が

いるとい う状況で、賃料 に関 しても少 し上 げるようなこと

が出来 る状況です。

この物件 で、総 工事 費 は1億1,000万 円 ぐらいです。



坪単 価18万 円台 とい うリノベーシ ョンの工 事で すので、

利回 り的 には、先 ほど申し上げたのも、 リノベーシ ョンの

工 事 に対 す る利 回 り、改 修 年数 とい う感 じにな ります。

建 物 の ほ うは20数 年 使 わ れ てい るので、十 分 償 却 し

きっています。 ここの土地 は先 祖代 々の土 地なので、賃

貸物 件 を保有 しているだ けで も保有 コス トが かか るもの

で、そういった どうして良いのか困 っているような物件 に

対 して は、非常 にぴった りのス キームで はな いか と思 い

ます。

シェアハウスのさまざまな発展

その他、独身寮以外 に、家族 向けの社宅等 を単身 向け

のシ ェアプ レイス として変 えた もの も手 が けて きました。

このようなケースの場合、 シェアハ ウスにすることによっ

て新 たな賃 料収 入 の可能性 を生 み出す こともあ ります。

埼玉 県浦 和 の物 件 では、3DKの 部屋 で とれ る家賃 は、

場所 によって上限 が決 まって きて しまい、 どう考 えて も

20万 を超 えるような家賃 をとることはで きない、せ いぜ

い15万 がいいところだ とい う物件が ありました。しか し、

これ を三 つの部 屋 に分 けて シェアルー ム化 す ることで、

合計 で ファミリータイプの上 限額 を超 え るような賃料収

入を得 ることがで きました。 このように、 シェアハ ウスが

いま、さまざまなかたちで発展 しているところで す。

築後40数 年経 ったUR団 地 をシェアハ ウス化 した多

摩平 の事例 では、壁 式構造 だったのですが、1階 の壁 を

ぶち抜 いたりしなが ら共用 部をつ くり、上階2～4階 をす

べて1ユ ニット3室 の ような形 のシェアハ ウスにした とい

うプロジェク トもあ ります。これ も周辺 のワンルーム相場

とさほ ど変わ らないような水準 の賃料 で稼働 す ることが

で き、事 業 として は難 しいの か な、 と思 ってい た もの

だったので すが、需 要 も十 分 にあることがわか りました。

こうしたシェアハ ウスのあ り方 もこれか ら展開 していける

と考えているところです。



民 間 賃 貸 住 宅 の 再 生 の 課 題 と解 決 事 例

上林一英 一般貝オ団法人住総研研究雛部長

シェア八ウスへの取 り組み

住 総研 の賃貸 集 合住 宅 の一部 をシ ェアハ ウス として

改修 しましたので、今 日はその紹介 を した い と思い ます。

シェアハウス取 り組みの背景

「市 ヶ谷加 賀町 アパー ト」 は、財 団が都 内 に所有 し運

営 している3カ 所 の賃貸集合 住宅の ひ とつです(図1)。

この アパ ー トは、都心部 にあるファミリー 向けの賃貸

住宅で すが、8棟 全 てが完成 したの は1977年 で、新 し

い棟 で築33年 、 古 い棟 で築41年 が 経過 して い ます。

壁式 プレキャス トコンクリー ト造5階 建 の建物 で、旧耐

震設 計で すが耐 震診 断を した結 果、現行 法並 みの性 能

を有 す ることが分 か った ことと、住 戸面 積 は60.2㎡ で、

住生 活基本 法 にあ る都 市居 住の 誘導居 住面積 水準 にあ

て はめてみ ると、2.26人 用 の住 宅 に該 当 し、新婚 家族

や小 さな子 どもの3人 家族 向けのファミリー型住居 とし

て の水準 にあ ること、 また この アパ ー ト全体 としては、

実際 に幅広 い家 族層 に利用 され てお り、 このアパ ー トを

優 良なス トックとして活用 してい く決 断の根拠 とな りま

した。

しか し、 賃 貸 住 宅 経 営 とい う点 で は、 平 均 空 室 率

9.48%、 標 準偏差 は5.26%と5～15%ぐ らいの範 囲で

空 室率 が推移 していた状況 が、2008年9月 の リーマン

シ ョック後 の景 気後 退や 都心 での賃 貸住 宅 の増 加 に よ

り、2009年 頃か ら空室が 目立 ち始 めました。

さ まざまな空室 対 策 を実 施 いた しま した。 家賃 を維

持 しつつ、仲 介 業者 の変 更、広 告の強 化や キ ャンペ ー

ンの実施 、礼金ゼ ロや フリー レン ト式 な どを導入 してみ

ま したが、成 果が 得 られず、 その後、家 賃 の低 減 や定

期 借 家方 式 も試 み ました が、 いず れ も反 応 が あ りませ

んで した。 こうした状 況の なかで、"シ ェアハ ウス、、の

可 能性 に着 目し、導入の検討 をはじめた とい うのが大 ま

かな経 緯です。

シェアハ ウス の メリット

シ ェアハ ウスは、い ま首都 圏を中心 に数 多 く運営 され

始 めていて、20代 後 半～30代 の女性が入居 者の70%

とい う比率(ひ つじ不動産rシ ェア居住白書』より)で 、 「人

とのつ なが りはもちたいけれ ど、縛 られた くない」 とい

う若 い入居 者層 に受 け入れ られて いるとい うことで した。

(シェアハウスとは:シ ェアハウスにはさまざまなタイプがみ

られるが、基本的にはプライベー トな個室数室 と、 リビング、

キッチン、 トイレ、風 呂、洗濯機な どの設備 を共有するス

ペースで構成 された、集まって住まう新しい居住方式。)
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市 ヶ谷加 賀 町 アパ ー トで実 際 にシ ェアハ ウス を導 入

す るべ く、シェアハ ウスを多数 展開 してい るひつ じ不 動

産 に相談 した ところ、 そこでの話 は大変 魅力的 なもので

した。

市 谷付近 であれ ば、投資額 を500～600万 円か ける

ことで、 ファミリータイプ と比較 して家賃 を1.5倍 程 確

保 す る ことが で き、 しか も、1～2カ 月で満 室 に な り、

投資 した資 金 も2年 ～2年 半 で回収で きるとい う話で し

た。

そんな うまい話な らば、他 で も事業化 して いるはずな

の に、なぜ近 くで事例 が少ないのか?と い う見方 もあ

りま したが、 とりあえず試 してみて、シ ェア居住 の研 究

と して も役 に立 つ との 考 えで、 「シ ェアハ ウス」 をス

ター トさせ ました。

対象物件の状況

「市 ヶ谷加 賀町 アパ ー ト」 の環 境 は
、都心 の閑静 な住

宅街 で、神 楽坂、 曙橋 や 市谷 に も交通 至便 な立地 と言

えます。

近傍 の家賃相場 と比較 す ると、 同様 のファミリー タイ

プで は、面積 の大 小で賃料 の変化 はな く、ほぼ20万 円

前後 にま とまって い ます。築 年 数で は、新 しい ものは

25万 円位 で、それ に比べて古 いもの は40%ほ ど下 落 し、

競争力が 弱い とい うことが分か りま した。

一方
、ワンル ームの賃料 相場 は、 ワンルー ムと1Kで

は、平 均 家 賃 が8.4万 円、管 理 費7.4万 円、 合 計9.2

万円ほ どです。

今 回の 「市 ヶ谷加 賀町 アパー ト」は、新 しいもので も

築33年 の団地型 の住 宅で、エ レベー ターの ない階段室

型 とい う形式 ですが、都心 にあって緑豊か で、日当た り



もよい とい う良好 な環 境です。 また一部住戸 か らは話題

のス カイツ リーも見 え、眺望 にも恵 まれて います(前 頁、

図1)Q

居住 者 につ いてみ ると、 市谷 周辺 、新宿 区全 体 では、

高齢 者 を除 く単 身世 帯 の比率 が4割 以 上が大 勢 を占め

るなかで、 「市 ヶ谷 加賀 町アパー ト」 は夫婦 のみ、夫婦

と子 どもの世帯 が非常 に多 く、 ファミリー主体の 団地 で

あ る といえます。 また、居 住者 は10代 か ら50代 が 主

体 なのですが、20代 は7.7%と 少ない ことが分か り、若

手主 体 のシ ェアを導 入 すれ ば、バ ランスが とれ た年齢

構成 になるので はないか との期待 もあ りました。

また団地 内には、住 棟間 に40台 の駐 車場が あ ります

が、都 心 で足 回 りが いい こ とと、月3万 円以上 と高額

で あることな どか ら、半分 以上が空 いている とい う状 態

です。 このスペースについて有効活用 を検 討 してい くこ

とも、 これか らの課題 です。

改修前後の住戸

改修 前 の住 戸平 面 は、和 室6畳 が1室 、洋 室が6畳

大 と4帖 半 大、居 間6畳 大、台所 、水 回 りとい う3LK

の構成 で床面積60.2㎡(18坪)で す(前 頁、図2)。

シ ェア住 戸 の1例 目 として、 南 向 き3室 を個 室 に し、

台所 と4畳 半 をまとめて コモン リビングに改修 しました

(図3)。 賃料 は、い ちばん大 きい部屋(13.2㎡)が8万

円、真 ん中 と角部屋(10.1㎡)は それ ぞれ7.0万 円、7.2

万 円で募集 した ところ、1カ 月以内 に入居者 が決 ま りま

した。

シ ェア住戸改修 の2例 目は、コモンリビングに も口照

と通風 が とれ るように試 みま した。 こちらは洋室6畳 大

で既存 の押 入 れ をその まま残 してい ます。工 事費 の低

減 を図 るた め、で きるだけ既 存 の仕上 材等 を生か し、 フ

ロー リングや下足箱 な どの備 品 も既 存の ものを利用 して

い ます。賃 料 は、東 向 きのい ちばん大 きい部屋(13.2

㎡)が7.7万 円、 同 じ向 きの 部 屋(10.1㎡)が7.2万

円、西向 きの最 も小 さな部 屋(8.4㎡)が6.1万 円で募

集 し、 こちらも同様 に1カ 月以内で入居者 が決 ま りまし

た。

両方 ともの コモン リビングと個 室には、居 住者 が 自由

に手 を加 え られ る壁 を設 け、1例 日で は、 自然素材 を生

か した内装や 、レ トロな家具 を入れて います(図3)。

事業判断の目安として

最低限 の利 回 りを確保 することを目安 に、家賃月額 の

100倍 にあたる建設投 資 を原則 としています。

た とえば、今 回のシェアハ ウスの場合 は、3室 家賃合

計21万 円 と、 ファミリー タイ プの15万 円で は、家 賃

差 は月6万 円あ りますので、 目安 になる投資 額 としては、

家 賃差 は月6万 円の100倍 、つ ま り600万 円 ぐらいで



あれ ば、投資 してもよい との判断 です。

実際の事業収支

シェア住戸1例 目(F402)の 収支 は図4の 表左 端です。

(図4・1～5の 合計)930万 円 とな って います。 この内の

コンサ ル ・宣伝 費の126万 円は、入居 者契 約 ・入 居の

しお りなどの作成等 の事業立上 げのひつ じ不動 産 による

支援 費用 で す。財 団人件 費 は、初期 調査 、 ヒア リング

調査 費な どの学 習費用が含 まれ ています。

2例 目以 降 は、 募 集 の広 告費 だ け にな って い ます。

設計 料 は100万 円 ほどで すが、設 計経験 者 で もあ る財

団職 員 が 自ら設 計 に関与 して費用 を削減 し、家 具 ・什

器 ・備 品 も最小 限の もの にしています。

合 理 的な改修 仕様+設 計料 を合 わせて表 中 の2～5

の合計 の工事費 が500～600万 円の範囲 になるとい う

ことがおお よそわかってきました。 この賃料設 定は、金

利3%の 借 入金 として、2年5カ 月か ら2年6カ 月 ぐら

いで償却 できる計算 にな ります。

一 年 の 定 期 借 家 方 式 の 募 集 で
、1例 目 は、 昨 年

(2010年)の10月 末 に広 告 掲載 し、1カ 月 もた たない

11月 中旬 まで に は応 募 者12名 に対 して 内覧 ・面接 を

お こない ました。 そこか ら3名 に絞 り込 み契約 して、12

月上旬 か ら入 居を開始 しました。ただ しこの ときの反 省

は、入居時期がバ ラバ ラで あったために、先 に入居 した

人のイメージです まい方が 固定化 されて しまうという点

で した。 応募 の関係 もあ ります が、入 居時 期 を短期 間

に絞 り込 んだほ うが よさそ うだ ということが分か りまし

た。

収支/空 室率/今 後の可能性

フ ァミ リー タ イ プで 家 賃 を安 くした方 が いい の か、

シ ェアハ ウス に改築 して貸 した方が い いのか を単 純計

算で比較 して います(次 頁、図5)。

設定 条件 として、 ファミリータイプは初 期投資(原 状

回 復 費 用)70万 円、 家 賃12.5万 円、 稼 働 率80%で 、

これ に対 してシ ェアハ ウス は、初 期投 資(改 修 工 事 費

等)600万 円、3室 家 賃合 計21万 円、稼 働率95%で

設定 し(い ずれ の場 合 も金 利や税 負担 を考 慮 して いな

い)、 この二つ のモデ ルで比較 す る と、シ ェアハ ウスの

場合 は、約2年 半で初期投 資が 回収 できます。

ファミリータイプの場 合 は、約7カ 月で初 期投資 が回

収 で きます が、そ の後 の 累積賃 料 で は、 シ ェアハ ウス

は、4年 半 で ファミリー タイプ と1司額 とな り、10年 後 に

は約1,800万 円に、そ の収 入倍 率 は、約1.6倍 にな り

ます。その後、 ファミリー タイ プとの収入 の差 は ます ま

す大 きくなります。



シェアハ ウスへの改修 は、経済面 で はス トック活用 の

方法 のひ とつ として大 きな可 能性が あるので はないか と

思われ ます。

「市 ヶ谷 加賀 町 アパ ー ト」の空 室率 は、 シェアハ ウス

を導入 した直後 か ら、ファ ミリータイプの値 下 げ とあい

まって、急激 に低 下 してい ます。現 在の空室数 は、 ファ

ミリー タイプ3戸 とシ ェア用 住 戸 の2戸 で、空 室率 は

7.2%に なって います(図6)。

さいごに

今 回 の シ ェアハ ウス導 入 は実験 的 な試 み で した が、

結 果 的 に賃 貸住 宅ス トック活用 に対 す る有効 性 を検 証

す ることがで きました。特 に 「市 ヶ谷 加賀 町 アパ ー ト」

にお ける、居 住者 が い る賃貸 集合 住 宅 をシェアハ ウス

に改修 す るという事例 は、ス トック活 用 としても珍 しい

ものです。

今後 は、団地 内にコモ ンスペースを設 置す るな ど、団

地 住 民や地 域住 民 間の コ ミュニケー シ ョンの活性 化 に

向けた場づ くりも提案 できるので はないか と考 え ます。

URや 公営 住宅 な どで、「市 ヶ谷加 賀町 アパー ト」 と

同様 の、WPC造 の団地 型集 合住 宅 が多 く残 され てさ

れて い ます ので、それ らの活用 の先 駆 的な事 例 として

発信 で きれば と思い ます。



民 間 賃 貸 住 宅 の 再 生 にお け る事 業 性 の 課 題

田村誠邦 株式会社アークブレィン代表取綴

新築事業と再生事業の大きな違い

まず は じめに、賃 貸事業 にお いて"新 築。 と"再 生"

の場 合 で は、 まず 事業 収支 の考 え方 が違 って い ること

か らお話 ししていきたい と思います。

"新 築
。 の場 合 は、投資 を何 年 で回収す るか、 あるい

はその後、幾 ら手元 に残 るか などで収支 を考 えていきま

す が、"再 生"の 場 合 は、 現 にあ る程度 の 収入 が あ っ

て、 その うえで別の投資 を始 め るとい う点が大 きく異な

ります。つ まり、再 生事業 は、現状 よ りもメ リッ トが見

込 めなけれ ば事 業 として成立 しない。 また検討 の結果、

場合 によって は賃貸事業 その ものをや めた方が 良い とい

う判 断 も考え られ ます。 その場合 には、賃貸 事業 をや め

て売却 した場合 どうな るか までを比較 す ることにな りま

す。 この ように再 生事業 には、新築 よりも多 くの検 討が

必要 となって くるわけですが、 それ に必要 な ことはどの

ようなことか考 えてみたい と思 います。

賃貸事業の特徴

まず 、「賃貸 事業 」の事業上 の特 徴 につ いて整 理 して

いきたい と思 います。

賃 貸事 業 は、言 うまで もな く立地 や敷 地 の個別性 に

依存 した事業 で、投資 額 も大 きいので、全 て 自己資 本

で は実 現 が不 可 能 です。 つ ま り自己資 本 比率 が低 い、

あるいは借入 金比 率が 高 い とい う借 入金 依存 の体 質 に

な ります。 そのた め結果 的に、資 本回収期 間が長 くなる

ため、固定費が大 きく、損益分 岐点が高 くな ります。つ

ま り、売上 げの変化 が利益 を大 きく左右 して きます。た

とえば、入居 率が下が り、空室率 が上が って くると、急

激 に利益 率 が低 下 す るとい う特徴 をもって います。 ま

た、事業 開始 当初 の設 定条 件 によって、その後 の長期

的 な収 益 構造 が 規定 され て しまう とい う特 徴 もあ りま

す。た とえば、通常 のファミリー型 プ ランをシェア型 に

変 えるのであれば、収益 も劇的 に変わ る可能性 があ りま

すが、 そ うで もな い限 りは、 間取 り、立 地、 プ ランで、

収益構造 は規定 され て しまう。つ ま り、 はじめの段 階か

ら、 投資 額、資 金調 達 の条件 まで が全 て決 まって しま

うとい うことで す。

ところが、開業後 の収支 は、 その ときどきの不動産市

場 の動 向、 需給 バ ランスや、地 域 の盛 衰 によ り、 その

都度 変動 します。事業 主 の経営 努力 でカバ ーで きる部

分 もあ りますが、それほ ど大 きくはあ りません。

従来 、大 家 さん と呼 ばれ るような賃 貸 事業 は、安定

的事 業 の典型 の よ うに思 わ れて いま したが、 実 は、事

業開始 前 の条件 設定 で、開業 後 の長期 的な 市場 リス ク

を見込 まな くてはい けない とい う、かな り高 リスクの事

業で あることを知ってお く必要が あ ります。

実 は、 バ ブ ル崩 壊 前 まで、 この リス クは地 価 が 上

が ってい くことで表面化 しないで済んで いました。 しか

し、 土地 神話 の終 焉 に ともなって、今 後 は賃 貸 経営 の

リス クを真 正面 か ら捉 え、 その軽 減 に努 め る必要 性 が

高 くなってい ると思 います。

● マーケットリスクの増大(空 室率の増加、賃料の低下、礼金 ・敷

金の減少、人口減少、ファンドによる大規模賃貸マンションの増加など)

●制度的 リスクの増大(原 状回復の東京ルール、更新料無効の裁判、

相続税の増税など)

●消費者の選択手段の変化 ・情報の多様化(イ ンターネットによ

る部屋選びが主流に)

●事業として経営者の努力や能力が問われる(事業経営としての

中期的取り組みと、市場環境の急激な変化への対応が必要)

●市場競争力(物 件の魅力)の 低 下(築 年数による老朽化 ・設備

機器等の陳腐化、間取りの陳腐化など)

●一般的に借入金の残債 がある築16年 以上の賃貸住宅では、

キャッシュフローの悪化が懸 念される

●特にバ ブル期 に建設 された物件の市場 ボ リュームが大 き

く、それらの競争力低下が著 しい

●築20年 以上の物件 では、大規模 リニューアルか建替 か、売

却かといった選択を迫 られるケースも多 くなっている
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賃貸住宅事業のリスクに係る最近の動向

で は、 その リスクとは何 か。

初期 投資上 のリスク、資金返 済上 のリス ク、 マー ケッ

トリス ク、法的 リス ク、制 度的 リス ク、物 理的 ・機能 的

リスク、流動 性低下 リスクな ど、ざっ と挙 げただ けで も

これだ けの リス クが考 えられ ます。 これ らを一つ ひとつ

軽減 していかな けれ ばな りませ ん。

賃 貸事 業が破 綻 す るパ ターンで、一番 多 いのは資金

返済 上 の リス クです。 要す るに借 入 での投 資額 が大 き

す ぎ る、借 入 過多 とい う場合 が 多 いのです が、 それ 以

外 にもい ろいろとリスク回避 を していかな けれ ばな りま

せん(前 頁、図1)。

まず ひとつは、マーケッ トリス クの増大 です。

最近 の賃貸事業 では、空室率 が増 加 し、賃料が低 下、

敷金 ・礼金 も減少 して い くという傾 向があ ります。 この

背景 には、人 口減 少の 問題、 とくに空室 率 が高 い都 心

部 で は、 ファン ドによる大 規 模賃 貸 の増加 が非 常 に大

きな影 響 を与 えてい ます。 これ は東 京 都 内にかか わ ら

ず、福 岡、仙台、札 幌 などで も同 じ状 況が み られ ます。

要 す るに、需要 を無視 して大 量供 給 した影響 が まわ っ

て きている とい うことで す。

それ か ら制 度的 リス クとい うもの も、非常 に大 き くな

ります。原 状 回復 の東 京 ルール が徹 底 され つつ あ りま

すが、 それ以外 に更新 料無 効 の裁判 がお こなわれて い

る ことや、相続 税 の増税 な どが昨今 の話 題 です。 また

今 後 の税制 改 正が どうな るか わか りませ んが、小規 模

宅 地 の評価 減 の特 例 につ いて、相 続 時 に、持 家 のあ る

相 続人 は評価 減 の特例 が使 えな い とい う税 制が既 に始

まって います。

それ か ら、 消費者 の賃 貸住 宅選 び の手段 が大 きく変

化 してきました。昔 は駅 前の不動産 屋 さんの店 先 に貼 り

出 され て い る情 報 を一 生 懸命 見 て探 した もので す が、

最 近で はインターネ ッ トが主流 になって きてい ます。そ

うしたなかで、 経営 者 の努力 や能 力が問 われ る時代 に

なって きました。賃貸 経営 をされてい る方は、事業経営

としての中長 期的 な取組 み のほか に、 急激 な市場環 境

の変化 に も対応 していかなけれ ばな りません。

特 に老 朽化 した賃貸 住宅 は、物件 の魅 力が低 下 して

いますか ら、 それ に対 して どの ような対処 をす るか とい

うこ とが重 要 にな ります。一般 に賃貸 事業 は、15年 で

設 備 の減 仙償 却 が終 わ るので、築16年 以降 の事業 対

応 が非常 に重要 になって きます(前 頁、図2)。

築後15年 経ち設備 の減価 償却が終 了する と、所 得税

等 の税額 が増 える上 に、古 くなった設備 の交換 な どで、

そ うす ると、急激 にキャッシ ュフローが悪化 します。バ



ブル期 に建設 され た物 件 は、 すで に築16年 ～20年 ぐ

らい になってい ますので、 い ま追加 投資 を しなけれ ば、

競争 力低 下が著 しくなると思 われます(図3)。

築20年 以上の物件 は、大規 模 リニューアルか、建 替

えか、 さもな くば壊 して売却 す るとい った選択 が迫 られ

ます。 市場環 境 の悪化 の なかで、適 切 な リニ ューアル

投資 を積極 的に行 ってい くとい うことが、生 き残 りに不

可欠 で、それを具体的 にどうす るか というのが テー マに

な ります。

事業性を決めるコスト

賃 貸事 業 の継続 に は多 様 な選択 肢 があ ります。 た と

えば追加 投資 をせず に、家賃 を下げ るというの もひ とっ

の選 択 で す。 もし くは大 規模 な リニ ュー アル をお こな

う、また場 合 によっては コンバ ージ ョンで用 途 を変 えて

しまうという方法 もあ ります。 それか ら、 もう事業継 続

は面倒 だか らそのまま建物 ご と売却 する、あ るいは建 物

を解体 して土 地 を売 るとういの もひ とつの選択肢 で しょ

う。 この よ うな多様 な選 択 肢 のなか か ら、適 切 な もの

を、 どの ようにして選べ ば良いか、その選択 のキー とな

るものに再 生にかか るコス トの問題 が あります。

新 築 の場合 は、長 期事 業収 支計画 を作成 して事業 性

を判 断 します。具 体 的 には、初 期投 資 の設定 、資金 調

達 、収 入 ・支出 を算出 しアウ トプ ットの計算 をして、借

り入 れた お金 を何 年 で返 せ るか、 また手元 に幾 ら残 る

か とい う計算 を します。 そ して、事 業 の安全 性 や収 益

性で事業性 を判 断 していきます(図4)。

しか し再生 は、す で にその建物 によって何 らか の経

済 的な活動 が行 われ てい ますので、事 業が 成 り立 てば

それで よい という新築 とは考 え方が 異な ります。事業者

の意思決定 のポイン トは、 この再 生 プロジ ェク トが従来

の事業 よ りも有 利なのか、 あるい は、売却 よ りも有 利な

のか といった ことまで考 えることにな ります。

再 生 投 資 の 場 合 の事 業 収 支 は、 「現 状 維 持 」、「リ

ニ ューアル」、「コンバ ージ ョン」、 「売却 」 といった選択

肢の うち、最 も経済 的に有 利な選択肢 を判 断することが

が必要 になってい ます。

また、再生投 資 とい うの は、現状 で既 にうまくいって

いな くて、問 題 が あるか ら再 生投資 をす るわ けです か

ら、 その事業 を実施 す る上での阻害要 因や リス クを洗 い

出 した上で、現実的 に判断 しなけれ ばなりません(図5)。

考 え方 として は、外部 要因 の経 済的 な環 境の変化 や、

地域 の変化 、内部要 因の老 朽化 や陳腐 化 を含 めて、比

較 ・評価 を して意 思決定 をしてい きます。その ときにフ

ローチャー トとして、定量 的な基 準 もあれば、定性 的な

基準 もあ るだろうということが考 えられ ます。

図6は 、 プロジェク トの価 値 を評 価 する仕 組 みです。

ここで は、 リニ ュー アル の ところだ け説 明 します。 図の

②P2と い うのが リニューアルの価値 ですが、 リニ ュー

ア ル を前提 とした 建 物 の再 生 投 資 額(Co)を キャ ッ

シ ュフロー の支出 です ので マイ ナスで ます。 それ にリ

ニ ュー アル を前 提 とした建物 再 生投資 によって、再 生



後n年 間 に生 み出 され る経済 的利益 の現 在価 値 の総 和

(Ao)、 つ ま り、実 際に投資 をした結果 生 まれ る純収 益

で す。 それ のあ る想 定 の年 月、た とえば10年 な ら10

年 の純 収益 の現在価 値 の総和 をプラス します。つ ぎに、

T-K-Sで すが、Tは 、土地価 格、Kは 解体 費用 、S

は借家 人 の立 ち退 き費 用 を表 します。10年 後 な ら10

年 後 に建 物 を壊 す と土 地が 残 るの ですが、 土地代 か ら

解 体費用 と借 家人 の立 ち退 き費 用 を差 し引 いて、それ

を(1一 トi)のn乗 で割 る。つ まり、現在 価値 で評価 し

ます。iは 割 引率 です。 この ように、 リニ ュー アル、 コ

ンバー ジ ョン建 物 を取 り壊 しての土 地売 却、現 状維 持

の各 ケース を比較 して、 いちば ん価値 が 高い ものを選

ぶ とい う判断 が考 えられます。

た とえ ば、東 京 の 中央 区で500㎡ の 上 地 で、 延 床

2,800㎡ ぐらい のオ フィスビルが あ るとします。 これ を

現 状維 持、 リニ ューアル、 コンバ ージ ョン、売 却 の各

ケー スにつ いて、平米 あた りの価 値金 額 で比 較 してみ

ます。現 状維持 の場 合 は25万 円/㎡ 、 リニ ューアル し

た場合(図7)は28万 円/㎡ 、 コンバー ジ ョンした場合

(図8)は30万 円/㎡ 、売却 した場合 は23万 円/㎡ 。 こ

のな かで いち ばん価値 の高 い ものを選 ぶ ことが で きま

す。実際 には売却 に伴 う税金 の問題 も考 慮 しな くてはい

けませ んが、 ここで は細か い計算 は省 略 しています。

ただ しこうした計算 は、た とえば空室率や回収 費用 を

少 し変 えるとまた結 果が変 化 します(図9)。 どう変化 す

るか は、マー ケッ トを しっか りと分析 しなけれ ばな りま

せ んが、 これ か らの賃 貸住 宅 で は、場 所 に よって は非

常 に空室率 が高 くなってきています ので、その辺 りの リ

ス クも含 めて考 えると、壊 して売却す るとい うのがベス

トの答 え とな ることも多 いので はないか と思い ます。

しか し、 このように選 択 をして も、実際 にそれが実行

で きるか どうか は別の問題で す。



まずひ とっ め に、資 金調 達 上の 問題 です。 多 くの場

合、既 存 建物 には抵 当権 が 付 いてい ます ので、既存 建

物 に再 投資 をす る場合、 さらに借 り入 れがで きるか どう

かが大 きな問題 にな ります。現状で空室率 が高 くなって

きたか ら次 なる投資 をしようと考 えてい る場合、銀行 側

か らみ る とオー ナーの経 営 が十 分 に うま くい っていな

い、 または経営能力 に疑 問の ある人 とい う見方 をされ る

可能性 が あ ります。それで もお金 を貸 して くれ るか どう

かが 問題 です。

コンバージョン実行 するためには

わた したちは、 コンバ ー ジ ョン研究 会 の活 動 を2000

年代 前半 にや ってい ましたが、 その ときの成 果 として、

以下 のような問題 があ ることがわか りました(図10)。

ひ とっめ、 コンバ ージ ョン実行 には、建物 オーナー を

コンバ ージ ョンす るのが最善 の道 で あるとい うこと。要

す るに、持 ち主 が替わ ると信用 力が増 してお金が借 りら

れ るということです。

二 っめが 、既存 テ ナ ン トの立 ち退 き問題。 日本 では

非常 に借 家権 が強 いの で、一挙 に退 去 させ ようとす る

と、非常 に費用 がかか ります。一度 に丸 ごと改修 がで き

れ ばいい ので すが、現 実問 題 として、 それ はなか なか

難 しい。空 き部屋 になった ところか ら、ひ と部屋ず つ部

分改修 してい ると、 コス トと手 間がか か ります し、 また

居 なが らの施 工 となるの で非常 に問題が起 こりや すい。

こうした ことが、賃貸 住宅 の リニ ュー アルの場合 にはい

ちばん大 きな問題 にな るだろ うと思 います。

三つ めは再生 が困難、 あるいは コス トが きわめて高い



場合 。 これ は建 物 自体 の物理 的 な制約 や、法律 上 の諸

問題 をク リアす ることが必 要 とな ります。 また、再生 の

た めの コス トが どの ぐらいかか るのか わか らない という

ことも、大 きな課 題で あることを付 け加 えてお きます。

四 つめ に、権 利関係 が借 地権 の場 合 には、地主 さん

の承諾 が必 要 なので、建 物所 有者 が 自由 に増 改築 で き

ない とい う問題 もあ ります。東京で調 べてみ ると、築 年

数 が経 った もの は意 外 と借 地権 付建 物が 多 いので、 こ

のあた りも大 きなテーマになるだ ろうと思 います。

五つ め、所有 者が事業 リス クを とれ ない場合 。つま り

検討 はするものの、結局決 断がで きない。 これ もきわめ

て多い例で す。 ですか ら、オーナーさんをコンバ ージ ョ

ンしたほ うが 早い とい うこ とにな るのですが、 なかなか

そ うもいかない ところが、いつ もこの種の プロジェク ト

で苦労 するところです。

再生の社会的な課題

また事業 主 に関す る課 題 だ けで はな く、 社会 的 な課

題 もあ るだろうと思 います(図11)。

一 つ は
、居住 者 の意識 改 革で す。 これ まで新 築志 向

が非常 に強 くあ りました。ただ し、 これ につい ては、 リ

ノベー シ ョン物件 や、 シェア居住 の増加 な どによって、

ここ数年 の 間で ずいぶ ん改 善 されて きた ように思 い ま

す。ただ し、分 譲 につ いて はまだ まだハー ドルが高 いよ

うで す。

それか ら、ス トックに対 す る投 資 について、優遇制 度

の整備 が必 要 です。具体 的 に税 制、融 資、還 付金 な ど

い ろい ろあ りますが、新築優 遇で はな くて、少な くとも

新築で も既存住 宅へ の投資 で もフラットな制度 にす るこ

とが大事 なポイン トだろうと思 います。

現在 の年 間新 築戸 数 は、 住宅 ス トック総数 の およそ

1/70で す。い まだに新 築時 の制度 を一生懸命 改正 しよ

うとして いますが、 その新 築 の70倍 のス トックが どう

なっているのか とい うと、昔の確認 申請 の図面、確 認済

証 、検 査済 証 を もって始 ま るわ けです。 また既 存 不適

格 だ とい うことが証明 できない と門前 払い になって しま

う。 この あた りを何 とか しない とどうしようもないので

はないか と思 います。 また個人 的 には、ス トックの基準

法 を別 に用 意すべ きだ と考 えています。

もうひ とつは、ス トックの建築行為 の質 の向上 や コス

トの透明化 です。い まいろいろな動 きが進 んで きてい ま

すので、徐 々に改善 されつつ あると思 いますが、引き続

き努 力が必要 であ ると思 います。 そ して、 ス トックへ の

建 築 行為 を支 える人材 育成 、既存 賃貸 住宅 につ いて も

流 通市場 が整 備 され る必要 があるだろうと思 って お りま

す。

賃貸住宅 を取 り巻 く環境 は非常 に厳 しく、 それ に対 す

る中長 期 的な対応 と急激 な市場 変化 への対応 が必 要で

す。その なかで、適 切 な リニ ューアル 投資 を継続 的 に

お こなって い くとい うことが生 き残 りの不可欠 な条件で

あ る と思 い ます。 そ のな か で再 生 の判 断 とい うの は、

様 々な選 択肢 につ いて投資価 値 を比較 する とい うことで

出て くるのだ と思 います。

で は、初 期 投資 額 の 目安 を どの ように設 定 すれ ば と

いのか。 先 ほ ど賃料 の100倍 と申 しました が、 これ は

業 界 の常識 で有 効で あ ると思 い ます。一般 的 には再 生

後 の 月額 賃 料 の3年 以 内～最 大 で も5年 以内。5年 を

超 え ると、借入れ の場 合7年 で返せな くなるので、銀行

は貸 して くれな くなると思 います。耐 震改修 が不要 の場

合 は大 丈夫 です が、耐震 改修 を必要 とす る場 合、急 に

厳 しくな ります。その ときに、実 際に必要 コス トを試算

して、価値 判断 をして、選択肢 を判断す るとい うことに

なるか と思い ます。

再生 投資 というの は、事 業性 の判断 だけで はな くて、

既 存 の 入居 者 との 関係、 あ るい は抵 当権者 との関係 、

法 規 的 ・物理 的な可 能性 を総合 的 に勘 案 して判 断 して

いかなけれ ばな りませ ん。 しか し、いまそれ らをサ ポー

トす る専門家が絶 対的 に不足 して います。 そうした専門

家 の教育 ・養成が 今後の大 きな課題 だ と思 います。



公 共 賃 貸 住 宅 再 生 の 課 題 と 再 生 技 術

門脇 耕 三 首都大学東京大学院都市環境学雌 築学f或助教

ストックの現状と改修技術について

きょうは公共賃 貸住宅 ス トックの現状 と改修 事例 を紹

介 しなが ら、 これ か らの活用 の課題 につ いて考察 してい

きたい と思 います。

公共住宅の膨大なストックが社会的課題

はじめに、公 共 住宅 には大 き く分 けて三つ あ ります。

「公 営住 宅」(都 道府 県営 ・市町 村営
、場 合 に よって は

区営 もある)、 「公 団住 宅 」、「公 社 住 宅」 です。公 団 と

公社 は制 度 的な位 置づ けな どで 似て いますが、公 営 と

公 団 は家 賃保 証 の有無 等 で制度 的 に大 き く異 な るとこ

ろもあ ります。今 日は、 この三 つ を ま とめて 「公 共 住

宅」 と呼びたい と思 います。

公 共住宅 と民間住宅 とで はス トックの質が大 きく異な

ります。公共 住宅 の供給 推移 をみ ると、1971年 に ピー

クを迎 え、 それ 以降 は減少 傾 向にあ ります(図1)。 た と

えば、公 団は機 構 になってか ら原則 として新 築 か ら撤

退 した わけです が、 こうした状況な どに より、公共住 宅

は古 いス トックが多 くの割 合 を占めて います。 また、民

間 の賃貸住 宅 の供 給 が活発 化す るのは、公共 住宅 の供

給 が ピー クを過 ぎた後 か らにな るので、賃 貸 住宅 のス

トック全体 をみ ると、古 いもの に公共 住宅、新 しいもの

に民間住宅 が多い とい う構造が 見 られ るわけで す。

では古いス トックが どの ぐらいあ るのかを見て いきた

い と思 います。公共 住宅 は、1980年 以前の ものが全 体

30年 以上 の古 いもので あることがわか ります。

築30年 以 上 に もな る と改修 が 必 要 とな ります が、

1965年 以前 に建 て られた もの は、 ス トックとして の質

も低 く、活用 の対象 外 といわれてい ます。 したがって総

数か ら65年 以前 に建て られ た ものを差 し引 くと、戸数

に して170万 戸弱、 これ が活用 の対象 とな るものです。

この膨 大 なス トックを、今 後 どの ように活用 して い くか

が、大 きな社会的課題 で あるわけです。

これ らの活用 を考 え るまえに、公 共 住宅 の位 置づ け

を理 解 してい ただ きた いと思い ます。は じめに、 日本住

宅公 団法 に公共 住宅 の 目的にあた る文 章が あ るの で ご

紹介 します。

「住宅 不足 の著 しい地域 において、住 宅 に困窮 す る勤

労者 のた めに耐火性 能 を有す る構 造 の集 団 住宅 お よび

宅地の大規模 な供給 をお こな う」。

つ ま り、「未 開発 の地 域 に耐 火構造(鉄 筋 コンクリー

ト造)の 住 宅 を大 量 に(か っ安 く・早 く)供 給 す る」。

これが 公共 住 宅 のそ もそ もの 目的です か ら、建 物 の特

徴 もこれを反 映 したもの になってい ます。

公 共 住 宅 が制 度 的 に成 立 した の は1955年 ごろで、

60年 代 は団地 が憧れ の時代で した。 その後 、団地供給

が本格化 して くると、市街 地で供 給 をは じめ るようにな

ります。70年 代 に もな ると、バス に乗 らない と行 けな

い ような場所 での開発 にシフ トしてい きますが、 この頃

の72%、 戸数 に して200万 戸 ほどあ ります。竹

内さんか ら賃 貸 住宅 の ス トック総 数 は2,100万

戸 とい うお話 が あ りま したが、 日本 の賃貸 住 宅

の1/7が 公共 住宅 で、 その うち2/3ぐ らいが築



●門脇耕三(か どわき ・こうぞう)

首都大学東京大学院 都市環境学建築学域 助教

2001年 、東京都立大学大学院工学研究科修士課程修了

後、同年東京都立大学大学院助手を経て、2007年 より

現職に。専門 は建築計画、建築構法、集合住 宅の リノベ ー

シ ョンに関する研究 な どをおこなう。

か ら団地 は憧 れで はな く、む しろ嫌 われ てい くという状

況 になってい きます。

かつ て は、公 的 な主 体 が質 の 高 い住 宅 を供給 して、

民 間住宅 の水 準 を誘 導 しようとい う狙 いが あ りま した。

しか し建 てる時代 が すでに終了 した現在 の公共 住宅 は、

その役割 を失いつつ あ ります。 また、 中小ゼ ネコンに向

けたコンクリー ト技術 の啓蒙 という公共住 宅の もうひ と

つ の狙 いも、同様 に役割 を失 っています。

さ らに現在 では、そもそも民間住宅 のス トックの質が

十 分 に高 い ので、 それ らを活用 して、公 的主体 は家 賃

補助 だけをすれば良いので はないか とい う方 向に制度 も

移 りつつ あ ります。 ところが 、このような制度移 行 をす

ると、公 共住宅 の数の物理 的な上 限が な くなって しまう

た め、 原則 として入居 資 格 が ある人 は ケアをす る必 要

が生 じる。 そうな ると、結果 として 自治体 の支 出がふ え

て しまうので、 なか なか踏 み切れな いのが現状 の ようで

す。公 共住 宅 の活用 は大 きな課 題 ですが、現 在 は公 共

住宅 の位置づ けその ものが問われて いる時代で、 こうし

た 状況 を含 めて考 える ことが、大 きな前 提 にな ります

(図3)。

公共住宅ストックの建築的特徴

次 に、公共 住宅 ス トックの建 築 的 な特 徴 につ いてお

話 しします。公共 住 宅 は、 その多 くが一 団地 認定 制度

を使 って、早 く安 く大 量に建て られて います ので、多 く

が 団地型 で、 また住棟 は中層の壁 式鉄 筋 コンクリー ト

造 の耐火構 造 であ ることが特徴 で す。 壁式構 造 が主流

とな った のは、戦災 復興 院 の二代 総裁 ・阿部 美樹 志 と

い う人 の検討 によ り、壁式構 造の方 が コス トメ リッ トが

高い ことが わかったためで、こうした経 緯で公的 な住宅

では壁式が多 く採用 され ました。

例 外 的 に東 京 都 で は ラー メン構 造 が多 い ので すが、

公共住 宅のほ とん どが壁 式 と考 えて良い と思 います。 こ

れ らの ス トックは旧耐震 の基 準で建 て られて いますが、

壁式 の場合 、基 準 その ものがほ とん ど変 わってい ませ ん

ので、現 行 の基準 に照 らして も十分 な耐 力 を持 つ場合

が多 いと言われてい ます。

住棟 は南面 並行配 置、高 さは4階 ない し5階 建 てで、

エ レベー ターは未設 置 とい う場合 が 多 いで す。 また核

家族 の 居住 が想 定 され た住 戸 の面積 は50㎡ 以下 程度



と、現在の感覚 では少 し狭 いもの にな ります。

典 型 的 なプ ランは、二 戸 が1ペ ア となって階段 室 が

連 なってい くものですが、 これは当時 まだエ アコンが普

及 して いないなか、南北 の窓を開け放 して通風 を とるこ

とが考 えられた プランで した。 また換気設 備 も発達 して

いませんか ら、浴室 等の水廻 りは窓 に面 させ るとい うの

が計画 の原 則的 な考 え方 になってい ます(図2)。

現 在の居住 状況 として は、高齢 化が 進行 して います。

また、 当初居 住者 として想 定 され て いた核家 族 は、住

戸が現 在の水準 では手狭 になって しまったため、む しろ

減退 し、若 い家族 が少 な くなってい るのが現状 です。

躯 体 は健全 であ る場合 が 多いので すが、 内装 や設 備

の劣 化 ・陳腐化 が 著 しい。 た とえ ば、 当時 は断熱 をす

る慣 習がなか ったので、結露 で内装が や られて います。

プランもあ まり現 代的で はあ りませ ん。 ところが、 自治

体 も財 政 難 で、建 て替 え困難 なのが現 状 で、つ ま り改

修 を必要 としてい ます。そ こで、実際 に改修 ニーズ につ

いて調査 してみ ました(図4)。 都道 府県 と政令指定都 市

の65自 治体 にア ンケー トをお願 い した ところ、回答 率

が71%と 非常 に高 く、その なか で次 の ようなニ ーズが

浮か び上がってきました。

まず 「バ リアフ リー改修 」のニーズ が非常 に高 い(図

4で赤い数字で表示)。つ ま り、高齢者 が増えてい るとい う

実 情 を反 映 して い ます。 また 「屋 根 ・外 壁 の 劣 化 対

策 」、 「共 用配 管等 の劣化 対策 」な ど共用 部分 の劣化 が

課 題 として挙 が ってお り、 これ らの改 修 コス ト縮減 の

ニ ーズ も高 い ことがわか ります。 一方 で、「住民 コミュ

ニテ ィの活性化 」、「多様 な住戸 の創 出」 といった ソフト

面で の課題 はニーズ として はそれ ほど大 き くない ことが

明 らか になってきました。

公共住宅ストック活用の実例

こうしたニ ーズに基 づいて、実 際に、いま どのような

改修が おこなわれてい るかを紹介 したい と思 います。

まず、 高齢 者 ・バ リア フリー対 策 として、エ レベ ー

ターを増築す る改修 が よくお こなわれてい ます。 しか し

階段室 にエ レベー ター を増築す るタイプでは踊 り場着床

にな るため、半 階分 の昇 り降 りが生 じて しまい ます。そ

のため最近で は、共用廊 下を増築す るとい う改修 も多 く

お こなわれ ています(図5)。

これ は北海道 営住 宅 の事例 ですが、北 側 に廊 下 を増

築 し、 エ レベ ーター を設 置 してい ます(次 頁、図6)。 中

央の階段 室は階段 を撤去 してエレベ ーターシャフ トとし

て再 利用 し、 さらに住 戸 の規 模 を変 更 し、各 階6戸

だった住 戸 を5戸 にするなど、非常 に複雑 な改 修が おこ

なわれてい ます。

ここでは、雪 が吹 き込 まないよ うに屋内廊下 が採 用 さ

れてい ますので、階段 も内部 階段 にな ります。 そうす る

と、既存 の階段室で は屋 内階段 の レギュレーシ ョンが満

たせ ませんので、新 しく大 きな階段室が 計画 されてい ま

す。 この事例 は、 とて も現代 的 な改 装が され た もので

す。ただ し、 ここまで大規模 に改修す ると、非常 にコス

トが大 きいことも課題 であ るようです。

活用モデルによる課題の検討

この ような現状 を踏 まえて、公 共住宅 ス トック活用 の

課題 を浮 き彫 りにす るために、我 々は研 究の一環 として

活用モデ ルを策定 す ることを試 みました(83頁 、図7)。

活用 の対 象 はWPC構 造(大 型 プレキャス ト鉄 筋 コ

ンクリー ト板 の組 み立 て構 造)の 住 棟 とし、 エ レペ ー

ター とアクセス廊下 を増 築す るとともに、内装 ・設備 は



一新 す る ことを想 定 して い ます
。策 定 した活用 モ デル

は、意 匠図、設 備 図、構 造図 すべ てを揃 えて、見 積 り

まで出 してい ます。 また、い くつか の自治体 に協 力 して

いただいて、法的な適合性 に関 しての検証 もおこな って

い ます。増 築部 につ いて は、既 存不 適格 で ある既 存 部

に現行法 が遡及 しないように、エキスパ ンシ ョンジ ョイ

ン トで分 離 させ、増 築部 は独 立構 造 として います。 ま

た、住 戸の一 部 に開 口をあ けて規 模変 更 を し、住 戸 プ

ランも一一新 して います。さらに住宅性能表示 等に基 づい

て、現 在の要求 に適合 していることを、客観 的に確認 で

きるようにもして います。

なお既存 階段 室 は、避 難階段 としての継 続 的使 用 が

不可で あると、 ご協 力いただいた自治体 か ら言われてい

ました。 その ため、既存 階段室 を設 備 シャフ トとして活

用す ることとし、 もとも と南 にあった水 廻 りは北側 に移

動 させてい ます。階段室 は設備 シャフ トとしては大 きい

ので、 給湯 器 な どの設 備 はすべ て ここに集約 し、バ ル

コニー には設備 が現 れ ない ように してい ます。 さらに、

電気 給 湯器 用 の ヒー トポン プや 貯湯 タンクを置 くこ と

で、オール電化住 宅への改修 にも対応 できるようにして

い ます。

実 は、 この既 存 階段室 につ いて の判 断 は、 自治体 に

よって法 解釈の揺 らぎが ある部分 で した。 そもそ も既存

の階段 室 は、外部 に1/2が 面 していないので、外部 階

段 とはいえ ませ ん。 それ が、 なぜ 外 部避 難階 段 と同様

の扱 いが されて いるのか とい うと、住 棟が200㎡ 以内 ご

とに耐 火構造 の床 ・壁で 防火 上 区画 され てい るか らで

す。 ところが 、共用 廊下 を増築 すると、住戸間 の行 き来

がで きるようにな って しまいます。っ まり、200㎡ を超

えて しまうので、 この階段 は避難 階段 として使 ってはい

けない、 とい うのが今回の 自治体側 の判断 で した。 とこ

ろが、別 の 自治体 にヒアリングす ると、 アクセス廊下 を

増 築 すれ ば、む しろ避 難安 全性 は向上す る と判 断で き

る。 よって、その まま避 難階段 として使 って良い、 と言

われ る場合 もあ りました。

ここで はより汎用 性 を高 めるために、前者の 自治体 の

解 釈 を適 用 し、共 用廊 下 に避 難 階段 を新 た に増 築 して

い ますが、 自治体 の解釈 次 第で は不要 だ と判 断 され る

場 合 もあ り、 この ような法解釈 のゆ らぎは、 改修 を実施

するにあた っての リスクを高めてい るといえ るで しょう。

また構 造壁 に穴 をあけてい ますので、開口補 強 をお こ

なっています。WPC構 造 は基 準がほ とん ど変 わってい

ませ ん ので、現 行基 準 に照 らして も耐 力 は十分 なので

すが、構 造壁 へ の開 口新 設 に ともない、構造 性 能 は多

少 は低下 します。既 存 の住宅 に構造 関連 規定 に関 す る

不 適格 事項 が ある場 合、現 行法 の遡及 適用 は何 とか 回

避 しない と改修 が成 り立 ちませ んので、そのためには耐

震 改修 促進 法 の適用 範 囲内で改 修 を しなけれ ばな りま

せ ん。

耐震改修 促進 法では、既存不 適格 で もIs=0.6を 上 回

れ ば改修 可能 とな ります。 ただ し、Is=0.6を 上 回 って

いて も、改修 前 よ りIs値 が 下 が って しま う場合 はアウ

トと判断す る自治体 もあ ります。 四つの 自治体 にこの判

断を聞いた結果、0.6を 上 回っていれ ば良 いとい うとこ
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図7活 用モデル計画策定による課題の把握
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うと、0.6を 上 回っていて も耐震補 強 は必ず必要 という

ところ、 それ か ら場 合 によりけ りだ が、おそ らく耐震補

強が必 要で はないか、 とい う回答が あ り、 ここで も自治

体 によって法解釈 の揺 らぎが存在 してい ることがわか り

ました。

事業収支の検討

工 事費 につい て、積 算会 社 の協力 に基づ いて、厳 密

に積算 をおこな いました。 ご紹介 した ような改修 をす る

場合、 戸当 り約900万 円 とい う算用 が必要 にな ります。

ただ しこのような公 的な ものは、地元 の経 済 ・産業保 護

の ため、 さまざ まな企 業 に分離 発注 す るのが通例 で す

が、 ここで は 「民間により大規模改修がおこなわれる」 と

仮定 して、分離発注 は しないことを前提 に しています。

内訳(前 頁、図8)を み ると、増築部 の工 事費が全体 の

約40%を 占めてい ます。 これ は増 築部 を独 立構 造 とし

た ことが 大 きな要 因になってい ます。 しか し、 そもそも

既存 部の耐 力 は十分 なので、水平 力 を既 存部 で一部 負

担すれ ば、 かな りコス トが下が ると考 え られ ます。

ここで、 民間で 賃貸 事業 が お こなわれ た場合 の事業

性 を考 えて みます。公 的事業 主体 の場 合、事業 収支 そ

の ものの考 え方が かな り違 うため、 ここで は事業 主体 と

して民間を仮 定 しています。

こうした ス トックが 多 い首 都 圏郊 外 に立地 す る と考

え、家 賃坪 単価 を約5千 円 と想 定 す ると、 投資 額 を回

収 す るの に19年 ぐらいかか ります ので、事業 として成

り立たせ るのは非 常 に難 しいだ ろうと思 われ ます。 これ

を、 た とえば12年 ぐらいで同収 す るにはど うす るべ き

か とい うと、 ひ とっは工事 費 を2/3に 縮 減 す る、 あ る

い は家 賃 坪 単価 が7.2千 円 ぐらいの地 域 で 実施 す る、

ということも考 えない と、 こうした改修 が成 り立た ない

ことがわか りました(図9・10)。

まとめ

公共 住宅 再 生 の課 題 は、 まず ひ とつ めに改修 コス ト

です。現行法 の遡 及適 用を避 けようとす ると、 どうして

も増築 部は独立構造 とす る必要が あ り、 これは非常に コ

ス トがかか るとい うのが第一 の課題 です。

二つ め に、既 存部 に新築 並 みの性 能が 求 められ るこ

とが 挙 げ られ ます。住 宅 の価格 は築年 数 だ けで すべ て

決 まって しまうような ところがあ りますが、 これか ら既

存 物件の流通 を促 進 させ るためには、 よりきめ細や かな

不 動産言語 の開発が必要 であろうと思 って います。

三つ め は、増 床 による収益 増大 が 困難 で ある ことで

す。 これ は日本特 有の課題で もあ りますが、 日影の規制

な どが床 を増 やす ことを困難 にしています。

そ して 四つ めに、法 的 ・制度 的 な問題 も含 めて、改

修 の実行 リスクが大 きい とい うこと。今 お話 しした よう

に、自治体 に よってさまざ まに法的判 断が異 な りますの

で、 どうい った改修が 可能な るのかが、す ぐにはわか り

ませ ん。従 って、 どういった改修が可 能なのかは、あ る

程 度図描 きをしない とわか りません。 また積算 につ いて

も、 リス クが高 いた めに安 全側 を根拠 とせ ざ るを得 ず、

結 果 として見 積額 は増大 します。 つ ま り改 修 の 場合 、

プロジェク トのさまざまな段 階において実行 リスクが存

在 しています ので、 リスクの小 さい建 て替えが安易 に選

択 されて しまうとい う現 状が あ ります。 これは多分 に法

制 度 等 の問題 で もあ りますので、今 後考 えてい く必 要

がある と思ってい ます。



WPC造 住 戸 境 壁 へ の 開 口 設 置 技 術
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WPC(WallPrecastConcrete)造 住戸の開 口設置 技術

た めの実験 や解 析 の研 究 につ いてお話 します。既存 の

改修 において、既存 の 壁や床 な どに新 た な開 口を設 置

す る事 で、活用 の 自由度が増 す ことか ら、 このような研

究 を始 めました。

2002年 時点のデー タで、WPC造 の集合 住宅 は約84

万戸 あ り、 これ はllO万 戸 超 あ る中高 層PC構 造 のお

よそ7～8割 にあた ります。その なか で1981年 の新 耐

震以前 に建設 され たものが50万 戸弱 あ り、耐震性 の確

認が必 要 となって くる対象 です(図1・2)。

WPCと は

WPC造 は、床 ・壁 によって構成 され る大 型部 晶 を

工場 で製 作 して、それ を現 場 に持 ち込 んで組 み 上 げま

す。 この ジ ョイ ン ト部分 が いちばんのポイ ン トとなって

きます。

図3の 赤 で示 した部分 は、ジ ョイ ン ト部分 を上下 に貫

通 する鉄筋 を入れて、 コンクリー トを打 って一体 化 する

もので、壁 と壁 の上 下の接 合 は 「セ ッティングベース」

(次頁、図4)と 呼 ばれてい ます。上下 のPCa板 に 「ア ン

カー筋 」 を溶接 した鋼 板 を埋 め込 んで お き、鋼 板 同士

を現 場で溶接 して一・体化 させ るとい うものです。 これ ら

は工場 で製 作 され るので、強 度 と配筋 精度 が保 たれ て、

品質が非 常に安定 してい ることがひ とつの特 徴 として挙

げ られます。接合 の種類 としては、上下 のPCa板(プ レ

キャス トコンクリー ト板)を 結ぶ 「水平 ジ ョイン ト」 は溶接

に よる 「ドライジ ョイン ト」、鉛 直 は鉄筋 を入れ て現場

で コンクリー トを打 っ 「ウェッ トジ ョイ ン ト」です。後

ほ ど耐 力実 験 の結果 を簡単 にお話 ししますが、 この接

合部 分が いか に耐力 の決 め手 になってい るか がお わか

りにな るか と思 います。

阪神 大震 災後 の調 査で、 当時阪神 問に2,000軒 くら

い建 って いたWPC造 住 宅 の うち、 上部構 造 の被 害率

は0.9%、 しか もその被 害が 非常 に軽微 な もので あるこ

とが確認 され、実 際の地 震 での高 い耐震 性が実 証 され

ました。た だ、 この構 造形 状 は現在 の ニー ズに適合 し

に くいもの であ るともい えます。 そこで た とえば、エ レ

ベーターの設 置、 あるいは壁 ・床 に開口をあけて建築計
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画の 自由度 をもたせ ることがで きないのかな ど、ス トック

の有効 活用 を目指 した研究 を始 めることに しました(図5)。

その際構 造的 な問題 として、 口本 建築 防災協 会 か ら

耐震 診 断指針 がで てい ますが、 この指 針で は開 口を設

けた場 合 の評価 法 が示 されて い ませ ん。 そ こで開 口設

置、補強 の効 果 をどの ように評価 して い くのが良いのか、

これ らも研究 のひ とつの 目標 とな りました。

WPC造 耐震診断の結果

実際 にWPC造 耐震 診 断事例 の結果(図6)を 見 てい

ただ きたい と思 い ます。 ひ とつ の 目標値 としてIS値=

0.6と い う数値 があ ります。桁 行方 向 と梁 問方 向、特 に

梁問方向 は開 口も少な く、非常 に耐震 性が高 い ことが こ

の診 断事例 か らもわか ります。 ちなみに、 この例で は経

年 指標 として5%低 減、つ ま り0.95を か けた数 値 に し



てい ます。

また、健全 なス トックであ るかを診 断す るた めに、建

物 の躯体 調 査 をお こな いま した。 ご く一・部 の調 査結 果

で すが見 ていただ きたい と思 い ます。 まずPCa板 の部

分 を コア抜 きして試 験 に よっ て圧 縮 強度 を求 め ました

(図7)。その結 果、3階 部分 が331kgf/c㎡ 、1階 部分 が

348kgf/c㎡ で、設 計 基 準 の300kgf/c㎡ を超 えて い ます。

ちなみ に、先 ほどの耐震診 断結果 は、WPC診 断 指針で

何 も調査 をお こなわない場 合 の27N/mm2を 仮定 したも

の です。 ここで気 になって くるのは、現 場施 工 とな る

PCa板 同士 をジ ョイ ン トす る鉛 直部分 の強度 です。 そ

れ を調 査 を した 結 果 が 図8で す。 設 計 基 準 強 度 の

210kgf/c㎡ に対 して、少 し下 回っていますが、 それ ほど

大 きな差異 ではあ りませ ん。

はじめに 「WPC造 は接合 部が命」 とい う話 をしま し

たが、実 際 にはどうなのか、溶接 に よる 「ドライジ ョイ

ン ト」を覆ってい るモル タルを剥が して、いわ ゆるはつ

り調査 をお こない ました(図9)。 その結果 、溶接 部 も設

計以 上の性 能 を有 してい るということが 目視 で確 認で き

ました。さらに、PCa板 に埋 め込 まれてい る部分 はX線

写真(図10)で 、ア ンカー筋 が設計 図 どお りであ ること

も確 認 しま した。 この 耐 震 診 断、 建 物 調 査 を含 めて、

WPC造 は非常 に品質が良 いものだ とい うことを立証す

ることがで きました。

開口部の補強と性能評価実験

次 に、開 口部 にっ いてで す。 開 口の位置 は、WPC

造 の特 徴 で あ る接 合 部 は基 本 的 にい じらな いこ とを前

提 にして設 け ます。 その上 で構 造的 に、私たちは2種 類

の補 強工法(RC補 強 とS補 強)を 考 えま した。

図11の よ うに地震 力が左 か ら右 にかか ると、左側 が

上 に引っ張 られ、右側が押 し込 まれ ます。 ここに開 口を

設 けた場合 には、 左 ない し右 か ら力 がか か った とき に

引っ張 られ る箇所 が出て きて しまいます。 その場合 、上

下 のPCa板 をつ な ぐものが何 もな くな って しま うので、

これ らをつ な ぐものが補 強工法 として考 え られ るわけで

す。た とえば上部 を貫 通す るRC造 の壁 筋補強 。またS

造で も考 えられ るだ ろうと、 この2種 類 を補強 の工法 と

して考 えました。

RCの 補 強試験 体 、鉄骨補 強試 験 体の二 つの ケース

で、性 能評 価実 験 をお こない ました。基 本 的 に5階 建

ての2階 か ら3階 にあた る部分 をモ デル化 して考 えてい

ます。開 口の有無 、補強 の有無 、載荷 荷 重、補 強材料 、

開 口が 上下 に続 く場 合 と、続 かな い場 合 な どの条 件 で、

スケ ール1/2の 試 験 体 を全部 で8体 つ くり実 験 をお こ

ない ました(次 頁、図12)。 ちなみ に実 際の建物 での補 強

コス トは、1箇所当 り、RCの 補強で約40万 円、鉄 骨の

補 強が約70万 円 とい う概 算値が 出て います。



鴨驚 繋
図12耐 力壁試験体:開 口補 強試験体

鉄骨補強試験体

開口有/開 口無
鉄榊 ≡'体
_鳳 欄1■1

・合計8体 の1/2ス ケール試験体 を作成(実 験パラ メーター)

・開 口の有無、補強の有無、載荷荷重、補強材料等
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また、 もうひ とつ のケース として、居付 き改修 、当該

階 だけで の補強 を考 えて、梁方 向 を当該階 での実 験 も

お こないま した。

耐震壁の損傷の様子

試 験 体 の載 荷 は(A)、(B)2種 類 のモ ーメ ン ト分 布

(シアスパ ン比)に 対応 した荷 重 をか けてをお こな いま

した(図13)。(A)の タイプで は接 合部 に働 く引張 ・圧

縮 力が 大 きいので、 セ ッテ ィングペー ス と呼ぶ水 平 接

合部 が損傷 を受 け、最終 的には破 断す るという形 にな り

ました(図15-a,b)。

RCの 補強ですが、梁型 を設 けて、開 口の問 に柱方 を

設 けるとい う形 です。 この場合 に特 に顕著 なのは、開 口

補強 の柱 の定着部分 であ る梁 方が もともとの壁板 と取 り

合 う部分 が引っ張 られることで、大 きな亀 裂 が入 り、 こ

こか らどん どん破 壊 が始 まります。 さらに荷 重 を増 して

い くと、水平接 合部 で破 壊 する とい う結 果 にな りま した。

モーメ ン ト分布(B)の パ ター ンは、試 験体 の上 にも

開 口が ある壁 が ず っ と連 続す る場 合 に相 当 し、左側 が

上 に持 ち上 が る、右側 が下 に押 し付 け られ る力 が(A)

に比べて小 さくなってきます。従 って水平 接合部 の耐 力

が必 ず しも支 配 的 にな らず、 この図 ように(図15-e)、

斜 めに亀裂 が入 るせ ん断破壊 型 とな り、最 終 的な壁 の

損傷 は大 き くな ります。ただ し、 この場 合の耐 力は、無

開 口耐 震 壁 の2.8倍 程度 になって い ます。 いずれ に し

て も、 どの補 強 試 験 体 も無 補 強 の もの と比 べ て 耐 力、

あ るいは変形性 能 は改善 され ているということです。

図16は 、セ ッティングベースの破断形 式で す。定 着

用 鉄 筋が 引 っ張 られ て、溶 接部 分 が切 れ る。 あるいは

鋼板 同士 の溶接部分 が切れ ます。最 終形 の写 真(図17・

18)を 見 る とギ ョッとされ るか も しれ ませ んが、 こう

いった形 で最後 は鋼板 が め くれて しまう、あるいは溶接

部が切 れて しま うとい う破壊形 式が わか りました。ただ

し、 これ はあ くまで実験 終了時の状態 であ り、耐震設計

で想定 してい る範囲をかな り上 回った変形領 域 での こと

です。

各試 験体 の耐 カー 一 変形 性能 を示すの に、縦 軸 に荷

重、横 軸 に変 形 を とっ て表 し ます。 モ ー メ ン ト分 布



(A)の 場合 を示 す と、 ブル ーの線 は無 補 強開 口、赤 の

線 は鉄 骨 で補 強、黒 の線 はRC補 強 をした場 合 で、そ

れ ぞれ の耐 力 を示 して い ます。 耐力 はRC補 強で1.5

倍、S造 で1.2倍 、初 期剛性 は3.6倍 、1.9倍 とそれ ぞ

れ大 き くなって います(前 頁、図19)。

解析と実験の結果から

以上は単体実験の結果ですが、建物全体の挙動を把

握するために解析モデルをつくり、実験結果と比較をお

こないま した。モ デル化 にあた り、 セ ッティングベ ース

のばね、耐震壁 の押 し込 み側 コンクリー トのばね、鉛直

接 合部 の ばね、直交 壁 のばね の四つ のばね を考 慮 して

い ます。 申 し遅 れ ましたが、 実験 体 はすべ てH形 の直

交 壁が構造 的 には非常 に効 くとい うことで、 それ も含 め

た実験 、数値解析 モデルです(図20)。

図21の 解析(図 の黒色)と 実験 結果(図 の赤色)を 見 る

と、 かな り大 きな変形 領 域 まで あ うことが わか ります。

ちなみに、横 軸 の1と い うの は1%、 つ ま り評価 変形が

1/100く らい まで は、挙動 をおおむね評 価

で きるだ ろうとい うことがわか りました。次

に実 際 の建物 に、 これ らの解析 モ デル を当

て はめ るこ とで、 実際 の建 物 にお ける耐 震

性能 の評価 がで きます。

床 開 口についてみ ると、WPCの 高 さは平

均 して2.6mく らいでかな り窮屈 な感 じが し

ます。 そ こで床 開 口を設 置 す るこ とに より、

た とえば コミュニ ケーシ ョンスペースや、ロ

フ ト設 置な どといった多様 なゆ とりのある空

間 をつ くりだす ことがで きます。

ただ し、 やみ くもに開 けれ ば よいので は

な くて、耐 力壁 の座屈 安全 性 の確 認 、地 震

時 の水平 面勇 断力 の伝達 、偏心 増 による心

影 響、 はねだ し床(バ ル コニー)と 接 す る

部分 の床 撤去 時端 部 の曲 げモーメ ン ト処理

法 な ど、必要 に応 じて実 験や 計 算 によって

安全性 を確 認 してい くことが必要 とな ります。



増築時の耐震設計ルート

いわゆ る法適 合 関連 ですが、基 本 的に増築 部分 の面

積が50㎡ を超 えかつ既存 の半分 以下で、既存 と増築 部

をエ キスパ ンシ ョンジ ョイン トで分 離す る場合 には耐 震

診断基 準、エ キスパ ンションジ ョイ ン トで分 離 しない場

合 には、全体 として許容応 力度 等計 算 を します(図22)。

た だ し、共用 廊 下 と建 物 を一体 化 す るとい ろいろ なメ

リットがあ ります。

エ キスパ ンシ ョンを設 けて、 増築

部 だ けで 成 立 す る構 造 にす ると幅/

高 さ比 が大 き くな り、非 常 にス レ ン

ダーな構造 とな ります。従 って、 コス

トアップとな り、柱等 の断面 もか な り

ごつい ものになるなど、 いろい ろなデ

メ リッ トがあ る。 これ らを一体化 す る

ことで、何 とか成立 させ たい というの

が これか らの展 望 で あ り、 課題 のひ

とっです。ただ し、 問題 があ りまして、

設 計水平 力 が昔 の基準 と現在 の基準

を比べ ると、上 にい くに従 って増 えて

い く。 それか ら、杭 の 問題 、後施 工

アンカー の問題 が あ ります。某 本 的

デ ヲ 》 _デA

的 なのです が、今後 は行政 との粘 り強 い交 渉が 必要 で

す。「改修設 計時 のフロー チャー ト」(図23)に ついては、

この ような形 で設計 図書 の確認 か ら事 業採算 性確 認調

査 とい うことで、各ス テップご とにチェ ック してい くと

い うことが必 要です。

まとめ

良好 なス トックが多 いWPCは 、開 口を設置 す ること

で プランニ ングの 自由度 や空間の ゆ とりが可 能 になって

きます。実 際 に開 口 を設 置 した場合 、

補 強 をお こな った場 合 の性能 を実験

によって確 認 しました。

また、適切 な解 析 モデル を設定 す

る ことで、全 体 の建 物の耐 震評 価 が

で きる とい うこ とで す。 な お、 壁 開

口設 置 ・補 強後 の所要 耐震 性能 につ

いて は、行 政 庁 に よっ てか な りば ら

つ きが あ るので、事 前 の確認 ・折衝

が必 要 で ある とい うこ とと、最 後 に

お話 ししましたが、一 体 化 す るこ と

に よって非 常 に合 理 的、か つ コス ト

ダ ウンに役 立 っので、事 業性 に適 え

ば検討 の意 味 が あろ うか と思 います。

以上 で私の話 を終 ります。
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●小 泉 雅生(こ いず み ・ま さお)

首都大学東京大学 院 都市環境科学研究科建築学域 教授

1986年 ㈱ シー ラカ ンス ・一級建築士事務所設立。1988年 東京

大学大学 院工学系研究 科建築学専攻修 士課程修 了。1998年 ㈱

シー ラカ ンス ・アン ド ・アソシエ イツ(C+A)に 改 組、代 表

取締役。2001年 ～ 東京都 立大学大学 院助教授。2005年 ～ ㈲

小 泉 首 都大 学 東 京

の小泉です。今 口は、

首都 大 学東 京 で展 開

して きた研 究 テ ーマ

「WPC(WallPrecast

Concrete)構 造住 宅ス

トックの活用 手法 の開発」の研究 グルー プの代 表 として

きました。ディスカッションの司会進行 をさせていただき

ますので宜 しくお願 いします。

さきほ ど6人 の講 師のお話 を伺 って、改 めて賃貸集合

住宅 の課題 が浮 き彫 りになった と思い ます。今 回のタイ

トル にある 「賃貸住 宅の利用価 値 と経 済価値 を持続 する

こと」については、さまざまな課題 を考 えなければな らな

い ことが よくわか りました。

具体 事例や、実際 に事 業を実 現 させ るための提案 など

を含 めて、幅広 く発 表いただいた と思いますが、そのなか

で特 にユーザーのニ ーズを捉 えてい くことや、事業 性 を

考 えてい くことの必要性 を強 く感 じました。

各 パネ ラーの発表 を踏 まえて、ここでの討議 として大

きく二 つのテーマが挙 げ られ るので はないか と思い ます。

ひ とつ は 「ハ ー ドとしての建物 を活か して い く技術 的 課

題 」と、もうひ とつ は 「賃貸 住 宅全 体 の ソフトな ビジ ョ

ン」です。このテーマを重点 として、各 講師の皆 さんと話

を していきたい と思います。

■活用技術、コスト、法的規制をどうクリアするか

小泉 まずはWPC造 をターゲ ットとした技術 、あるいは

それに関わ る法的規 制な どについて議 論 してい きたい と

思 います。まずは森尻 さんにお伺 い したいので すが 、先

ほ ど堀 さんか らお話 しが あったWPC造 の開口設 置技術

について、実際 の リノベー ション事業 でニーズ はあるの

か、またその時 に課題な どが あれ ぼお伺いできますか。

森尻 実 際に、壁 に穴 をあけたい とい うニーズは とても

多いです。特 に、われわれが 「クラスター型」と呼んでい

小泉 ア トリエ設 立。現在、首都大 学東京大学 院都 市環境科学建

築学域教 授。主な作品に、「アシタノイエ」、「戸 山市立 芦原小学

校」、「象 の鼻パー ク」な ど。主な著書 に 『ハウジング ・フィジ ッ

クス ・デザイ ン ・ス タディーズ』(INAX出 版、2008年)『 環境

のイエ』(学 芸出版社、2010年)な どが ある。

るような、いわゆるシェアルームが集 合 しているタイプの

団地再 生 ともなると、共用部 を設 けるために、壁 に穴 をあ

けたい とか、建具 や外壁 を換 えたいな ど、躯 体 にまで影

響 するような改築 の要望 もた くさん出てきます。

しか し、構造 体 に触 れ る部分 につ いては、いい加減 な

ことがで きませんので、この壁 に穴 をあけることが法 的に

も技術 的 にも可能 なのか とい う検 証 と、それが実 際に ど

れ くらいのコス トが必 要なのか ということも含 めた判断が

必 要になって きます。ただ し、このコス トさえ見合 うのな

らば、是非 ともお こないたい とい うのが、正直 なところで

はないで しょうか。

小 泉 コス トと、法 的な部分 を含 めた リア リテ ィの判断

が 不可欠 とい うことですね。

先 ほ ど門脇 さんの発 表 のなか で、既存 建 物改 修 にあ

たっては、かな り法解釈の揺 らぎがあるとい うお話 があ り

ましたが、会場 か ら 「法 解釈 の揺 らぎは統一 できないの

で しょうか 」という非 常にス トレー トな ご意見 をいただい

ています。

先ほ ど、田村 さんの講演 のなかで も 「ス トックに対す る

基 準法が必要 だ」というようなお話 しが ありましたが、田

村 さん は、この 「法 解釈 の揺 らぎ」とい う実情 を聞いて、

どの ような感想 をお持ちで しょうか。

田村 結局、いまの基 準法の体系 というのは、"新 築。を

いか につ くるか とい うことについて、延 々 と記述 されてい

るわけです。た とえぼ、既存不適格 にも当てはまらない場

合 や検査済 証が ない場合 については、基準 法では扱 えな

い話 にな ります。つま り、ス トック改修 の実情 は、闇 に潜

んでい るというのが実情 なので す。建 築 ス トックへの投

資 は、建築基 準法 の確 認の手続 きは出さず に無許可 で ど

ん どんお こなわれてい るとい う状 況 です。それで本 当に

いいのか ということを、もう一度見 直す必要が あると思い

ます。

新築建 物の質 を高 めるために、建築基 準法 をどう改正

するか を議 論 す るとい うのは、私 か ら見 れ ばナンセンス



な話です。

新 築 の、お よそ70～75倍 あるとい うス トック住 宅の現

状 は、確 認 申請 は出 されて いて も、図面 もない、構造 計

算書 もない、検 査済証 もない というような、人間でい うと

戸籍 の ない状 態 のものが7～8割 あるわ けです。この7

～8割 を どうするのか ということを法体 系 していくには、

まず建物 の現在 の状況 をきちっ と審査 を して、この物 件

についてはどこを直 しても良いのか、どこまで なら良 くて

どこか らはダメなのか ということが判断で きるような仕 組

み を新 しくつ くって い くべ きだ と思 います。そうしな けれ

ば、戸籍 のない建 物 をどん どん増 やす結果 になるだ けだ

と思 います。

新築物件 も、いずれはみな既存不適格 になるわけですか

ら、そこの ところを考 える必要性 が高いはず なの にもかか

わ らず、これ まで抜本 的な対策を講 じて こなかったという

ことは、大 きな矛盾 と欠落 です

よね。この、何 も対策 を講 じて

こなか った部分 につ いて各 行

政庁の判断が揺 らぐのは、ある

意 味で 当た り前 だ と私 は思 い

ます。その判断を統 一すること

よりも、むしろ法体 系その もの

を緊急に見直さないといけない

だろうと思います。

小泉 耐震 改修 促進 法 というのは、既 存 ス トックを何 と

か利用 してい くことを想 定 した法律 だったので はないか

という気が するのですが、実際 にはその名 前に縛 られす

ぎてい る印象が あります。門脇 さんは、実 際にヒア リング

してみて、いかがですか。

門脇 田村 さんがおっしゃった通 りだ と思 います。恐 らく、

まず は国交省 あた りが統 一的 な解 釈 を出す とい うことが

求 められ るのですが 、それ だけで は付 け焼 刃に しかな ら

ない と考 えて います。実 際に ヒアリングをすると、や はり

申請 時での実行 リス クが非常 に高いんで す。そもそも事

業 としての リス クが 高いのに、法的 なリスクも高 く、実 現

で きるか どうか もわか らないなか、さまざまな検討 をしな

くてはな らない ということが、ス トック活用の大 きなハー

ドルになってい ると感 じました。

特 に耐震補 強につ いて、開口部 をあけた場合 に耐震 補

強 をするか しないかを聞いて みます と、 「法 的な明文 化

が されていないので 、民 間事 業主体 の物 件の場合 、強制

はできない」と言 う反 面、 「自治体 としては行政 指導を附

帯せ ざるをえない」ということになる。ある一定の安全性

が工学的 に担保 されているものにもかかわ らず、 「そ うせ

ざるを得 ない」とな る現状 は、問題があると思い ます。

小泉 実際 に私 も幾 つか ヒアリング してみたのですが、

前例 がない ということもあって、行政 側 は非 常 に慎重 で

す。実 際 に図面 が完成 した上 で相 談 に来 てもらわない と、

答えが出せ ないという感 じでした。

堀 確かに事前に行政庁 とのある程度の折 衝が必要な場合

が多いですね。たとえば、実際に、図面 もない、検済 もない とい

う既存建物 はた くさんあ ります。その ような場合 のひ とつ

の方策 として、実 際 に既存 建物 の実測 ・調査 をす るとい

うことが挙 げられます。た とえばRC造 です と、RC断 面

を実 測 し、鉄筋 を一部 はつ り出 して検査 す ることがで き

ます 。これ によ り、必 ず しも

すべて の図面 を復 元で きると

は限 りませ んが 、ある法 的な

判 断 で安 全 に対 応 した 設計

図 を再 現す ることはで きるわ

けです。また建 物 自身の構造

計算 書 をもう一度 つ くり直 す

こともで きるはずで す。つ ま

り、図面 を もう一 度 つ くり直

して、耐震 診 断をや り直 し、それが客 観 的に妥当で ある

とい う証 明をどこか で もらう仕組 みをつ くるとい うことで

す。

いま、耐震 診断 の判 定機関 には、首都圏で は日本建築

防災協会 を始 め とす る複 数 の機 関が、また地方 で も全 国

耐震診 断 ネッ トワー クに加盟 す る諸 団体 な どがあ り、あ

る程度 共通 のもの さしで耐震診 断 ・補 強の妥当性審 査 を

お こな っています。そういった ところの判 断をあお いで、

「この建 物は こうい う前提 の下で安全 である」というお墨

付 きもをもらっておけば、行政 との折衝 も非 常 にや りや

す くな るはずで す。実際 にそのようなか たちで 了承 をも

らったことがあ りますが、現実 として少 しずつ道が開 けて

いるように思い ます。

小泉 おそ らく、工学 的な レベルで の可 能性 はいろいろ

と見 えてきたけれ ども、実 際にそれ を運用 す るレベル に

なると、まだ まだ課題 が多い ということですね。



堀 非常 に頭 の固い行 政 の担 当者 にぶ つか ると、大変 苦

労す るというの もまた事 実です。

■元施工による品質問題をどう捉えるか

小泉 会場か ら、既 存建物 を生 か して い く上での技術 的

な課題 として、 「既 存建 物の元施 工 の品質 をどう考 える

か」という非 常に面 白いご質問をいただきました。

た とえば元 施工 に問題 が あって も、同 グル ープ会社 の

施工物 件で あれ ば、そのゼネ コンが責任 をとって対応 す

るということもあるか も知れ ませ んが、そ うではない場合

に どう対応 するのか、かな りシビアな問題 だ と思い ます。

森尻 さん は実際 に既 存建物 を買 って調べ てみたら、問題

が ある物件 だったということもあるか と思い ますが、その

場合の課題 があれ ば教 えていただけますで しょうか。

森尻 既存建 物 を買って、後 からい ろいろな問題 が出て

くるということは、確 かにあ ります。前段 として事業 化 を

決定 する場合 、新築で あれ ば、よほ ど地面 の下 に何 かな

い限 りはたいてい計 画通 りにい くのですが 、既 存建物 の

場合 は、まず その建 物 に問題 がないか調 べてみ ること自

体 にコス トがかか って しまいます。しか も、結果 次第で は

それが 無駄 にな るとい うこともあ って、それが 事業化 の

足かせ になっていることが大 いにあります。

物件 で も、仕上 げを剥 が して中身 が見えればいいので

すが 、そうはいかない場合 もあるので、非常 に判断 が困

難で す。弊社 の場合 、自社 で施工 した分譲 物件 は、まだ

20年 以内の ものが ほ とん どなので、もとの施工 会社 の情

報 も残 って お り、建物 にも重大 な問題 はあまりございま

せん。一方 で、大手 のゼネ コンが 施工 したもので あって

も、数十年経 っている物件 にもなると、さまざまな問題 が

出てきてしまう場合 もあ ります。そのような際 にはもとの

施工会 社が現存 していれ ば、その会社 と一度 お話 をさせ

ていただ くようにしてい ます。また職疵 の一定 レベルを超

えたものになると、不法行為 に近 くなるケースもあ ります

ので、ここでの話 し合 いが重要 になってきます。これ まで

の事例で もその ようなことが実際 にあ りましたが、大 抵の

場合 はかな り誠 意のある対応 をいただいています。

一・番 問題 になるのは
、元施 工 のゼネ コンが存在 しない

ケースで、これが意 外に多いということです。この場合 は、

品質 もよくないケースが多 く、予期せ ぬ出費が発生 し、事

業 に大 きくマイナスの影響 を及 ぼ して しまうということが

あ り、事例 としても決 して少 なくあ りません。

小 泉 そ うした事業 上 のリスクを解 消 してい く方法 は、

何 かあるので しょうか。

田村 結局、買 わないという選択 と、安 くしか買わないと

いう選 択肢 になるわ けです。いろいろなシ ミュレーシ ョン

をお こなう時点で、コス トもある程度 の幅 をみて調整す る

しかあ りません。不確 定要素が多す ぎるなら、買 えないと

いう判断 にな らざるを得 ないのだろうと思 います。

まだ所 有者 自身が入れ替 わる場合 は、既 存建物へ の投

資 は、か なり詳細 にキチっとやることができるのですが、

所 有者 自らが おこな う場 合 は、意外 と大 変です。民 間の

賃 貸住 宅の地 主 さんだ けで そうい うことがで きるか とい

うと、ほとん ど難 しいと思 います。コス トを安 く、手早 く、

きちん専門 的な判断 とア ドバイスがで きれ ばいいので す

が 、なかなかそのノウハ ウ自体 も普 及 していない とい うの

が 現状だ と思 います。まして、さっきお話 があったような

行 政的な不確定要素 や、技術的 な不確定 要素な どが積 み

重 なって くると、結果的 に室 内だ けをきれ いにするような

小 手先 の話 に流れ て しまうのが現状 です。しか も、無許

可 でお こなわれて しまう。そのところをなん とか しなけれ

ば、本 当の意味 でス トック物件 の質 の向上 にはつなが ら

ないと思 っていて、これは とて も大 きな課題 だ と思います。

小 泉 会 場 に南先生 がい らしていますので、ご意見 をい

ただけれぼ と思います。

南 一 誠(芝 浦工業大学)今 日は大変 内容の濃 いお話 を

聞かせ てい ただき、あ りが とうござい ま

した。東京 都内で はマンションの新 築物

件 が た くさん売 り出されてい ますが、立

地 の割には、高 く感 じるものもあ ります。

既 存 ス トック活用 の場 合、立地条 件 も良 く、住宅 地の環

境 として既 に整 っている。リビタさんのお仕事 で良いなと

思 った ところは、きちん と既存建 物の調査を した上で、必

要 な改修 をされてい るとい うことです。中古物件 を購入

するときの不安 を、しっか りとした調査 をす ることによっ

て払拭 してお り、購 入す る人 は安 心 できます 。新 築の7

割 程度の価格 であることも、大 きな魅力で しょう。ひとつ

の建 物が長 い時 間のなか で、社宅 が分譲 住宅 になった り、

分 譲 住宅 が賃 貸住 宅 になった り、賃 貸 の一部 が分 譲 に

なった りと、縦 横無尽 に所有形 態、供給形 態が 変わって

い く。まさに長期 的な利 用価値 と経済 価値 を最 大限 に活

かす ことを実践 されてい ます。このような先 進 的な事例

がある一方で、ス トック活用 を一般解 としてお こな うため



には、法律や 規制 の問題が大 きい ことも本 日のシンポジ

ウムで再認識 され ました。ス トック活用 が円滑におこなわ

れ るた めには、まだ残 され た課題 が多 く、本 格 的に取 り

組 む必要 があると思います。

国土 交通省総合 技術開発 プロジェクトでは多世 代利用

型長 期住宅 の研 究 をされていますが、そ こで は区分所 有

の共 同住宅 の戸 境壁 に開口部を設けて2住 戸 を一戸 に拡

大 するための区分所 有法上 の整理 などをお こな ってお ら

れ ます。各方 面で さまざ まな問題 に取 り組 まれ ているの

で、そう遠 くない将来 、今、研 究開発 されてい ることが実

現す るもの と期待 します。

■「住まい手」の変化にどう対応するか

小泉 いま南さんが 「そ う遠 くない将来 」と言 われ ました

けれ ども、先ほ ど門脇 さんが発 表 され

た ように、公 営住宅 は相 当の築年数 が

経過 していて、早急 に手を入れなけれ

ばいけないような状 況 にあります。そ

う考 え ると、我 々もぼ ちぼ ち とはや っ

てい られ ない、急務 なので はないかな

という思いを改めて認識 した次 第です。

もうひ とつ、いまの南 さん の話 のな

かで、リビタさんが やっている社宅 や

寮が シェア居住 になった りするような

転用型 のス トック活用 について触 れて

お られましたが、建 築当初の構想 にこ

だわ らないで、その時点 の社 会状況 に柔 軟 に対処 してい

くことが、事 業者や設計者 に求め られてい くのではないか

と強 く感じました。

そこで次 に、賃貸集 合住 宅の ソフト面 か らの課 題 につ

いて、竹 内さんにお伺 い した と思 います。今 日の集合 住

宅 をめぐる状 況 を見 て、数字 的な人 口動 態か らも見 えて

くることがい ろいろあると思います。エ ンドユーザーの方

か ら見た賃貸集合 住宅の可能性 、あるいは今後 われわれ

がス トック活用 に関 わってい くなかで、考 えていかなけれ

ばならないような ことにつ いて、ア ドバイスをいただけま

せんで しょうか。

竹 内 賃貸 住宅 のなかで も、た とえばファミリーで住 め

る賃貸 住宅 のことを私 たちは 「投 資用物 件」と呼んで い

ますが、これ らの投資用物件 の不動産 証券化 が始 まった

のが1997年 、J-REITが 始 まったのが2001年 、住宅 系専

門のJ-REITが 始 まったのが2004年 という動 きがあ

ります。つまり、不動産金 融 とか投資側 か らみると、賃貸

住宅の投資 の動 きについては2005年 以降 にようや く整備

が され てきた といえます。それ は何 故か とい うと、それ以

前の ものは、投 資用 の集 合住 宅 といってもワンルームの

ようなものしかなかったことが ひとつの理 由です。そのこ

ろは、若 い人 は狭 い賃貸住 宅 に住 み、有 る程度 の年 代 に

なって きたら持ち家 に移 行す るというケースにはっきりと

分かれていたか らです。

これか ら人 口が減 少 してい く社 会 において、若い世代

が住 む賃貸集 合住 宅が余 って くることは明 らかで す。さ

きほ どの発 表 で、6軒 の住 戸 を5軒 へ と改 築す るとい う

話が ありましたけど、そうい うような形 で、品質 も、価格

も非常 にバ ランスが悪 い状態 をうまく調整 してい くことは、

必要 になって くると思 います。

最初 に提示 した ように、賃貸住 宅 に

住 んでいた若い世代 が、既 に2割 減、

今後 は4割 減 まで落 ち込 む ことが予測

されて います。この状況 で、いかに良

いすまいを獲 得 してい くのか、これ は

建 築 のハー ドな技術 面 の問題 だ けで

はな く、私が関係 してい る金融投資 の

手法 についても努力 をし、お互 いの連

携 をとり合 って考 えていかなければな

らない ことだ と、今 日みな さんの お話

しを伺 って改めて感 じました。

小泉 いままで は、若い人 は賃貸 に住み、あ る程 度年齢

がい った ら家 を買って住む とい うのが一 般的 なレール と

して敷 かれ ていましたが 、そ ういったのとは違 うライフス

タイル も出て きています。先 ほ ど上林 さんか らは、そうい

うライフスタイル を受 けて 「加賀 町アパー ト」で シェア型

に トライ したというお話 があ りましたが、このシェア型居

住の さらに先 に考 えてい ることがあれ ば教 えていただ け

ますか?

上林 賃貸住宅 というのは、所有権 に拘束 されず にフリー

に選 べるので、その時 のライフステージやライフスタイル

にマッチングしやす いのではないか と思 います。そのひ と

つの現 れがシェアとい う形で、 「あまり拘束 されない範囲

で、皆 さん と一緒 に住 みたい」とい うスタイルのものです。

賃貸住宅 は、自由なすまいを求 めるひとつの流れに対 して、

非常に高い可能性 をもってい るのではないか と思います。



日本 において集合住 宅 は、住 宅不足 の時代か らスター

トしているために基本 的に量 重視で、特 に1960～1970年

代 はとにか く数 を増 やすようにつ くれつ くれ と言ってきた。

これ まで は標 準化 され た もの を大量 に供 給 して きました

が、次第 に個々の ニーズの多様 化 にともなって、きめの

細か い対応 、個 別対応 が求め られる時代 に入ってきてい

るのだ と思 います。われ われが おこなったシェア居住 で

も、入居者 を選ぶ段 階か ら、通常 の賃 貸住宅 に比 べて非

常 に手間が かかっています。そのか わ りに顧客 の満足 度

は高い レベ ルになります。これ か らは、多様 化 して くる対

応 に、よりきめの細 かい小規 模 な供 給が必 要 になって く

るのではないか と思 います。

■高齢者のシェアハウスの可能性

小泉 た とえば高齢 者 のシェアとい うの はあ りうるので

しょうか。

上林 これ か ら高齢者 数 と、ひとり親 と子 ども世 帯が 増

えて い くという状 況 の なかで 、高 齢者 をシ ェア居 住 の

ターゲットにす ることも大切 なことだ と思 っています。ま

た、これ か らは高 齢 の単 身世帯 も非常 に多 くなってきま

す。配偶者 に先立 たれ たような方 で、まだ元 気で健 康な

女性 であれ ば、楽 しく余 生 を過 ごせ るようなシェア型居

住 を提 案す ることもで きると思 います。その うちに介護保

険 を適用 す るようになってきた ら、段 階に応 じて施 設 で

集 まって住 まうとい うか たちを選択す るとい うことも考 え

られ ます。集 まって住 むことは、健常 な高齢者 のすまい と

しても、賃貸住 宅で実 現す ることが可能 なのではないか

という気が します。ただ しその場 合、家賃 保証 関係で 高

齢者 が どうい う担保 が可能 であるのか などを同時に考 え

てい くことが、事業的 にも必要 なことではないか と思 うの

ですが、田村 さん、いかがで しょうか。

田村 シ ェアとい うのは、単 に家賃が安 くなるということ

だ けで はな くて、一 種 のライ フスタイル変 化 の表 れ だ と

思 います。単身 世帯 が これだ け多 くなっても、人間 は基

本 的には一人 だけで生活 することは不可能 だ と思 います

か ら。

一・方 で高齢者 の場合 は
、結果的 に単身 になっているわ

けです。もともと夫婦2人 と子 どもと生活 していたけれ ど、

子 どもは独立 して、配 偶者 が亡 くなって単 身 になった、

あ るいは離 婚 して単身 になった とい うケースではないか

と思 います。こういう方 々は、いままでの生活 にさまざま

な経 緯が あるので、この世 代の単身者 を呼び集 めて簡単

にシェアできるか とい うと、それ はか な り難 しいのではな

いか と思 っています。

た とえば、完 全 に独 立 した生活 空間が あったうえで、

シェアで きる一部 の共用 空間が あるものだ とか、いま一

般 的 にい われ るシェアとは違 ったかたちで、空間 を造 っ

ていくことになるのだろうと思 います。

■部分の最適化と全体の最適化

田村 今 日のシンポジウム全 体 を通 して、これか ら"部

分 最適化.と"全 体の最適化.と いうことが大 きなテーマ

になるのではないか と感 じました。

個々の賃貸住宅 の所有者 は、た とえば賃料 を上げたい

とか、あるいは居住者 の満足 を高 めるために、さまざまな

手 段で 力を尽 くす部 分最適 化 をおこない ます。ところが

その結 果 を社 会全体 の トータル としてみ ると、非 常 に非

効 率で全体 の最適化 が図れない ような事 態が さまざまな

部 分で沸 き起 こって くるので はないか と思 います。

た とえば、シェア型は ものすご く良い手法だ と思 います

が 、これ から賃貸住宅 が大 量に余 るというなかで、2DK、

3DKを シェア型 に改 築 す ることで逆 に膨 大 な数 のス

トックを増 加 させ ることにもな りかね ません。さらに こう

した増改築 の多 くは確 認 申請 の枠 外で おこなわれ るので、

この数は統計 に表 れてはこない とい う問題点 も大 きい。

それか ら建築 のハ ー ドを考 えてみて も、建 物の空間で

いうと、賃貸住宅 とか、オ フィスビル とか、用 途 ごとにも

のすご く細 か く法規 が分か れていて、その法規 を最低限

満 たす ところで最 も安 く、最 も手早 く建 物が供 給 され て

います。ところが 、この法規 が少 しでも変わ ると適用 で き

な くなった り、あ るいは時代 とともにニーズが変わって適

用 で きな くなるということが起 こりえ ます。つ まり、建物

を長 く使 っていこうとするということは、いろいろな時代、

いろいろなニ ーズに合 った ものでな けれ ばいけない、つ

まり建物 は普遍 的に造 っていか なけれ ばな らないのだ と

いう結論 に行 き着 くのだ と思い ます。ただ し、普 遍的にっ

くってい くためには、初期 投資額が大 き くな ることも避 け

が たい事実 です。

い ままで建築 界で は、部分最 適化 の答 えばか りを探 し

てきた のではないか。そ ういう反省 の下に、長 期優 良住

宅 をつ くってい くとしたら、できるだけ普遍 性のある住宅、

つまり、将 来 は住宅で な くて も使 えるような空間 をっ くっ



てい くことが、ハー ドの耐 久性 を考 える以上に大切 な こと

なのではないか と思い ました。

小泉 先 ほどの竹 内さんの発表で は、孤独死 が増 えると

い う最後 のお話が一番強 烈で した。ああいうことを知ると、

や は り、高 齢者 のた めの すまいのあ り方 を考 えてい く必

要が あると思 いました。新 たに家 族をっ くるということが

なかなか難 しいとす ると、リビタさんの ような事業者 が介

在 して人のつなが りをつ くり出 してい くような可 能性 もあ

るのか なと思い ます。

門脇 高齢者 のシェアは、ともす るとインセンティブが見

出 しづ らい ことが あります。た とえば身体 能力に差がある

場合、扶助 され る人 はメリットが あるが、扶助す る側にメ

リットが ない とい うようなことです。

オランダで、高齢 者専用 コレクティブハ ウス として団

地 を再 生 した事例 を見た ことが あります。入 居条件 は55

歳 以上で、自分 が扶助 した分 をどん どん貯金 していって、

自分が高齢 者 になって身体 能力が衰 えるとそれが返 って

くるというプログラムだった と思います。それ は部分 最適

化の ことだけを考 えていると出て こない プログラムで、全

体 をみ て解 を考 える、そ うい った住宅 全 体 の仕 組 みが

個々のプロジェクトでも重要 になって くると思い ます。

■住宅地の形態論にまで議論展開を

服部 苓生(千 葉大名誉教授)私 は千葉 大

学 を退 官 した後、いまは団地 内でNPO

を運営 してい るのですが、前身 は住宅 地

の基本 計画 を立て る研究 を専 門にや って

きま した。実 は博 士論文 で は竹 内さん と同 じ人 口推計 を

取 り上 げて研 究 していた とい う経 緯 もあ ります。住宅 地

計画 の立場 か らい うと、今 日の話 を聞いて、一軒 一軒 は

改 良がすすんで、それぞれ のニーズが充足 されて いるこ

とは大変 良いことだけれ ども、今 日のみなさんが、この先

にいったい何 を狙 っているのか、よくわか らなかったとい

うのが最初 の感想 です。

私は、いまは反省 して いるのですが、全体 の住宅地 計

画 として、ヨーロッパ型の囲み型が、街並計画 として も、

コミュニティ形成 か らみて も非 常 に有効 な手だてで はな

いか と考 えていた ことが あって、当時 プロデュース として

関わ っていた 「幕 張ペイタウン」や 、 「長野 オリンピック

選手村(今 井 ニュータウン)」 で囲み型 を提案 してきた と

い う経緯が あります。日本 中の住宅全 体が どうなってい く

べ きかを見据 えて、制御 してい くということを、当時の建

築論 として考 えて いた ので すが、今 日の発 表で は、その

ような住宅地 形態 論 みた いな ところの話 はまった く議論

にあが らなか った ことが 残念 で した。おそ らく今 後 の課

題になるのだろうと思 います。

もちろんいまの時代、い ろいろなアイデアの住 宅形 態が

出てくるのはとても重要 なことだ と思います。シェアの話 も

出てきました し、あるいは新 しい形 の賃貸住宅 の話 もあ り

ました。私はいま、15万 人が住む団地の真ん中でNPOと

して この団地全体の改装 を進めようと活動 していますが、

ス トック時代になった ことで、たった一戸がなかなか改造

できな くて、何 もか も現状のままつ くらなけれぼならない と

いう状況に直 面 しています。今 日みな さんがおっ しゃった

ように、改造 してシェアプレイスにするとか、減 築 して新 し

いシェアハウスにするとか、さまざまな事例が出て くるとい

うことは非常に喜 ばしい方向だ と思いました。

いま、廃 校 を部分 改造 して、職人 の住宅 として供 給 さ

れ るという事例 が都 内で もお こなわれつつあ ります。新 し

い住 ・職 混合 の住宅形 態です が、今 日のここでの話 のな

か には、住 ・職混 合の ような話 は一切 出て きませ んで し

たけ ど、私 は都 市の住宅 地 には、用 途が混 合 していたほ

うが いい と思 っていますので、今後 は是非 そ うい う話 に

展開され ることを期待 してい ます。

小泉 最後 にまとめとして、私か らひと言 だけお話 しさせ

ていただ きます。おそらく既存 の建 物 、既 存 の集 合住宅

を生 かしてい く場合、今 あるものから考えていか ざるをえ

ない。これ はある種 の地 形の ようなものだ と思 うんです。

その地形 の上 に、どうい った建物 を建 てるか。少 し造成

もか けられ るけれ ども、それ にはや はりコス トがか かるの

で、造成 をで きるだ け最 小限 に して、より良い ものをつ

くってい く。そのための技術、あるいはコス ト感覚 が求め

られ ると思い ます。これか らス トック活用 に関わ る人物 は、

不動産 的な発想 、社会 の動 向、技術面 、もろもろを横 断

的に見 てい くような視点が必 要です。そういったことが少

しずつ見 えてきた ように思い ます。

す ぐに結論 や方 向性 を出せ るような話 ではあ りませ ん

が、これ らの課題 を急務 で解決 に導 かなければ いけない

とい うこともはっきりしています。企 画、計画、設計 に携

わる人 々に大 きな課 題が示 されたのではないか と思 いま

す。今 日はどうも有 り難 うございました。(文 責二編集部)



住 総 研 フ ォー ラム ・レポー ト

江戸 ・明治 の住 宅 リサイクル
古家の移築 と古材利用・

小 沢 朝 江(東 海大学教授)

第185回 江戸 東京住 まい方 フォーラムが、2010年ll

月29日 に北 沢 タウンホールを会 場に開かれた。テーマは

「江戸 ・明治 の住 宅 リサイクルー古 家の移築 と古材 利用」

。住総研 の2010年 度のフォーラム&シ ンポジウムのテー

マ 「サスティナブル住宅 」 に関連 し、住宅 の長寿 命化 や

建 材の再用 を史的視 点か ら捉えようとしたものである。

長 く 「木の住 まい」 を作 り続 けて来 た日本で は、 木造

の解体 ・再 建 しやすいという利 点 を活 か し、 ある時 期 ま

で 古家 ・古材 の再 用が頻 繁 に、 ごく一般 的な方法 として

行 われてきた。 一方、 現代 は新材 による新 築が主 流であ

り、 ごく短 期 間でスクラップ ・アンド ・ビル ドを繰 り返 す。

なぜ それ まで当た り前 だった古 家 ・古材 の再用 がお こな

われ なくなったのか、 その理 由を考えるには、まずそれ が

当たり前だった時代 の様 態 を知 ることが必要 だろう。 そこ

で、 民 家の移 築 に関す る研 究 がある長 岡造形 大 学 教授

の平 山育男 さん、 古記 録 類か ら近 世 の建築 工 事 の実態

を研究 する立命館 大学 研究 員の中村 琢 巳さんのお2人 の

パネラーをお招 きした。

■司会

●小沢朝江(お ざわ ・あさえ)

東海大学工学部 教授

1986年 東京理科大学工学部建築学科卒業 、1988年 神奈川

大学大学 院修士課 程修了、湘北短期大学生活学科助 手 ・専

任講 師 ・助教授、東海 大学工学 部建築学 科助教授 を経て、

2007年 よ り現職。1999年 日本建築学 会奨励 賞受賞。

著書 に 『明治 の皇 室建築一 国家が求 めた 「和瓜」像 』(吉

川弘文館)、『目本住居史』(共 著、吉川弘文館)、「名城シ リー

ズ ニ条城』(共 著、学研)な どがあ る。

■パ ネ リス ト ■ パ ネ リス ト

●平 山育男(ひ らやま ・い くお)

長 岡造形大学 造形学部教授 学長補佐

早稲 田大学大学院理工学研究科修 了博士(工 学)博 士(造 形)

専 門は建築歴史、住居史。文献 を用 い平安 時代 の寝殿造研

究 で学 位を取得 したが、教授か らそれ だけでは ご飯 を食べ

ていけない と諭 され、文化財修復 の現場 へ。 ところが生来

か らの 「モノ好 き」のた め、現場 にのめ りこむ。創建時 に

おけ る建設者の息吹 と心意気 を聞き、 その建物 に しかない

証 を見極 めることを心掛 けてい る。

●中村琢巳(な かむら ・たくみ)

立命館大学 グローバルCOE研 究員

『木造住宅 の ライ フサイ クル に関す る歴史 的研 究一近世史

料 にみる資源保全 型の建築活動』で博士号(東 京大学)を

取得後、 日本学術振興会特別研究 員(PD)を 経て現職。専

門 は日本建築史。



平山育男さん 「民家はどのように造 られてきたのか」

平 山育 男さんは、東 京都 稲城 市 で、明 治初 期 に移 築

され た民家 の調 査 を担 当 したことを契機 に移築 に関心 を

持 った といい、神 奈 川県 ・東 京 都 の 民家 調 査報 告 書

200冊 以上 か ら民 家の移 築事 例 を収 集 し、 移築 の頻 度

や理 由、年 代、移 動距 離等 を分析 した。 この検 討 は、 さ

らに全 国の報告書 約300冊 に対象 を広 げておこなわれて

お り、 「数 」 に裏 打ちされた報 告 は具体 性 に富 み、統 計

的なデータか ら社 会 的 背景 があぶ り出されて、話 に引 き

込 まれた。

民俗学 の宮本 常一 は、 かつては村の1、2割 の家 が移

築だったと述 べている。平 山さんによると、 東京 ・神奈川

の事例 で はそれ ぞれll%・14%で 、実 際 に1割 強 の移

築 が確 認で きるが(図1)、 この数 は地 域差 が あり、全 国

的 には富 山 ・石川が約3割 、鹿児 島が約2割 と高 い。富

山 ・石 川では加 賀藩 の新築 禁止 令の影 響、鹿 児 島 ・宮

崎では床上 と土 間を別 棟 にする分 棟型 の形式 を採 り、分

棟を別 々に移築 するため増 えた可 能性が あるという。

興 味深 いのは、やは り自身で取 り組 まれている和歌 山

県橋本 市 の町家の調査 では、 移築 がわず か1%に 留まる

点で、 平 山さんは町家 の場合 商家 として より立地 の良い

場所 を欲 し、 「住 人 」が頻 繁 に移 動す るのに対 し、農家

の場 合土 地 を持 つため人 は動 けず、代 りに 「建物 」を動

かすのだ と指摘 している。移 築 の理 由としては、江 戸 時

代 には火災や大水 による再建 が多 く、災 害復興 時の早期

で安 価 な再 建方 法 として移築 が選択 されているが 、近代

に入 ると分家 時の購 入が増 え、社会 変化 を窺わせる。

で はどこか ら移 築 したのか、 移築 元 との距 離 をみ ると、

沖縄 では舟 で100km以 上 を運 ぶ例 もあるが、東 京 ・神

奈川では平 均4.4kmで 、75%が4km未 満、すなわち徒

歩1時 間 圏 内に当たる(図2)。 これ は、 自分で 民家 を運

んだ という伝承 も多いことか ら、運 搬 という施工 上の物理

的制 約 も理 由 としてあるが、情 報伝 達が 可能 な範 囲 とい

う一 面 も持 つ。 移 築 は、 価 格 や 工 期 の 短 縮 以 外 に、

建っている状態 を自分 の目でみて確認 できるという 「質の

担保 」が メリットとしてあ り、 互 いを知ってい る徒 歩 圏内

の地域 社会 で こそ成 立する方 法 と平 山さんは位 置づ けて

いる。移 築 された民家 の経 年数 は、東 京 ・神奈 川でも全

国でも80年 弱で、1世 代25年 として3世 代が 住んだ民

家が移築 の候 補 になる傾 向にあった。

で は、 なぜ一 般 的 だった移築 が 失 われ ていったのか。

その理 由 として平 山さんは材 料 調達 に関する経済 匪の変

化をあげた。 江戸時 代の普請で は、木挽 が製材 を担当 し、

一材一・材手 で挽 いた。板 も角材 も手間 と費用が 非常 にか

か ってお り、 その大 切 な材 を とことん使 いこなす ことが、

当時 としての経済 的合 理性だったといえる。 しか し、近代

の機械 製 材 の登場 、特 に電気 の普 及 により製 材 効 率 は



手挽 きの100倍 になり、手 間賃 も2分 の1以 下 に下が っ

た。 平 山 さん は、 この 安 くて大 量 に生 産 され た材 が

「もったいない」 という感覚 を失 わせていったと推 測 してい

る。

平 山さんの報 告 を通 して強 く感 じたのは、 住宅 は技術

や個 人 の考 えだけで はな く、 「社 会 」 によって作 られると

いう点だ。移 築 は地域 社会 の中で こそ成 立する施工 方法

で あり、経 済性 ・合 理 性の社 会 的な変化 が、 移築 の消

長 に敏感 に反 映する。その考 えは、中村琢 巳さんの報 告

で さらに強 まることになる。

中村琢 巳さん 「古家 ・古材の循環を支 えた江戸時代の知恵」

平 山さんが移 築を、再用 された民家 その ものか ら検 討

しているのに対 し、 中村 琢 巳さんが用いたのは普請 願書

などの文 献史 料である。 中村さんは、 古家 ・古材 の利 用

を 「リサイクル」 という一 面だ け取 り出して考 えるので は

な く、 住宅 その ものが建 てられてからどういう運命 を辿 る

のか、 「住宅 の一生 」 ともいうべき全体 像の上で捉 えてい

る。 このためお話 は、江戸 時代 の建 築行為 の実態 から始

まった。

一 之江新 田村(現 在 の東京都 江戸川 区)の 普請 願書

か ら幕末 期10年 間の建築 行為 をみると、 一之江 新 田村

の約50軒 で、主屋 の 「新 規家 作 」 は10年 間で1軒 も

な く、既 存建 物 の 「建替 」も1軒 のみで、 物 置や小 屋 な

ど附属 屋 で も 「新規 家作 」 が5軒 に留 まる。 その 一 方、

既存 建物 に手直 しを加 える 「取 繕普 請 」は延べ83回 と

極 めて多 く、江戸 時代 の村 では頻 繁 に建築 工事が あった

こと、ただ し新 しく建物 を造 るので はな く 「取 繕 」が大 半

だったことが わか る(図3)。

続 いて、 この 「取 繕 」の具 体 的な内容 が、 岐阜 県 飛

騨 地 方の普 請 願 書約1000通 か ら示 され、 その種 類 は

土台替 ・柱根継 ・仕添 ・継添 ・継足 ・造添 ・棟継 ・切

縮 メ ・取払 ・軒 継 上ゲ ・仕 立 替 ・起立 な ど極 めて多彩

で ある。また、住 宅の 「取壊 」 「取 崩」 は、壊す ことでは

なく、部材 を解 くことを意 味 し、使 える古材 と新材 を混ぜ

た 「建 替 」や、場 所 を変 えて建 て直 す 「引移 」、将来 に

備 えて古材 をス トックする 「囲 置 」 など、解 体後 もまた



様 々な更 新方法 が存在 した。つ まり、江 戸時代 の住宅 は

一旦 建てられ た後 も
、修 繕や増改築 など多様な建築行 為

を受 け、 さらには解体後 の古 材の再用 ・保 存 に至 るまで、

豊 かな生涯 像 が存在 したことになる。飛 騨高 山で は、2

軒 の住 宅の移築 による取 替や、年 少の子供 のみの家で住

宅 を一 旦解体 して保 存 した例 など、原史 料 の生 々しい記

述 も紹介 され、現代 とは異質 な住宅 観 に喩 らされた。

最 後 に示 され たのは、幕 末 の世 田谷領 和 泉村(現 在

の東 京都 狛江 市)の 、借 財 を背負った村 人 の住宅 の売

却 記録 「住 宅 取 崩 売立 帳 」で ある。 ここで は、住 宅 が

戸 ・障 子 ・雨戸 などの建 具、 鴨居 ・敷 居 ・上 台 ・柱 ・

梁 などの部材 にバ ラバ ラに分割 され、 同村や 隣村 に住む

約20名 に売却 され てい る。 これ らの人々は、 将 来 の何

らかの普 請 に対する備 えとして購 入 したとみられ、近 隣の

ごく限 られ た範 囲 の人たちで売 り切 れ るほど、 古 材 の需

要 が あった ことにな る。 先 の 飛騨 地 方 の普 請 願 書 で は、

古木 の利用 は住 宅の修 繕や増 築で頻出 しており、 飛騨高

山の有 力 な町人 には、 自分 の材木 蔵 に檜 の良材 を100

～200本 ストックしていた記 録 もあるという。 こうした新

材の 「囲木」 も、 古木の 「囲 置」 も、頻 繁 におきる普請

へ の備 えで あ り、 江 戸 時 代 の住 まい方 の作 法 のひ とつ

だったと中村 さんはまとめている。移築や修 繕、増 改築な

ど多 様 な住 宅 のライフサイクル の中に、 古 木が 活躍 する

場が用意 され ていたのである(図4)。

討論:か つての住宅の生涯像 を改めて見直す

お二 人 の報 告 の後、 会 場 も交 えて討論 をお こなった。

なぜ 古材 の再用 が難 しくなったのか という問いに対 し、 平

山 さんは先 述 の製材 の変 化 とともに、 洋釘 の普 及 による

釘 ・金物 の多用 もまた要 因 になったと答えた。 近世 の和

釘 は、 鍛 冶 屋 が ひとつひ とつ 手 で 叩いて作 るの に対 し、

洋 釘 は大 量 生産 が 可能 である。製 材や 釘な どの材 料 が

大 工 の手 間 賃 より高 かった時 代 には、 材 料 を大 事 にし、

継 手や仕 口を作 るなど職人 の手 間でそれ を補 った。 しか

し、材 料 が安 く大量 に手 に入 るようになれ ば、手 間 をか

けず、代 りに釘 や金 物 を多用するようにな り、解 体が しづ

らくなる。 工業 生 産 とい う技術 革 命 は、 ごく普通 の住 宅

の生涯像 を激変 させたのである。

一 方 中村 さんは
、 大 きく変 わったの は住 宅 に対 する考

え方だ とい う。近 世 は、 竣工 すなわち住 宅 の 「完成 形 」

で はな く、継 ぎ足 した り繕 うことが当た り前で、 そこに古

材 が入 り込 む余地 が あった。竣 工 イコール完 成形 という

意 識が 強 くなった ことで、 古材 が活 躍する舞 台が 失われ

たのだ と述 べている。

印象 に残 ったのは、近 世 という時代 は住 む側 も作 る側

も、住 宅 の一 生、 木材 の一生 を豊 か に考 えていたことで

ある。 竣工 か ら取 壊 とい う単純 な一 直線 ではなく、 多彩

な修 繕 や増 改築 が繰 り返 され 、取 り壊 され てもまた新 し

い建 物 の部 材 として違 う道 を歩 んだ り、一 旦ス トックされ

た古材 が増改 築の補修材 として生 まれ変わった りする。

「リサイクル」 とは、 まさにリ ・サイクルであって、 かつ

ての住 宅の生涯像 を改 めて見直 すことが 、古材 ・古 家の

再用 を考 えることに直結 する。古 材が 抱える奥深 い社会

背景 を知 った、実 り多いフォーラムであった。(小 沢朝江)
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連 歌 とす まい

最近 、サステイナブル という言 葉 が環境 問題 に関連 してよく使 われるようになった。私が はじめて聞い

たのは十数 年 前で、パッシブソーラーの研 究者 からだった。カッコいい言 葉だと思い、辞書 で確か めると

「維持 する」「耐 える」という簡 単な意味 で、「持続 可能 な」という意 味が 付されるようになったのは最近

である。使 われる内容 からすると 「無駄 使 いをせ ずに地 球資 源 を持 続させ る」という意 図が込 められて

いるといえる。

しかし人 間という存在 をよく観 察 すれ ば、そう単 純ではない。無 駄 を排するか らといって、方 丈記で は

なくとも合 理 的 な最 小 限住 居 でよいというわけにはいか ないであろう。ゆったりとした空 間 に花や 置物 、

絵や彫 刻 を飾 る豊かな暮 らしの実現 は人 間 のささやかな望 みだか らで ある。さまざまな趣味 も無駄 だと

いうわけにはいかない。もともと人 間には非 合 理な感情 や飽きっぽい気まぐれ がある。それ らをある程度

抑えることはよいが、そうした人 間性 を無視 した理 論や仕 組みは現実 的ではない。

「持 続 可能 な」ということで、室 町時 代に生 み出された 「連歌 」が思 い浮 かんだ。連 歌 は歌を詠 める
れんじゆう

数 人(連 衆 と呼ぶ)が 「座 」をつくって、五 、七 、五 と七 、七を、次 つぎと別 の人が 詠み継 いでいくの

である。そこでは前の句の意 味を受 けてから解 釈を転 換 し、まったく別 の趣 意で、しかも繋が る句 として

詠 まなければならない。また、前の前の句 と同じ趣 意でもいけない。何句 目には月、何句 目には花 を詠み、
そうしょう

恋愛 の句 は全 体で何 句 以内、などといった式 目という規 定 もある。座 にはたいてい連歌 師 一宗 匠が招

かれ発 句を詠 み、後 、連 衆の詠んだ句が そこにふさわしいかを判 断した。ときには宗 匠 も句を挟 み、多

少のリードをすることもある。しかし方 向にはさまざまな選 択 肢 があり、それが また次 へ展 開 していくわけ

だから、その連 歌 が どうなるか、終 わるまで 宗 匠 にも分 か らない。連 歌 は通 常百 句 詠 み続 けられ る。
とっぴやっく

三十六句もあれぼ五十句の場合もある。また、十百句といって百句が十繋がる場合は、一万五千五百

字にもなる。今日では考えられないが、間に世間話を挟みながら、数日間を費やすこともあったという。
あ げ く

長いが、それにしても終 わり=挙 句が ある。

住 居 は同じ空 間でも、住 んだ人が居 心地 のよいようにし、それ が繰 り返 されて住 み継が れていく。変

わりながら繋 がっていく。終わりが あるという事 実 を見 据えながら、どれ だけ無駄が なく気持 ちよく持続 さ



せ、挙 句で完結させるかは美学 といえる。

住 居 に関して建 築家 は宗 匠の役 割を果 たすことになる。発 句を詠むことは住居 を設計 することだからで

ある。そこにどう住み、どう変 えるかは連衆 の工 夫である。好みの家具や調 度を置いたり変えたりすることも、

一句 を詠 む趣 向と同じである
。大 幅な改装 や改築 、解体 に際 しては、専門家 の助けが 要る場合 もある。

宗 匠が適 宜一句挟 むのである。そうした過程 を考えるならば、発句=設 計 にも、連衆 つまり住み手の工 夫

の余 地を残 したい。住居 の設 計というのは、さまざまな要 素の整 合性 を追求 しながらも、矛盾 を含 んだ人

間のさまざまな振舞 いと如何に折 り合いを付 けるかであり、連歌 の成 り立ちといっしょではなかろうか。

私の連歌 二すまい替 え

私自身 のことでいうと、今 まで三回すまいを替えた。生まれたのは川越 の材 木屋、木造 の家で百 坪ほど

はあったろう。両親 も受け継いだ家であり、生 活の場 のあり方には、それほどこだわっていなかったようであ

る。それでも親 が増 築 した部分 もあった。ほかに何代 か続 いた土蔵 があり、悪戯 をすると土 蔵のなかに入

れられ た。音もなければ光もない。そこでは真 の闇 を体 験 した。近 寄るのも怖 かったが 、なかに仕舞われ

ているガラクタには興 味があった。怖いもの見 たさである。後に、蔵 は眠り文 化財だとして保存 を説 くように

なったのは皮肉な因縁であるが、遺伝 子として受け継 がれていたのだろう。

小 学校 までは家 のなかに決 まった自分の居場所 がなく、中学になってやっとひとつの部屋の片隅に机 と

本 箱を置 いた。建築 の勉 強 もそこで していた。部 屋がいくつあっても個室 という考えはなかったのである。

四人 兄弟だったが、それぞれどこを居場所 にしていたか覚えていない。食事 には茶の間に集 まる。それで

不便 だとは感じていなかった。建築 を学 ぶようになって、そうしたすまいに矛盾を感じたが、感 じる範 囲にと

どまっていた。

新 建築 に入って数 年経 ち、縁が あって同潤会 江戸川アパートに住むことになり、十年近 くそこに住んだ。

江戸 川アパ ートは昭和十 年の竣 工で、当時の新しい生活に対する意 気込みが空間や西 テールの隅々に

まで染 み込んでいた。六階建 ての両 端が 内側 に曲が る棟 と、四階 建てで多少 出入 りのある棟 とで巾庭 を

囲む空間構 成は豊 かだった。もっとも戦後 、賃貸 から分 譲形 式に替 わり、当初のすまい方のシステムはほ

とんど消失していた。しかしどっしりとしたその空 間からは学ぶものは多かった。生まれ た家 とはまったく違っ

た空 間での生活を楽しんだ。ここに住んですまいの好みも変わったといえる。

結婚時 に買ったマンションができるまでの一年 間は、文京 区の目白台アパートに住 んだ。椿 山荘 に隣接

する賃貸 アパー トで、社会 的サービスを共有 する管理 のしっか りした合 理 的システムのアパー トであった。

ある意 味では近代 生活 の理想 を求めた同潤 会アパートの精 神をかなり受け継 いでいたといえる。しかし私

が出てからすぐに分 譲形 式になってしまい、往 時のよさは失 せてしまったと聞く。ここにも賃 貸 と分譲 との差

異があった。所有 権の発 生する分譲 より賃貸のほうが、理 想が実現 し易いのかもしれない。

そしていま、文京 区千 石 ・水 戸徳川家屋 敷跡のマンションに四十年間住 み続 けている。購入 資金 は銀

行 から借 りた。アパートからマンションに呼称 が代 わる、はしりであった。もともと戸建 て住 宅 に住む気 は

なか った。やや高 台の五階で、南側 は見 晴らしがよく、東側 の窓 の前 には大 きな樫 の木が あり、新 芽や

落 葉が 四季の移 ろいを知らせてくれ る。改 装は二度 ほどし、二人 の子供 が家 を出たので3LDKを2LD

Kに 、床をじゅうたんから木に替 えた。また先 年マンション全 体の改装 をおこない、耐 震性 能 向上のため

外装 を軽 くするなどした。まだ二 、三十年 は持つであろう。時代 の流 れなりに住み続けてきたと思 っている。

嫁 いだ娘 のひとりは、一一軒 家 に三世 帯 で住んでいる(今 は二 世帯)が 、南房 総 の山中に家 付 きの



広い農地を求めて、娘は農民の資格も得た。週末はそこへ五人家族で行って野菜を植えたり筍を掘っ
きじ

たり、山椒 魚や雑 を飼 ったりして子 育てをしている。ないものが 欲 しかったようである。こうして都 会 と田

舎 を往 復 する生 活をしている孫 たちは、一 人前 になったらどのようなすまい方 、生 活 をしていくのだろう。

未 知であり楽 しみである。

前 の句 を受 け、転 じて詠む

私 も確 かにはじめは、生 まれた家 とは異なった住 環境 を求 めていた。違 った住 み方をしたいと思 った

のだが、変 えてみて、人間 の住 む空間 は、環 境や広 さが替 わってもそれ ほど変 わることはないと悟 るよう

になった。居住 環 境の変 化 は、前 の句 の意を受 けなが ら、転 じて詠 んでいく連 歌 と同じ範 囲 内の変 化

なのである。それ以 上頑 張らないことが、無 駄 を省 き長続 きさせ るサステイナブルに繋 がるのではないか。

また年 を取 ってくると、人 間、自然とサステイナブルになってくるということも分 かるようになった。

こうした個人 的な事情 が、私がすまいとサステイナブルを考える背景 にある。

個 人のなかでのすまいの変化 は、まず生まれて家族 で暮 らし、次 に家を出て一人 住 まいになり、結 婚

して二 人、やがて子供 が生 まれて家 族 になり、子供 が出ていってまた夫婦 だけの二人 になる。あるいは

老 人ホームへいくかも知れ ない。最 近ではもっと多彩 な住み方 もある。それでも個人 にとってはひと繋が り

なのである。だがその変化 の現 実 は、人 によってさまざまである。まさに同じものがふたっとない連 歌である。

連 歌のような住み方というのは、不安 定 のようにみえて結 構安 定 している。ものごとを 「……すべき」と

考 えるのではなく、なるようになるなかで、その時 点でのベターを選 択 していくからである。そこでは論 理

でなく感 覚が大 きな割合 を占める。「……すべき」では、理 想 と現実 の落 差 が大 き過 ぎると思考 が停 止

して選択 ができなくなり、結果 として最低 の選択 をしてしまうこともある。しかし連歌 のような住 み方であれ

ぼ、思考 を転換 してベ ターな選 択 をすることができる。変化 のなかでバランスを取 りなが ら、次の着 地

点 を選択 していくのである。私 自身、連歌 のようなすまい方をしてきたといえよう。

サステイナブ">vな社 会 とす まいへ

私 がいまでも覚 えているのは、五 十 年 ぐらい前 は、公 団住 宅 に住 むことが多 くの都 市生 活 者の理 想

であり願望 であった。抽 選倍 率 も何 十倍 で、2DKは その象 徴 なのであった。だが半世 紀 を経 ずして理

想 のすまいだった2DKは 批 判 の対 象 になってしまった。しかし当時 は少なくとも新しいすまいの理想 があ

り、その理 想を現 実 とギリギリにす り合わせた結 果が2DKな のであった。当時 の民 間アパ ートを調 べれば、

その差 は一目瞭然 である。

ところで五十 年前 の2DKに 匹敵する目標 が、現代 にあるであろうか?少 なくとも理想 の願 望 はなくな

ってしまっている。いまの生活 に満足 感を持 っている人 は多 くはないと思うが、客観 的 に見 れ ば、家 具や

家 電 は満 ち足 りている。最近 の世 界 的調 査 によると、一・人 当たりの年 収 が二 百万 円を超 えると、経 済

主 体 の生 き方ではなくなるという。また二 〇〇九 年 に七百 五十 六 万戸 の空家が 日本 にある。貸 戸が 主

だが、これ らも見過 ごせない問題 である。

バブルが崩壊 してもまだ、栄 養 過多で太 り過ぎが現在 の日本 社 会である。そう思 わない人 もおられる

だろうが、日本社 会 の太 り過 ぎは現 実である。社 会が スリムになることが、健 康 のためにも、地球 資 源



を浪費しないためにも必要なのである。

目本の住居をサステイナブルにするためには、もうひとつ超えなければならない問題がある。それは行

き過ぎている現在の個人主義の壁である。

戦後の日本は個人主義を近代化の柱と見立てて、それを確立するのに懸命であった。公団住宅は

封建主義の象徴でもあった大家族から個家族へと一歩進める役割を果たすものであった。その展開上

にあるのが、良くも悪くも、現在の住居の多様化である。

しかしそれぞれの個がまったくの独立性を主張するのであれば、社会の存立が危うくなる。持続可能

であるためには、時間的にも空間的にも、個を超えて繋がっていかなければ意味がない。他でのサステ

イナブルは自分とは関係ない、と別のサステイナブルをそれぞれが選んだとしたら、全体としてはサステイ

ナブルの反対になってしまう。その個は、個人だけでなく、研究者や研究機関、社会や自治体それぞれ

も個である。個人主義が成立する背後には、社会が成立する根幹に対する共通意識がなければなら

ないはずである。しかし現在の日本は、既存の枠組みに廿えて、個だけが一一人歩きしてはいないだろうか。

個を繋ぐ社会という枠組みがあってこそ、個は自由に動けるのである。その枠組みを意識しないで動け

ることは素晴らしいが、枠組みは常に変化するものであり、その補修と、未来への投機が含まれなけれ

ばならないことを認識しなければならない。

また住居の多様化が進むなかで、如何にサステイナブルを考えた住居であっても、それを住み継ぐ仕

組みがなく、住み継ぐ人がいなければ持続できない。持続できなければサステイナブルとは呼べない。

持続するための知恵が必要となる。サステイナブルとは理論や技術だけでなく、人間の知恵が加味され

なくてはならないのではないか。

住居の寿命をどう乗り越えるかも、サステイナブルの課題である。できるだけ長持ちさせることはもちろ

ん必要だが、解体した古材を使い回しできることも大切である。逆に木造住宅では、六十年経った木

を使って六十年持させれば、伐った後に植えた木が使えるようになる、という地球規模でのサステイナブ

ルもある。新しい家に住みたい、という要望もあれば、古い民家に歴史を楽しんで住みたいという人もいる。

さまざまな要望を受け止めながら、それをサステイナブルに繋げていくには幅広い対応が求められる。

ゆるやかな変化 を楽しむ

現在の時点で住居のサステイナブルを考えることは、未来へ繋ぐ社会のあり方、個と全体の関係を考

え直す契機として捉えたい。住居も社会も都市も、個である人間がバトンタッチしながら繋がっていく。

次の句はゆっくり詠めばよい。連歌のように変幻自在に詠んで次代に繋げる仕組みが求められている。

次の句がどうかは、詠む人の器量に任せる。

次の世代を信じ、彼らが腕を揮える余地を残しておこうではないか。

そうしたことを認識した上で、現在の個の多様な可能性とその限界に改めて真摯に向き合えば、住居

として持続可能なための個と全体との望ましい関係、さらにそれを次代に継続させるための必要条件な

どが浮かび上がってくるであろう。答えが必要なのではなく、方法論の構築が求められているのである。

すまいの多様とその変化を許容した上で、それらをゆっくりと持続可能にし、そして心豊かな生活を育

む社会を築くのに寄与していく連歌のようなすまい方が、サステイナブルなすまいのあるべき姿だといえる

のではないだろうか。
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環境のイエ フィジックスと住空間デザイン』

サステイナブルな住宅・建築デザイン 新しい空間創造の方法

地域油田環節都市が開く未来

環境共生住宅A-Z低 炭素社会の住まいづくりガイド

パッシブハウスはゼロエネルギー住宅 竪穴住居に学ぶ住宅の未来

未来の住宅 カーボンニュートラルハウスの教科書

新エネ・省エネの経済的導入法 事例に学ぶ計画と評価

都市のクオリティ・ストック 土地利用・緑地・交通の統合戦略

パリ流環境社会への挑戦 モビリティ・ライフスタイル・まちづくり

サステイナブル・スイス 未来志向のエネルギー、建築、交通

省エネ時代の家づくり

畑がついてるエコアパートをつくろう

地球にやさしい家に住もう

現代都市のリデザイン これからのまちづくり心得

「環境首都へのみち」

地球を冷やすワザいっぱいの下町プロジェクト

持続可能な地域社会へ向けて先進事例の調査研究及びその成果の映像記録の制作・普及・lll

持続可能なまちは小さく、美しい 上勝町の挑戦

サスティナブル都市

フライブルクのまちづくり ソーシャル・エコロジー住宅地ヴォーバン

住宅白書2007-2008サ ステイナブルな住まい

森の都市EGEC

市民 ・地域が進める地球温暖化防止

「環境首都へのみち」

持続可能な地域社会へ向けて先進事例の調査研究及びその成果の映像記録の制作 ・普及一lll

再生住宅21世 紀の新しい家づくり

マイエコハウス

エコ八ウス私論 建てて住む。サスティナブルに暮らす家

サステイナブル集合住宅 オープン ・ビルディングに向けて

サステイナブルな未来をデザインする知恵

スウェーデンの持続可能なまちづくり ナチュラル ・ステップが導くコミュニティ改革

lBAエ ムシャーパークの地域再生 「成長しない時代」のサステイナブルなデザイン

住み続けたいまち 光が丘の原点を探る コンパクトシティーの先駆的事例

循環型未来都市 サスティナブルシティ

私たちの住居学 サスティナブル社会の住まいと暮らし

サステイナブルな未来をデザインする知恵

持続可能な都市 欧米の試みから何を学ぶか

持続型集住にむけての郊外分譲住宅団地再生に関する計画的研究

小泉雅生

竹山清明

吉村元男

環境共生住宅推進協議会

野澤正光

竹内昌義 ほか

高仲泉 ほか

林良嗣 ほか

森口将之

滝川薫

兼坂亮一

平田裕之

山岡淳一郎

リデザイン研究会

八イライフ研究所

笠松和市 ほか

石塚義高

村上敦

日本住宅会議

奥野翔

和田武 ほか

ハイライフ研究所

榎本馨

佐藤征雄

小林光

Kendall,Stephenほ カ、

服部圭郎

サラ・ジェームズ ほか

永松栄 ほか

青柳幸人 ほか

菊竹清訓

中根芳一

服部圭郎

福川裕一 ほか

小杉学

学芸出版社

日本経済評論社

鹿島出版会

ビオシテイ

農山漁村文化協会

バジリコ

オーム社

鹿島出版会

鹿島出版会

学芸出版社

けやき出版

自然食通信社

朝日新聞出版

東洋書店

八イライフ研究所

学芸出版社

近代文芸社

学芸出版社

ドメス出版

彰国社

学芸出版社

八イライフ研究所

評言社

幻冬舎ルネッサンス

木楽舎

技報堂出版

鹿島出版会

新評論

水曜社

光が丘新聞社

美術出版社

理工学社

鹿島出版会

岩波書店

私家版 学位論文

2010

2009

2009

2009

2009

2009

2009

2009

2009

2009

2008

2008

2008

2008

2008

2008

2007

2007

2007

2007

2007

2007

2007

2007

2007

2006

2006

2006

2006

2006

2006

2006

2006

2005

2005
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36

37

38

39

40

英国の持続可能なまちづくり パートナーシップとローカリゼーション

持続可能性を求めて 海外都市に学ぶ

まちづくりの新潮流 コンパクトシティ/ニューアバニズム/ア ーバンビレッジ

健康 ・安全 ・省エネエコロジー住宅[実 例集]

マークスプリングス物語 資産家住宅の実現 サスティナブル ・コミュニティの誕生

41欧 米のまちづくり・都市計画制度 サスティナブル ・シティへの途

42

43

44

45

46

エコハウスの設計

地域再生のまちづくり・むらづくり 循環型社会の地域計画論

サステイナブルシティEUの 地域・環境戦略

スウェーデンの修復型まちづくり 知識集約型を基軸とした「人間」のための都市再生

環境共生型社会のグランドデザイン

47サ ステイナブル八ウジング 地球にやさしい資源循環型住宅

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

高齢社会とオール電化住宅

わが家をエコ住宅に 環境に配慮した住宅改修と暮らし

サステナブル建築と政策デザイン

生活価値を創造する21世 紀型住宅のすがた

環境に配慮したまちづくり 地方自治体の責任

健康な住まいのつくり方

都市のリ・デザイン 持続と再生のまちづくり

アメリカの住宅地開発 ガーデンシティからサスティナブル・コミュニティへ

21世 紀の集合住宅 持続可能でゆたかな社会をめざして

OMソ ーラーの住まい手たち 暮らしに自然の力を取り込もう

これからのエコロジー住宅21世 紀のトータルな健康のために

エコ・八ウジングの勧め

サステイナブルコミュニティ 持続可能な都市のあり方を求めて

エコロジー建築

居住のための建築を考える

エコロジー住宅 自然と人の環境をまもる家

住宅のパッシブクーリング 自然を生かした涼しい住まいづくり

パッシブシステム住宅の設計

ソーラー八ウスの常識

パッシブソーラー入門

パッシブソーラーハウスの設計技法

中島恵理

小泉秀樹 ほか

松永安光

U-EPエ コロジーネットワーク

マークスプリングス物語

評価総括委員会

民間都市開発推進機構

構都市研究センター

エコハウス研究会

山田晴義

岡部明子

伊藤和良

NTTデ ータ経営研究所
i-community

資源循環型住宅技術

開発プロジェクト

上村尚ほか

濱恵介

村上周三 ほか

学芸出版社

日本経済評論社

彰国社

長岡書店

井上書院

ぎようせい

オーム社

ぎようせい

学芸出版社

新評論

2005

2005

2005

2005

2004

2004

2004

2003

2003

2003

戦略センターNTT出 版2003

東洋経済新報社

井上書院

学芸出版社

慶/L`¥義塾大学出版会

八ウスジャパンプロジェクトほか 東洋経済新聞社

尾島俊雄 ほか

北島翠

鳴海邦碩

戸谷英世 ほか

中高層八ウジング研究会

風土社編集部

吉田桂二 ほか

小玉祐一郎

川村健一ほか

エコテスト・マガジンほか

野沢正光 ほか

内田京治

浦野良美 ほか

早稲田大学出版部

青木書店

学芸出版社

学芸出版社

2003

2003

2002

2002

2001

2000

2000

1999

1999

中高層ハヴジング研 究会..;

風土社

ほたる出版

丸善

学芸出版社

青土社

建築資料研究社

三一書房

森北出版

住宅・建築省エネルギー機構 丸善

田中俊六 ほか オーム社

高間三郎 オーム社

エドワード・マツリアほか 彰国社

1997

1996

1996

1995

1995

1994

1993

1991

1985

1983

1983

・'1



活 動

1.助 成 事 業

■研 究 助 成

平成22(2010)年 度採択 され た研 究助 成24件

の進捗 状 況 は、研 究運 営委 員会 での 中間報 告

で全て順調 に進 んでい ることを確 認 した。その

内の2件 は研究 資料 の整 理 の方 法、関連 法規

の確 認等 の指 導 を、 また研 究計 画変 更願 は、

5件 全 て承認 され た。

■印 刷 助 成

応募 件数3件 の うち2件 の助成 を決定 した。昭

和61(1986)年 よりの累計 は40件 となった。

〈印刷助成一覧 〉

『沖縄 にお ける住宅 の地 方性 に関 する実証 的

研 究』鈴木雅 夫(琉 球大学)

「中国にお ける近 代的住居 への移行 と住民生

活 の変 容 」浜 本 篤史(名 古屋 市 立 大学 大学

院)

■出 版 助 成

応募件 数11件 の うち4件 の助成 を決定 した。昭

和61(1986)よ りの 累 計84件 、助 成 総 額

78,660千 円 となった。

〈出版助成一覧 〉

『頑 張 る管 理組 合 の常識 マ ンション管 理評

価読本』谷 口浩司(佛 教大学 教授)

『京 町 家の環 境 技術 、生 活 態度 、そ して文化

の形成』岡崎甚幸(武 庫川女子 大学)

『災害 の住宅 誌 移 動 する人 々とす まい』

牧紀男(京 都大学)

『マンションをふ るさとにしたユーコー ト物語～

これからの集合住宅育て～』乾 亨 位 命館大学)

以上、出版助成 図書の期間 中の発 刊は、6件

2.調 査 ・研究並びに資料収集事業

■住まい方に関する調査研究

高齢期居住委員会(平成21年～3年間)

多様化 している高齢

期のすまい方に対して

既往の情報の集大成

をおこない、それぞれ

の人 や地 域 にふ さわ しい あ り方 を求 め、各 地

の先行事例9件 の視察 を実施 。高齢者 が 自か ら

「高齢 期居住 」の考 え方 ・つ くり方を創 りあげ

るための手がか りとな る書籍 の出版 を予定。

■ス トック再 生 ・活用 に関 す る調 査 研 究

賃 貸住宅 ス トック活用研究会(平 成22年～3年間)

コレ クテ ィ

ブハ ウジ ング

研 究 委員 会 、

WPC活 用 技

術 開発 委員会

等 の活 動 か ら

の知 見 を生 か

し、賃 貸住 宅

の あ り様 ・住

まい方 に関 す

る 研 究 と実

践 。市 ヶ谷加

賀町 アパ ー トを対象 に、居住者 ニーズの変化 に

対応 した利用価 値 ・経済価値 の持続 的確保 を 目

指す。耐 震診断 並びに第三者評 定 を取得 し、市

場 ニーズの変化 に合 わせ て4戸 分 をシ ェア住居

に改修 した(後 述)。 研 究者 を中心 に延 べ約200

名 に公 開 した。今後 、居 住者 の特性分析 や、既

存居住 者 との コミュニティの活性化 に向 け活動

を継続。

小規模 マンシ ョン再 生委員会(平 成20年 ～22年)

小規模 マ ンシ ョンの継続 的な居住や活用 を目指

した調査 ・基礎 デー タ作成 ・ビジネスモデル策

定 の研 究活動 。近々、委員会報 告書 として発行

予定。

WPC住 宅 ス トック高度 利用 推進 技 術開発 委

員会(平 成20年～22年)

1970年 代 に大量 供給 された壁 式 プレキャス ト

コンクリー ト造(WPC)集 合 住宅 の再 生 ・活

用 に向 けて の技術 開発(国 交省 補助 事業)へ



の 支援 活動 。平 成22年5月 、国交省 に報 告書

提 出。また平 成22年 度重 点テー マ連 続 シ ンポ

ジウム第3回 『賃貸 住宅 の利用価 値 と経済価値

の持続 への提 案』で発 表。

■基 礎 的 調 査 ・研 究 並 び に 資 料収 集

住教 育推進委員会(平 成21年～3年間)

「住教育委員会」の成果

を受け、住教育推進のた

めに、全国の小中学校で

の住教育関連授業に助成

し、採 択 した授業 内容 を整 理 し全 国 に普 及展

開 。住 教育 授業 プログ ラムを募 集 し8件 に助

成。6月 に公開予定 。

住教 育委員会

平成22(2010)年 度の 日本建築学会教育賞(教

育貢献)を 受賞

業 績名 は 「創 造 的住 まい ・まち学習 の方法

の確 立 と普及 展 開」で ある。 なお、教 育 賞は、

近 年 中に実践 され た建築 教 育 に貢 献 した業績

を表 彰するものである。

主 な評価 点 は3点 で ある。1点 目は、 住

育 のパイオニア的存 在 として、学 校 のみな らず

家 庭や地域 における多様 な市 民を対 象 に、 「住

まい」や 「まち」を題材 にした実践 活動 によって

「生 きる力 」 を育 くむ場 を提供 してきた こと。2

点 目は、 「生 きる力」 がスパイラルアップしていく

という 「住 まい ・まち学習の方法 」を確 立 したこ

と。3点 目は、一連 の住教 育活 動 をきっかけに

分 野横 断型 のネ ットワークが 全国 的に形成 され

たことである。

今後 もこれまでの活動の実績を活かし、住教 育

推進委員会 に引き継がれ活動が継続されている。

清水建 設所蔵 「彩色図集」委員会 ・研 究会

(平成21年7月～平成23年7月末)

清 水組 が明治 ・大正 時代 に設計 施工 で建 設 し

た建 物 の彩色 図集 お よび関連 資料 の 「登録文

化財 」を平 成23(2011)年3月18日 に取得 し、

書籍 の出版 を予定(2冊 程度)。

資料収集(図 書の購入)並 びに図書室環境整備工事

平成22(2010)年 度 の受 入冊 数:67冊(購 入

之

14冊 、寄贈53冊)。 平成23(2011)年3月 末 の

蔵書 数 は19,971冊 。図書 室防 災工事 を実施 、

棚 卸 並 び に ラッ ク増 設(3万 冊 まで の対 応

可)、 ブラウジ ングコーナーを新設 。

3.公 開 普 及 事 業

■シ ンポ ジ ウム ・フ ォー ラ ム ・講 演 会 等

年度 重点テー マ:

「住 まい のサス テイナ ビ リテ ィ」連続 シンポジウム等

1.第1回 シンポ ジウム(第30回住総研 シンポジウム)

サ ス テ イ ナ ブ ル 住 宅 って 、 何?

日時:2010年7月9日(金)

会場:建 築会館/参 加者ll5名

司会:加 藤信介(東 京大学)

講師:伊 香賀俊治(慶 応義塾大学、

岩船由美子(東京大学)、鎌 田紀彦

(室蘭工業大学)、小玉祐一郎(神戸

芸術工科大学)

コメンテーター:中 村勉(建 築家 ・

工学院大学)、 松村秀一(東京大学)

2.第2回 シンポジウム(第83回すまいうんシンポジウム)

近 居 ・隣 居 の ス ス メ

『住宅に住む』から 『地域に住む』へ

開催:2010年11月12円(金)

会場:東 京建築士会会議室/参 加

者73名

司会:大 月敏雄(東 京大学)

講 師:金 貞均(鳴 門教 育大学大 学

院)上 和田茂(九 州産業大学)

3.第3回 シンポジウム(住総研自主企画)

賃貸住宅の利用価値と経済価値の持続への提案

開催:2011年3月1日(火)

会場:住 宅金融公庫すまい ・るホー

ル/参 加者102名

司会:小 泉雅生(首 都大学東京)

講師:竹 内一雅(ニ ッセイ基礎研究

所)、森尻謙一(REBITA)、 上林一英

(住総研)、 田村誠邦(ア ークブレ

イン)、 門脇耕三(首都大学東京)、

堀富博(シ グマ建築構造研究所)



4.関 連 フォーラム(第185回 江戸東京住まい方フォーラム)

江 戸 ・明 治 の 住 宅 リサ イ ク ル ・古 家 の 移 築

と古 材 利 用

開催:2010年ll月29日(月)

会場:北 沢 タウンホール/参 加者

61名

司会:小 沢朝江(東 海大学)

講師:平山育男(長 岡造形大学)

中村琢巳(立命館大学)

江戸東 京住 まい方 フォーラム(第184回、第185回2回開催)

1第184回 江戸東 京住 まい方 フォーラム

江戸城濠 と都市環境 ・都心

で涼 しく暮 らす

開催:2010年7月24日(土)

会場:私学会館/参 加者55名

司会:小 林克(東 京都歴史文化財団)

講師:成 田健一(日 本工業大学)、

後藤宏樹(千 代田区立四番町歴史民俗資料館)

コーディネーター:波 多野純(日 本工業大学)

す まい ろん シ ンポ ジ ウム(第82回 、第83回2回 開催)

1.第82回 すまいうんシンポジウム

やわらかい都市 かたい都市

流動的都市の原風景と未来

開催:2010年5月17日(月)

会場:建 築会館/参 加者60名

講師:陣 内秀信(法 政大学)

伊藤毅(東 京大学)

司会:青 井哲人(明治大学)

編集担当:中 谷礼仁(早 稲田大学)

世界の住まい方フォーラム

第25回 世界の住まい方フォーラム

集まって住む形 ・認知症高齢者グループ

ホームにる可能性と課題

開催:2010年4月19日(月)、 建築会

館/参 加者39名

担当:石 井敏(東 北工業大学)

講師:石 井敏(東 北工業大学)

司会:篠 崎正彦(東 洋大学)

その他講演会

市民フォーラム

市民のための改修セミナー

「やさしいマンション大規模修繕」供催)

開催:2010年7月22日(木)

会 場:住 宅 金融 公 庫 す まい ・るホー

ル/参 加 者187名

担 当:田 辺邦 男(JIAメ ンテ ナ ンス

部会)

講 師:出 辺邦 男(JIAメ ンテナ ンス部

会)、 江 守 芙 美(共 同 設 計 五 月

社)、 奥澤健一・(スペースユニオン)、山口実(建 物診

断設計事業協同組合)、 星川晃二(汎 建築研究所)

司会:宮 城秋治(JIAメ ンテナンス部会長)

■出 版

『住宅総合研究財団研究論文集No .37』

平 成21(2009)年 度 研 究 助 成22

編 、平 成20(2010)年 度 の研 究助

成3編 の合 計25編 を収録 し発 刊。

発行 部 数:450部/A4判/385頁

定価:¥2,520(本 体¥2,400)

委託 販 売:丸 善出版事 業部

機関誌 『すまいろん』

季 刊(1,200部/毎 号)。 春 号 、夏

号 、秋号 を発 刊後 、平 成23(2011)

年度 冬号 、昭和63(1988)年 以来通

巻97号 もって休 刊。住総研 の年報 と

して アニ ュアル レポー トを発刊(年

刊)

メールマガ ジン 「住 総研だ より」

季刊。平成22(2010)年4月 ～。現

在の送付対象者は1,650人。

ホームペー ジによる普及 ・展開

助成研究論文閲覧、フォーラム ・シ

ンポジウムの申込、各種 助成 案内

等に活用。東 日本大震災発生後震

災関連資料 リストを掲載。

4.顕 彰事業

■ 「住総研 清水康雄賞」

第3回 「住総研 清水康雄賞」は安藤邦廣筑波大

学大学院人間総合科学研究科教授が受賞され、贈

呈式 ・記念講演会が平成22(2010)年10月15日

(金)学士会館で97名の参加者のもとおこなわれた。



平 成20(2008)年 、

創 立60年 を機 に 「すま

い」 に関連 す る研 究 者

を顕 彰 す る 「住 総 研 清

水 康 雄 賞 」 を創 設 し、

平成22(2010)年 度 は第3回 目となった。

今 回の受賞 者 は安藤 邦廣 氏(筑 波大 学教授 ・建築

家)が 受賞 された。安 藤氏 は伝統 的 な建 築技 術 の研

究者 であるとともにそれ らの成 果 を住 宅等 に実現 し構法

の普及 に努 める建 築家で もある。 特 に、現代 の木造住

宅 における板 倉 構 法の提 案 と実 践 活動 が今 後 の住宅

生産 分野 においても広 が りが期待 できると、高 く評価 さ

れたのが選 考の理 由である。

贈 呈 式 ・記念 講演 会 は、10月15日 学 士会 館 にて

お こなわれ 、安 藤 氏 には賞 状 ・正 賞 ・副 賞が贈 呈 さ

れた。安 藤氏 は 「この受賞 を励 みに社 会 に役立 っよう

な研究 をこれ か らも続 けていきたい」 との挨 拶 された。

また当日は、 「民家構 法 の変 遷 とこれからの木 の住 まい

一一 民家 の歴 史 に森 林 資源 の利用 の知 恵 を探 り、 こ

れか らの木 の家づ くりにつ いて考 える 」 と題 してお

こなわれた講演 で、 氏の これ まで の成 果 と今後 の展 開

が語 られ た。

会 場 は91名 の参 加者 を得て和やか な雰 囲気で おこ

なわれた。

■ 「住 総 研 研 究 選 奨 」

平成21(2009)年 度 「住 総研 研究選奨 」3名 の贈

呈 式 ・講 演会 が、平 成22(2010)年6月ll日 の キッ

クオ フミーティングで開催 された。

「フラ ンス首 都 圏にお ける民間 共 同住 宅 の管理

体制 に関 する研究」関川 華(京 都 大学大学院)

「豪雨災害における浸水被害家屋の実態と生活

再建の課題」徳田光弘(鹿 児島大学)

「近代大阪の借家に関する住居史的 ・都市社会

史的 研究」深田智恵子(大 阪市立大学)

■22年 度 「住 総 研 研 究 選 奨 」受 賞 者

平成22(2010)年 度 「住総 研 研 究選 奨」受 賞者 は

以下3名 で、平 成23(2011)年6月10日 のキ ックオ

フミーティングにおいて表彰 された。

「市街化調整 区域における土地利用マネジメン ト手

法 に関する研究」浅野純一郎(豊 橋技術科学大学)

「台湾 の 日式住 宅 にお ける居 住 空間 の変容 過程

に関する調査研 究」郭 雅 委(京 都大学 大学院)

「室 内環境 中にお ける準揮発 性有 機 化合物 の 実

態 把握に関する研 究」並木則 和(工 学院大学)

■そ の 他 事業

3月ll日 に発 生 した 「東 日本大 震 災」に対 して義援 金

200千 円を寄付。

トピック

市ヶ谷加賀町アパー ト 「シェア住居」開始

(詳細は財団HP参照)

■シェア住 居 に改修

住 総研 が所 有 する

市 ヶ谷加 賀 町 アパー

トを対 象 に、 単 身 の

都心居 住 者の増加 に

合 わせ シェア住 居 を

導入 した。 現 在居 住

しているファミリー層

を含 め、居 住者ニーズの変化 に対応 した持続 的利用価

値の確保 について研究 を行 っている。2010年10月 シ

ェア住居 第1号 「nismu市 ヶ谷 加 賀 町 」が 竣 工 し、

インターネ ット上 のシェア住 居 サイトを利用 し入居 者 の

募集 を開始 した。今 回の計画 は既 存 プランの制 約です

べて3人 用である。10月 末 か ら内覧 をお こない、約1

カ月の間に15人 程 度 の参加 者 の中か ら3人 の入 居者

を決 定 した。3人 の居住者 が決 まるとウェルカムパーテ

ィをおこない、居 住 者 同士の交 流 を図 った。 また、管



理運 営 については、 財団 が月1回 の清掃 をし、居住 者

や部屋 の状況 を把握 しなが らおこなっている。

■シェア住 居第2弾

nismu市 ヶ谷加 賀

町 の 経 験 を生 か し、

同 じく市 ヶ谷 加 賀 町

アパ ー トでchocola

シリーズ として新 たな

展 開 を図 った。特 徴

としては、 リビングを

日当 り通 風の良いとこ

ろに設 け、 リビングや

キ ッチンな どの 備 品

や食器 類 を最 小 限に

し、居 住 者 が 自室 の

壁紙 を選 べて愛 着が

持 てるようにしたこと

である。 同時 に工 事

期 間の短縮や工 事費

の低 減、 メンテナ ン

スや管 理 の しや す さ

等 を考慮 し、 計画 プロセスや建 築材 料 ・備 品 などにつ

いて細 かい仕 様 を設 定 し標準化 も図った。

11月 か ら4月 末 まで に計3住 戸9部 屋 の工事 が順

次完 成 した。それぞれ 内装 イメージか ら 「chocola」、

「chocolaピ スタチオ」、 「chocolaバ ニラ」 と命名 し、

順 次募 集 をお こない、 現 在(2011.5.26)ま で に39名

に内覧、全 室での入 居が 決まっている。 内覧者 および

入居者 の特徴 は、 学生 から20代 主体 の年 齢 層が ここ

数年 上昇傾 向にあり、ここ加賀 町アパ ー トでも30歳 か

ら39歳 が多 く(62%)な っている。

■これか らの展開

募 集 にあたっては、長 く住 んで くれ る人 とうたってい

るが、仕 事 の都合 やライフステージの変 化 などで短期

間で退 居 され る可能性 もあり、今 後 はその対 応方 法 を

検討 してい く必 要が ある。 また、 「共 に住 む」居 住者 の

コミュニケーション向上 の仕 掛 けの一 つ として,真 夏 の

暑 さ対策 と節 電 対策 も兼 ね、2住 戸 にゴーヤのプラン

ター を設置 した。 どの様 な効 果 があるのか、 今後 見守

っていきたい。

[参考/ひ つじ不動産http://www.hituji.jp/]

■図書室からのお矢口らせ

住総研図書室 住まいの専門図書室

リニューアルオープン!

1984年 に開設 した住 総研 図書 室 「すまいの専 門図

書 室 」 は、 この度 、 リニューアルし、(1)書 架の増 設、

(2)閲 覧 スペースを改 修 した。 閲覧スペ ースを従来 より

広 くしたほか、木製 の机 と椅 子 も新 たに設置 し、 くつろ

いで ご利 用いただ ける環 境 とな った。 また、 お茶 や お

菓 子のサービスもある。

閲 覧スペースには、主要 雑誌(『 住宅 建築 』、 『新 建

築 住 宅特集 』、 『新 建築 』、『住宅 』等)の 他、大 型

本 も配架 している。

書架 については、書 架を増 設 した他 、資料 の配置 も

改善 した。関連 性の高い分類(例 えば、 「住 宅地 ・都

市」 と 「住 居 ・集 合 」)を 隣接 して配 架 し、 関連分 野

の資料 が利用 しやすくなった。

また、従来 は分類 毎に分 散して配架 していた、「絵本 」、

「社史 ・団体史 」、 「事典 ・ハンドブック類」 をひとつ の

コーナー として まとめた。震 災 関連 の資 料 については、

図 書 室 ホ ー ムペ ー ジ(http:www.jusoken.or.jp/

tosyoshinsaLhtm)で 資料 リス トが閲覧 可能。蔵 書

の検 索はhttp://wwwJusoken.orjp/serch1.htm

からご利用 ください。

今 後 は、 図

書 室 の ホ ー ム

ペー ジの充 実、

年 度 毎 の 「統

一テーマ」に沿

った蔵 書 リス ト

のホームページ

で の 公 開 を充

実 す る 計 画。

2011年 度 の統一テーマは、 「縮 小社会 における住 まい

のゆくえ」です。

期間中の主な会議体

1.役 員 会

定例 評議員会 平成22(2010)年5月31日(月)

[主要議 題]平 成21(2009)年 度事 業報 告 及 び決

算、平成22(2010)年 度 事業計画 及び収支予 算、平

成22(2010)年 度研 究助成 、第3回 住総研 清水 康雄



賞選 考、公益 法人制度改 革関係

定時理 事会 平成22(2010)年6月4日(金)

[主 要議 題]平 成21(2009)年 度事 業報 告 お よび決

算 、他 平成22年 度研 究助成 、第3回 住 総研 清 水康 雄

賞議 決、公益 法人制度改 革関係報 告

定例理 事会 平成22(2010)年11月26日(金)

[主要議題]平 成22(2010)年 度上半期 事業報 告、研

究運 営委員 の選任 、公益法 人制度改革 関係 報告

臨時評 議員会 平成23(2011)年3月17日(木)

[主要 議題]移 行 法人 の選定 並 びに関連 事項 承認 、

評 議員 ・監 事 ・理事 の選 任議決 、平成23(2011)年 度

事 業並 びに予算承 認

定例理 事会 平成23(2011)年3月28日(月)

[主 要 議 題]移 行 法 人 の選 定 並 び に関連 事 項 の議

決 、移 行後 の代 表理 事、業 務執 行 理事 の選任 議 決、

平成23年度事業並びに予算議決

2.研 究 運 営 委 員 会

定時委員会 平成22(2010)年4月3日(土)

[主要 議題]平 成22(2010)年 度研 究 助成 採択 案審

議、住総 研 シンポジ ウム企 画案審議

臨時委員会 平成22年(2010)11月14日(日)

[主要議題]移 行法人 の選 定 と研 究活動予 算及 び活動

につ いて審議 、移行後 の研究運 営委員 の役 割審議、平

成23年 度事業 並び に予算案報 告

定時委員会 平成23(2011)年1月10日(月)

[主要議題]平 成22(2010)年 度 印刷助成 ・出版助成

の選 考案 、平 成21(2009)年 度研 究助 成論 文査 読並

び に研 究 選奨 選定 、重 点 テーマ及 び シンポ ジウム開

催案

図書室だより 平成22(2010)年 度新 刊案 内

『緑 水 風 を 生 か した 建 築 ・都 市 計 画

一 脱 ヒー トアイ ラ ン ド戦 略 』

編著者:ク ールシティ・エコシティ普及促

進勉強会

発行所:建 築技術

A4判/191頁

定価4,830円(本 体4,600円)

lSBN978-4-7677-0128-8

『土 ・建 築 ・環 境:エ コ時 代 の 再 発 見 』

編著者:ミンケ・ゲルノー ト

監訳:輿 石直幸ほか

発行:西 村書店

B5判/215頁

定価6,090円(本 体5,800円)

ISBN978-4-89013-654-4

『コミュニテ ィ・マ ネ ージ メン ト

ドイツ の 地 域 再 生 戦 略 』

編著者.室 田昌子

発行所:学 芸出版社

A5半g/255頁

定価2,940円(本 体2,800円)

lSBN978-4-7615-2485-2

『福 祉 レジ ー ム の変 容 と都 市 再 生

雇 用 と住 宅 の 再 構 築 を 目指 して』

著者:小 玉 徹

発行:ミネルヴァ書房

A5判/276頁/定 価3,990円(本 体

3,800円)

ISBN978-4-623-05828-0

『韓 国 近 代 都 市 景 観 の形 成

一 日本 人 移 住 漁 村 と鉄 道 町』

編著者:布 野修司、韓三建ほか

発行:京 都大学学術出版会

A5判/543頁

定価7,350円(本 体7,000円)

lSBN978-4-87698-967-6

『シ ニ ア に よ る 協 同 住 宅 と コミ ュ

ニ テ ィづ く り 日 本 とデ ン マ ー ク

に お ける コ ・八 ウジ ング の 実 践 』

著者:上 野勝代ほか

発行:ミネルヴァ書房

A5判/229頁

定価4,200円(本 体4,000円)

lSBN978-4-623-05812-9



平 成22(2010)年 度 財 団 の 体 制(2010.4～2011.6)五+音lll頁

1.理 事 会

理 事 長

専務理事

理 事

監 事

野村哲也

岡本 宏

石原民樹

内田祥哉

内海暎郎

岡田恒男

清水満昭

清水康昭

平井 聖

吉澤壽美雄

飯田公彦

長谷川明

三村 信

2.評 議員会

稲田英昭

内田雄造

太田邦夫

尾島俊雄

坂本義次

澤村弘道

清水夏雄

高見澤邦郎

巽 和夫

西 和夫

野地滋久

服部零生

丸山英氣

峰政克義

村上周三

3.研 究運営委員会

委 員 長

委 員 長

委 員

谷 直樹

小林秀樹

加藤信介

内田青蔵

木下 勇

瀬渡章子

田辺新一

松村秀一

森本信明

清水建設(株)会 長

働住宅総合研究財団

清和綜合建物㈱ 特別顧問

東京大学 名誉教授

三菱UFJ信 託銀行㈱ 最高顧問

東京大学 名誉教授

清水地所㈱ 社長

㈲住宅総合研究財団

昭和女子大学特任教授、東京工業大学名誉教授

吉澤壽美雄税理上事務所 所長(～20113)

清水建pX㈱ 前監査役(～2011.5)

長谷川税理士事務所 所長(2011.4～)

清水建設㈱ 監査役(2011.6～)

(社福)清水基金 常務理事(～2010.6)

東洋大学 教授(～2011・1)

東洋大学 名誉教授

早稲田大学 名誉教授

㈱桃李 顧問(2010.7～)

清水地所㈱ 元副社長

清水地所㈱ 取締役

a都 大学東京 名誉教授(～2010.6)

京都大学 名誉教授

神奈川大学 名誉教授

㈱東京鉄骨橋梁 前監査役(2010.7～)

千葉大学 名誉教授

千葉大学 名誉教授(2011.3～)

前専務理事

建築研究所 理事長

大阪市立大学大学院 教授(～2011.3)

千葉大学大学院 教授

東京大学 教授(～2011.3>

神奈川大学 教授(2011.4～)

千葉大学大学院 教授

奈良女子大学 教授

早稲田大学 教授(2011.4～)

東京大学大学院 教授

近畿大学 教授

4.委 員 会 ・研 究 会

高 齢期居 住委員会

委 員 長 在塚礼子 元 埼玉大学 教授

委 員 大橋寿美子 湘北短期大学 准教授

大原一興 横浜国立大学大学院 教授

黒野弘靖 新潟大学 准教授

古賀紀江 前橋工科大学 准教授

西野達也 金沢大学 助教

『住 まい ・まち学習』普及 委員会(旧:住 教育推進委員会)

委 員 長 小澤紀美子 東京学芸大学 名誉教授

委 貝 大道博敏

勝 田映子

澁谷浩一

志村優子

仙波圭子

横谷 礎

文京区立小学校 教諭

筑波大学附属小学校 教諭

国土交通省住宅局 企画専門官

まちづくりプランナー

女子栄養大学 教授

教育図書株式会社

清水建設所蔵 「彩色設計図」委員会

委 員長 鈴木博之

委 員 内田青蔵

谷 直樹

波多野純

松波秀子

安野 彰

青山学院大学 教授

神奈川大学 教授

大阪市立大学大学院 教授

日本工業大学 教授

清水建設㈱ 技術研究所研究員

文化女了大学 専任講師

小 規模マンション再 生委員会(～2011.3)

委 員 長 丸山英氣 千葉大学 名誉教授、港共同法律事務所

委 員 大澤 貢 世田谷区都市整備部住宅課

鴻巣 昭 東京都 都市整備局

柴原達明 一級建築上事務所 集住計画

竹 田智志 明海人学不動産学部、日本大学法学部

理工学部、青山学院大学法学部

冨'田路易 ㈹全国公営住宅火災共済機構

中川雅之 日本大学 教授

福 田 済 東京都 都市整備局

三井一征 ㈲三井一征事務所

住 宅史料 研究委 員会(～2011.3)

委 員 長 西 和夫 神奈川大学 名誉教授

委 員 内田青蔵 神奈川大学 教授

小沢朝江 東海大学 教授

谷 直樹 大阪市立大学大学院教授

波多野純 口本工業大学 教授



す ま い ろん 編 集 委 員 会(～2011.3)

長

員

員　

　
S

顧 問

編集制作担当

中谷礼仁

大月敏雄

小野田泰明

腰原幹雄

手嶋尚人

道江紳一

片山和俊

波多野章子

早稲田大学 准教授

東京大学大学院 准教授

東北大学大学院 教授

東京大学 准教授

東京家政大学 准教授

清水建設(株)部 長

東京芸術大学 名誉教授

㈲建築思潮研究所

図書 情報 委員会(～2011.3)

委 員 長 勝又 済 国土技術政策総合研究所主任研究官

委 員 中島智章 工学院大学 准教授

福濱嘉宏 福濱嘉宏建築事務所 主宰

藤岡泰寛 横浜国立大学大学院 専任講師

室 恵子 足利工業大学 准教授

江戸 東京住 まい方 フォーラム委員会(～2011.3)

委 員 長

委 員

波多野純

稲葉佳子

入江彰昭

小沢朝江

小澤 弘

小林 克

吉見俊哉

日本工業大学 教授

法政大学大学院 講師

東京農業大学短期大学部 講師

東海大学 教授

江戸東京博物館 教授

江戸東京たてもの園 園長

東京大学大学院 教授

世界 の住 まい方フォーラム委員会(～2011.3)

委 員 長

委 員

槻橋 修

篠崎正彦

清水郁郎

瀬山真樹夫

千田有紀

横手義洋

神戸大学大学院 准教授

東洋大学 准教授

芝浦工業人学 准教授

カームデザインスタジオ

武蔵大学 教授

東京大学大学院 助教

住総研 清水康 雄賞選 考委員会(～2011.3)

委 員 長

委 員

波多野純

在塚礼子

初見 学

深 尾精 一

福川裕一

村田 真

若林幹夫

日本工業大学 教授

元埼玉大学 教授

東京理科大学 教授

首都大学東京 教授

千葉大学 教授

日経BP社 建設局編集委員

早稲田大学 教授

賃貸集合住 宅ストック活用研 究会 財団自主研究活動

主 査 上林一英

岡崎愛子、菅野 武、清水祐子、日野 烈

堀 富博 以上、㈲住宅総合研究財団

外部ア団イザー 小泉雅生 首都大学東京 教授、小泉ア トリエ

小谷部育子 日本女子大学 副学長

集合住宅コミュニティ活1生化研究会(2011.4～)財団自主研究活動

主 査 岡崎愛子、

上林一英、菅野 武、清水祐子

以上、(財〉住宅総合研究財団

外部アドバイザー 大月敏雄 東京大学大学院准教授

大橋寿美子 湘北短期大学 准教授

世田谷既成市街地実態調査研究会(2011.4～)財団自主研究活動

主 査 岡本 宏

伊藤敏明、岡崎愛子、上林一英、風間智子、

清水祐子 以上、㈲住宅総合研究財団

外部アドバイザー 青木 仁 東京電力㈱ 技術開発研究所主任研究員

森本信明 近畿大学 教授

アニュアル レポー ト編集企画委員会(20114～)財団自主活動

主 査 上林一英

岡崎愛子、風間智子、清水祐子

以上、側)住宅総合研究財団

外部アドバイザー 加藤信介 東京大学生産技術研究所 教授

小林秀樹 千葉大学大学院 教授

大月敏雄 東京大学大学院 准教授

道江紳一 清水建設㈱ 部長

編集制作担当 波多野章子 ㈲建築思潮研究所

5.財 団職員 ・特別研究員

財団職員 佐 藤伸 幸

伊 藤敏 明

岩 間恭 子(～20113)

岡 崎愛 子

風 間智 子

上林 一 英

菅 野 武

ノ」、黒禾U日召(～2011.4)

清 水 祐 子

染 谷 美佐 子

日野 烈(2011.4～)

特別研究員 小 黒 利 昭(2011.5～)

堀 富 博(2008.9～)



1.平 成23年 度研究助成採択

応募 総数90件(重 点テーマ分 野24件 、 自由テーマ分野

66件)よ り、4月9日 開催 の研 究運 営委員会 で16件(重

点 テーマ5件 、自由テーマll件)の 採 択 案 を決 定 、同5

月30日 に理事会 で承 認 され た。うち2件 は3月11日 発 生

の東 日本大 震災 を考慮 して、研 究 内容 の一 部変 更 を条

件 に選 定 された。採 択 案 は以 下の通 り。1973年(昭 和

48年)か らの助 成件 数 累計 は940件 、助成 総額 累計 は

約16.8億 円 とな る。

平成23(2011年)度

研 究 助 成 の選 考 経 過 にっ いて

研究運営委員会 委員長 小林秀樹

本年 度 より、公益 法人 改革等 の影 響を受 けて研 究助成

額の大幅減 額 を余 儀なくされ、1件100万 円(昨 年 までは

200万 円)を 限度 とすることになりました。また、住 総 研の

活動費 全体が 絞られる中で効果 的に成果 をあげるべく年 間

活動 テーマを設 定することになり、研 究助 成 においても、そ

れに沿 った重点テーマを掲 げました。募 集の重点テーマは、

2012年 重点テーマ 『住まい』の延 長上 にリアルな 『地 域 」

を描 く」です。

その結 果、申請 件 数 は90件 、うち採 択 件 数 は16件 、

採 択 率 は18%に なりました。過 去5年 間 の申請 件数 は、

91、93、103、107、126、 採 択 件 数 は、31、37、34、

24、24、 採択 率 は、34%、40%、33%、22%、19%と 推

移 しています。数 字が示しているように、申請 件数 は増加傾

向にありましたが、本 年度 は昨年より36件 減 と大 幅な減少

となりました。やはり、助 成額 の減少 が影響 したものと思わ

れ ます。採 択率も18%と 過去最低 となりました。

昨年 に比べると、海 外集 落系 や構 工法 系の応募 が減 っ

ています。しかし、社 会学、看護 学、医 学、その他 の分野

か らの応 募が 昨年並みを維持 し、住 総研 の研 究助成 が広

い分野 に定 着してきたことの表 れとして、人変 喜ばしいことと

考 えます。

審査 は、以下のような手順で進 めました。まず、提 出され

た申請書 に、6人 の研 究運 営委員が専 門分 野 に応 じて主

担 当委員 と副 担当委 員を分担 し、主担 当が審査 評 と評点

を、副担 当が評 点を用 意 しました。評点 は、5段 階(「A:

採 択(特 に優れている)」 「B+:採 択」「B:採択か不採択 で

迷う」「B-:不 採択 であるがC程 ではない」「C:不採択 」)に

分 けました。つぎに、主 担当の審 査評をもとに、主 担当と副
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点
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宮原 真美子 東京大学大学院博士課程

福田 由美子 広島工業大学教授

沢田 知子 文化女子大学 教授

野口 祐子 聖学院大学准教授

高田 眞人 東京工業大学研究員

姥浦 道生 東北大学大学院准教授

三橋 伸夫 宇都宮大学大学院教授

真鍋 怜子 早稲田大学博±課程

浅野 伸子

岸岡 のり子

異世代間シェア居住の可能性

小学校存続活動を契機とした持続的居住支援システムに関する研究

我孫子マンションエリアを「21世紀型地縁社会」創出モデルに

在宅障害児・者の地域における入浴支援に関する研究

夏季に熱を溜め込まない江戸町人の空間設計手法の検討

水害リスクを考慮した土地利用コントロールの実態とその可能性

中国広州市城中村の空間構成と整備方策に関する研究

近世末・近代の都市居住性に関する研究

明治後期から昭和期までの村川堅固邸及び別荘に関する調査研究

和洋女子大学大学院 博士課程 東京都特別区における低質低家賃住宅の実態と社会住宅化の可能性

サキャ ラタ 京都大学大学院 博士課程 ネパールにおける共同的空間管理システムに関する研究

田村 誠邦NPO地 域再創生プログラム理事 住宅遺産の継承を支える活動の構築について

田中 正人 都市調査計画事務所代表取締役社会関係の維持を可能にする集落空間再編の条件

鈴木 千絵子 岡山県立大学助教

1115

1116

松田 雄二 東京理科大学助教

倉橋 透 濁協大学教授

認知症患者の住環境に関する研究

身体障がい者入所授産施設の実態に関する研究

不動産信託及び定期借地権の普及方策の検討



担当の評点を全 員で議論 し、修正 も加 えて評価 を確 定 しま

した。その結果 、総合 評価B+以 上 を最 終選 考に進 むもの

とし、24件 を選 定しました。

最 終選 考では、24件 のうち評 点の高いもの7件 の採 択

をまず 決定 し、その後、残 りの 同評 価 であった16件 につ

いて、重点テーマ、専門分 野のバランス、若手 への配慮 な

どを勘 案 しつつ慎 重 に議論 して9件 を採用、合 計16件 と

なったところで助 成総額 に達 しました。同評価16件 は、例

年であれ ば、すべて採用 されていた数です。助成 額 が絞 ら

れる中で、多くの前途が期待 される研究を採用できなかった

ことは、大 変残念なことだと思 っております。

なお、重 点テーマは、申請24件 中、採 択5件 、採 択

率21%で 、全 体の採択率 とほぼ同じです。しかし、最終 選

考に残 った申請24件 の中に重点 は7件 あり、そのうち研 究

内容が実 際に重 点にそっている5件 は、その全数 が採用 と

なりました。本 年度 は、第一 次選 考では重 点テーマを考 慮

せずに評 点をつ け、最終選 考の段階で考慮 するという方 法

をとりました。来 年度 もこのような選 考方法 をとるかどうかは、

重点テーマに関わる今後の推移をみて判 断したいと考えてお

ります。

つぎに、本年 度の審 査基準 について述べます。本年度 の

募集 要 項では、法人 改革 を踏まえて 「住 生 活の向上 に資

する」ことを強調 した表 現に変わりました。これに伴 い、第一・

に、研究対象 が、「住居」や 「住生活 」と密接 に関わるもの

であるかどうか、第二に、実態把握にとどまらず に、その後の

「向上 」への展開 が意識 されているかどうか
、という点が審

査の重 要なポイントになりました。

もちろん、各審査員は、今日の実践 に直接 役立つことだけ

を評価 したわけで はありません。例えば、歴 史研究 ならば 日

本の近代化 の再 評価 、海外研 究ならば住宅 プロトタイプの

発見や世界 の貧 困問題 の解 決など、間接 的に役立つことも

評価しました。とはいえ、「面白そうだか ら調べてみたい」とい

う研 究は、その中に宝物 が詰まっている可能性 はあるのです

が、採用されにくくなったことは事実です。

なお、今 回は、募集 締め切 り後 に東 日本大震 災 という大

きな出来 事がありました。このため、研 究内容を少 し変更す

れば震 災復 興 に資 すると判 断される研 究 申請 につ いては、

異例ですが、研究 テーマの一部 変更の要望 とともに採 択 さ

せて頂きました。

最後 に、研 究成 果 をまとめた 「住宅 総合 研 究財 団研究

論文 集 」は、レベルの高い学術 論 文集 を日指しています。

研 究運 営委員会 が掲載水準 に達していないと判 断した論文

は、掲載 を見送 ることもあることを申し添えます。

平成23(2011)年 度 重点 テーマ

縮小社会におけるすまいのゆくえ
研究運営委員会 委員長

小林秀樹(千葉大学大学院教授)

20世 紀 の経済 的 ・政 治的 な拡大 を経 て、現在 は、

21世 紀後半 の縮小社会 への過渡期 であ る縮小 化社会

に突 入 しています。

縮小 化社 会で は、 人 口や少子 高齢 化 に伴 う労働人

口の激 減、 国際 競 争力 の激 化 等 に よる経 済 の低迷 、

生涯 賃金や 税収 の伸 び悩みの も とで の、社 会保 障負

担の 増加(年 金 等)な ど、人 々の暮 らしは、 ます ま

す厳 しさを増 す と考 えられ ます。

一 方で
、 これ まで の拡 大 基調 を前提 として構築 さ

れて きたさまざ まな仕組 みや 考 え方 が縮小 化社 会 の

中で適合 しに くい状況 が散 見 されてい ます。

こうした中で、家 族像や 地域 はどう変 わ り、 またそ

の暮 らしやすまいはどうなるのか。明 日の姿 を知見 と知

恵を尽 くして、自らが構 想す る事が求 められてい ます。

この ような状 況 を受 けて、2009年7月 開催 のシン

ポジウムで は、「縮 小都 市」 を掲 げ、縮 小の マイナス

イメージ を払拭 し明 るい未 来 を切 り開 く縮 小工 学 を

構 想 しっっ、縮 小社会 におけ る都市 像 を描 い てきま

した。

本 年度 の第 一回 シ ンポ ジウムで は、 そこで取 り上

げ られ た分散 型 コンパ ク トシテ ィ等 の 目標 像 を再 検

討 しつつ、 す まい と住 宅地 の具体 的 なあ り方 を議 論

します。人 口の減少 、家族 の縮 小、空 き家や 空 き地

の増加 等の状況 をマイナスにとらえるので はな く、 す

まいの豊 か さを実 現 す るための転 機 とす る具体 的方

策 について考 えてみ ることに しました。

なお、 このテ ーマは、災 害復 興 におけ る居住 ビジ

ョンの行方 とも深 いかかわ りが あると思われ ます。



今後の重点テーマ

平成24(2012)年 度重 点テー マ

「住 まい」 の延長線上に リアルな 「地域」を描 く

研究運営委員会 委員

松村秀一(東 京大学大学院 教授)

現代の 「地域」の多 くは、かつて生業がすまいととも

にあった時代の 「地域」とは異なる。この数十年の間 「地

域」という空間は、市場経済 とは異なる原理で人々のす

まいや暮 らしを支 えるものとして期待 されなが らも、必

ず しもその期待に相応 しい実態をともなわなかったので

はないだろうか。 しか しながら、 ここに来て、状況は少

しずつ変わ り始めているように思われる。ス トック型社

会への移行、家族形態の変化、少子高齢化の急速な進

展 といった社会変化の中にあって、個々の 「すまい」を

サポー トする社会的或いは空間的な環境 として、「地域」

に求められる事柄が具体的になってきている。

平成24(2012)年 度の重点テーマは、 こうした認識

の上に立って、現代社会の生活者が潜在的であれ、希

求 している社会的あるいは空間的な環境 としてのリアル

な 「地域」、そのあり方 を、「すまい」 との関係のlliで描

き出し、個々の 「すまい」ではなし得ない 「住生活の向上」

に資する研究 を提案 して頂 きたい と願 って研究運営委

員の総意で決めたものである。

エネルギー ・水 ・資源に関わる環境経営、介護や子

育て といった生活支援、空き家の有効活用 や、関連す

る雇用の創出といった生活環 境 としての地域の持続的

な経営、それぞれの風土 に応 じた効果的な災害対策、

住に関わる地域内産業の活性化等々、個々の 「すまい」

では到底解決できず、「地域」という空間で捉 えてこそ

解決への道が開ける事柄は多方面に亘るだろう。「住生

活の向上」に資すると予測される様々な視点か ら、すま

いと地域の関係が描 き出されることを大いに期待 してい

る。

平 成25(2013)年 度重 点テ ーマ

「一般市街地」のすまいと居住を再評価す る

研究運営委員会 委員

森本信明(近 畿大学教授)

戦後我が国においては、都市化の流れの中で、大都市・

地方都市 を問わず、郊外部では大 きな団地の計画開発

が進められ、また都心や駅前では大規模な土地利用の

転換 をもとにした再開発プロジェクトが実施 されてき

た。これを戦後の住宅地開発の「図」であるとすると、「地」

にあたる部分である一般市街地は、建築基準法や都市

計画法などによる一・般的な規制を受けるものの、小中規

模の私的開発が積 み重ねられてきた。面積的にみても

「図」よりもはるかに広い一般市街地においては、建て

方や用途の混在が進み、まちなみ ・景観 という視点から

問題視されてきた。 しか しなが ら密集市街地 などの基

盤未整備で防災上危険な地区は除き、研究面では大 き

な注目を集 めることな く現在にいたっている。これ ら一

般住宅地を持続可能性 という視点から見直す と、空間

更新の小規模性や柔軟性、居住世帯構成の多様性、生

活利便施設 と住居 との近接性など、居住地としての 「す

みよさ」について、いくつかの点か ら見直しされるよう

になってきている。 これら一般市街地におけるすまいと

居住は、 どのように再評価できるものなのか。新たな視

点での研究展開を期待 したい。



役 員 名 簿 平成23(2011)年7月1日 ～(五+音lll頁)

評議員

石原 民樹

内海 暎郎

太田 邦夫

尾島 俊雄

小谷部育子

坂本 義次

清水 満昭

服部 容生

丸山 英氣

峰政 克義

代表理事

野村 哲也

業務執行理事

岡本 宏

清和綜合建物㈱ 特別顧問

三菱UFJ信 託銀行㈱ 最高顧問

東洋大学名誉教授

早稲田大学名誉教授

日本女子大学 副学長

㈱桃李顧問

清水地所㈱社長

千葉大学名誉教授

千葉大学名誉教授
一般財団法人住総研 前専務理事

清水建設㈱会長

一般財団法人住総研

理事

清水 康昭

谷 直樹

中川 雅之

中嶋 明子

野地 滋久

初見 学

深尾 精一

星 旦二

吉野 博

若林 幹夫

監事

長谷川 明

三村 信

顧問

内田 祥哉

巽 和夫

一般財団法人住総研

大阪市立大学教授

日本大学教授

和洋女子大学教授

㈱東京鉄骨橋梁前監査役

東京理科大学教授

首都大学東京教授

首都大学東京教授

東北大学教授

早稲田大学教授

長谷川税理士事務所所長

清水建設㈱監査役

東京大学名誉教授

京都大学名誉教授

財団組織

研究機能

●研 究運 営 委員 会
・研究課題の整理 ・体系化、年度統
一テーマ ・関連の委員会の設置 ・

スケジュール及び達 成目標の立

案など

・成果の確認 ・評価 など

・助成研究審査、査読

●助 成事 業[研 究]

(印刷・出版助成は休止)

●調査 ・資料収集事業

[重点テーマに即 し、以下の領域

から課題を定め設置する有期の分

野横断型研究活動]

住まい方研究
・高齢期居住委員会(有 期)

・集合住宅コミュニティ活性化研究会(有 期)

・世田谷既成市街地実態調査研究会(有 期)

ストック再生活用
・賃貸集合住宅ス トック活用研究会(有 期)

基礎資料収集 ・分析
・図書 ・資料収集及び環境整備(常 置)

受託研究

[その他事業]
・清水建設所蔵 「彩色設計図」委員会(有期)

●公 開 ・普 及 事業

[機関誌(ア ニュアルレポー ト)発刊]

[研究論文集発刊]

[住総研 だよ り]

[図書館 公開]

[シンポジウム]

重点テーマに関する研究助成+各

活動の成果+そ の他の過去の実績

活用

●顕 彰事 業

[住総研 ・清水康雄賞]

・選考委員会(研 究運営委員会が兼務)

[研究選奨]
・選考委員会(研 究運営委員会が兼務)

住教育推進
・「住まい ・まち学習」普及委員会(有 期)
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